
No. 資料番号 資料名称

1 工認-587　改0 Ⅴ-3-6-1-1-5 管の応力計算書 （制御棒駆動水圧系）

2 工認-620 改0 Ⅴ-3-9-2-3-1-2 管の応力計算書

3 工認-852 改0 Ⅴ-3-6-3-2-2 管の基本板厚計算書

4 工認-610 改0 Ⅴ-3-5-2-1-3 管の応力計算書

5 工認-612 改0 Ⅴ-3-6-3-1-2 管の応力計算書

6  TK-1-1352 改0 
補足-500-1【計算機プログラム（解析コード）の概要に係る補足説
明資料】［Ⅴ-5-47 計算機プログラム（解析コード）MSAP(配管)］

7 工認-858 改0 Ⅴ-5-47 計算機プログラム（解析コード）の概要 ・ＭＳＡＰ（配管）

8  TK-1-1344 改0 
補足-500-1【計算機プログラム（解析コード）の概要に係る補足説
明資料】 ［Ⅴ-5-35 計算機プログラム（解析コード）AutoPIPE］

9 TK-1-1345 改0 
補足-500-1【計算機プログラム（解析コード）の概要に係る補足説
明資料】 ［Ⅴ-5-36 計算機プログラム（解析コード）STAAD.Pro］

10 工認-848 改0 Ⅴ-3-7-1-1-6 管の基本板厚計算書 

11 工認-849 改0 Ⅴ-3-7-1-1-8 管の基本板厚計算書 

12 工認-783 改0 Ⅴ-3-9-2-5-1-4  フィルタ装置の強度計算書 

13 工認-850 改0
Ⅴ-5-35 計算機プログラム（解析コード）の概要
・ＡｕｔｏＰＩＰＥ

14 工認-851 改0
Ⅴ-5-36 計算機プログラム（解析コード）の概要
・ＳＴＡＡＤ．Ｐｒｏ

15 工認-843 改0 Ⅴ-3-4-2-3-3 管の基本板厚計算書（代替燃料プール冷却系）

16 工認-844 改0 Ⅴ-3-5-6-2-3 管の基本板厚計算書（緊急用海水系）

17 工認-845 改0
Ⅴ-3-6-3-3-2 管の基本板厚計算書（非常用逃がし安全弁駆動
系）

18 工認-846 改0 Ⅴ-3-7-1-1-1 管の基本板厚計算書

19 工認-814 改0 Ⅴ-3-4-2-3-1 代替燃料プール冷却系熱交換器の強度計算書

20 工認-815 改0 Ⅴ-3-5-6-2-2 緊急用海水系ストレーナの強度計算書

21 工認-816 改0 Ⅴ-3-6-3-3-1 高圧窒素ボンベの強度評価書

22 工認-817 改0 Ⅴ-3-7-1-1-4 格納容器床ドレンサンプの強度計算書

23 工認-818 改0 Ⅴ-3-8-1-2-1 中央制御室待避室空気ボンベの強度評価書

24 工認-819 改0 Ⅴ-3-8-1-4-1 第二弁操作室空気ボンベの強度評価書

25 工認-873 改0
Ⅴ-3-別添3-2-4-5 緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋
の強度計算書

26 工認-872 改0
Ⅴ-3-別添3-2-4-6 緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止
蓋の強度計算書

27 工認-276 改2
Ⅴ-3-別添3-2-4-7 格納容器圧力逃がし装置格納槽点検用
水密ハッチの強度計算書

平成30年6月29日

日本原子力発電株式会社

東海第二発電所 工事計画認可申請資料 提出リスト（強度計算書分）
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28 工認-277 改2
Ⅴ-3-別添3-2-4-8 常設低圧代替注水系格納槽点検用
水密ハッチの強度計算書

29 工認-278 改1 
Ⅴ-3-別添3-2-4-9 常設低圧代替注水系格納槽可搬型ポンプ用
水密ハッチの強度計算書

30 工認-822 改0 Ⅴ-3-4-2-3-2 ポンプの強度計算書（代替燃料プール冷却系）

31 工認-871 改0 Ⅴ-3-5-6-2-1 緊急用海水ポンプの強度計算書

32 工認-874 改0 Ⅴ-3-4-2-3-4 管の応力計算書

33 工認-881 改0
Ⅴ-3-6-3-3-3 管の基本板厚計算書（非常用逃がし安全弁駆動
系）

34 工認-614 改0 Ⅴ-3-6-3-2-3 管の応力計算書

35 工認-875　改0 Ⅴ-3-9-1-4-2  原子炉格納容器貫通部ベローズの強度計算書

36 工認-882　改0 Ⅴ-3-9-2-3-1-1 管の基本板厚計算書

37 工認-618　改0 Ⅴ-3-9-2-4-1-3 管の応力計算書
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東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 工認-587 改 0 

提出年月日 平成 30年 6 月 21 日

 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から

公開できません 

Ⅴ-3-6-1-1-5 管の応力計算書 

（制御棒駆動水圧系） 

 

 

 

 

平成30年6月29日





 

 

 

・評価条件整理表 

 

応力計算 

モデルNo. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性
評価 
区分 

評価

クラス
クラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス 

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度

(℃)

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

CRD-31 

CRD-37 

CRD-39 

既設 無 － DB-2 DB-2 SA-2 － 12.06 66 12.06 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

CRD-41,42 

CRD-43,44 

CRD-47,48 

既設 無 － DB-2 DB-2 SA-2 － 12.06 66 12.06 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

CRD-45,46 

CRD-49,50 

CRD-51,52 

既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 12.06 66 12.06 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

CRD-30 

CRD-36 

CRD-38 

既設 無 － DB-2 DB-2 SA-2 － 12.06 66 12.06 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

既設 無 － DB-2 DB-2 SA-2 － 8.62 138 8.62 138 － － 設計・建設規格 － SA-2

既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 8.62 138 8.62 138 － － 設計・建設規格 － SA-2

 

NT2 補③ Ⅴ-3-6-1-1-5 R0 









NT2 補③ Ⅴ-3-6-1-1-5 R0





NT2 補③ Ⅴ-3-6-1-1-5 R0











とおり



本資料のうち，枠囲みの内容は， 

営業秘密または防護上の観点から 

公開できません。 

Ⅴ-3-9-2-3-1-2 管の応力計算書 

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 工認-620 改 0 

提出年月日 平成 30 年 6 月 29 日
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・評価条件整理表 

 

応力計算 

モデルNo. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性
評価 
区分 

評価

クラス
クラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス

SA 

クラス

条件

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

FRVS-6 既設 無 － DB-4 DB-4 SA-2 － 0.014 72 0.014 72 － － 設計・建設規格 － SA-2

FRVS-7 既設 無 － DB-4 DB-4 SA-2 － 0.014 72 0.014 72 － － 設計・建設規格 － SA-2

FRVS-10,11 既設 無 － DB-4 DB-4 SA-2 － 0.014 72 0.014 72 － － 設計・建設規格 － SA-2

AC-SGTS 既設 無 － DB-4 DB-4 SA-2 － 0.014 72 0.014 72 － － 設計・建設規格 － SA-2

 

NT2 補③ Ⅴ-3-9-2-3-1-2 R0 

























下表に示すとおり最大応力はそれぞれの許容値以下である。



 
本資料のうち，枠囲みの内容は， 

営業秘密または防護上の観点から 

公開できません。 

Ⅴ-3-6-3-2-2 管の基本板厚計算書 

 

 

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 工認-    改 0 

提出年月日 平成 30 年 6 月 日 
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平成30年6月29日

工認-852　改0



 

まえがき 

 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラ

ス２支持構造物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の

強度計算方法」に基づいて計算を行う。  

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号

及び略語については，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したもの

を使用する。 
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・評価条件整理表 

  

管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 

同等性

評価 
区分 

評価
クラス

クラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス 

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

１ 

新設 － － － － SA-2 － － － 14.70 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

新設 － － － － SA-2 － － － 14.70 66 － － 同等性 a.(c) SA-2

２ 新設 － － － － SA-2 － － － 14.70 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

３ 新設 － － － － SA-2 － － － 14.70 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

４ 既設 無 － － － SA-2 － － － 14.70 66 － － 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

５ 既設 無 － － － SA-2 － － － 14.70 66 － － 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

６ 既設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 66 － － 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

７ 既設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 66 － － 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

８ 既設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 66 － － 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

９ 既設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 66 － － 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

10 既設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 66 － － 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

11 既設 無 － － － SA-2 － － － 2.28 171 － － 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

12 既設 無 － － － SA-2 － － － 2.28 171 － － 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2
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・適用規格の選定 

管

No. 
評価項目 評価区分 判定基準 適用規格 

1 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

2 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

3 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

4 管の強度計算 
設計・建設規格

又は告示 
許容値 告示 

5 管の強度計算 
設計・建設規格

又は告示 
許容値 告示 

6 管の強度計算 
設計・建設規格

又は告示 
許容値 告示 

7 管の強度計算 
設計・建設規格

又は告示 
許容値 告示 

8 管の強度計算 
設計・建設規格

又は告示 
許容値 告示 

9 管の強度計算 
設計・建設規格

又は告示 
許容値 告示 

10 管の強度計算 
設計・建設規格

又は告示 
許容値 告示 

11 管の強度計算 
設計・建設規格

又は告示 
許容値 告示 

12 管の強度計算 
設計・建設規格

又は告示 
許容値 告示 
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本資料のうち，枠囲みの内容は， 

営業秘密または防護上の観点から 

公開できません。 

Ⅴ-3-5-2-1-3 管の応力計算書 

 

 

東海第二発電所 工事計画審査資料 
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提出年月日 平成 30 年 6 月 29 日

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-5
-
2
-1
-
3
 R
0
 



 

まえがき 

 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラ

ス２支持構造物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の

強度計算方法」に基づいて計算を行う。  

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号

及び略語については，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したもの

を使用する。 
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・評価条件整理表 

  

管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 

同等性

評価 
区分 

評価
クラス

クラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス 

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

MS-A 

既設 無 － DB-1 DB-1 SA-2 － 8.62 302 8.62 302 － － 設計・建設規格 － SA-2

既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 3.45 302 3.45 302 － － 設計・建設規格 － SA-2

MS-B 

既設 無 － DB-1 DB-1 SA-2 － 8.62 302 8.62 302 － － 設計・建設規格 － SA-2

既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 3.45 302 3.45 302 － － 設計・建設規格 － SA-2

MS-C 

既設 無 － DB-1 DB-1 SA-2 － 8.62 302 8.62 302 － － 設計・建設規格 － SA-2

既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 3.45 302 3.45 302 － － 設計・建設規格 － SA-2

MS-D 

既設 無 － DB-1 DB-1 SA-2 － 8.62 302 8.62 302 － － 設計・建設規格 － SA-2

既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 3.45 302 3.45 302 － － 設計・建設規格 － SA-2

IA-PD-1/(R) 

既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 2.28 171 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

新設 － － － DB-3 SA-2 － 2.28 171 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

IA-PD-2 
既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 2.28 171 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

新設 － － － DB-3 SA-2 － 2.28 171 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2
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管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 

同等性

評価 
区分 

評価
クラス

クラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス 

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

IA-PD-2/(F) 
既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 2.28 171 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

新設 － － － DB-3 SA-2 － 2.28 171 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

IA-PD-3/(H,K) 
既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 2.28 171 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

新設 － － － DB-3 SA-2 － 2.28 171 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

IA-PD-4/(C) 
既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 2.28 171 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

新設 － － － DB-3 SA-2 － 2.28 171 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

IA-PD-4/(L) 
既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 2.28 171 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

新設 － － － DB-3 SA-2 － 2.28 171 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2























































































































下表に示すとおり最大応力は許容値以下である。



下表に示すとおり最大応力はそれぞれの許容値以下である。



本資料のうち，枠囲みの内容は， 

営業秘密または防護上の観点から 

公開できません。 

Ⅴ-3-6-3-1-2 管の応力計算書 

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 工認-612 改 0 

提出年月日 平成 30 年 6 月 29 日

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-6
-
3
-1
-
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まえがき 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラ

ス２支持構造物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の

強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号

及び略語については，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したもの

を使用する。 

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
3
-
6
-
3
-
1
-
2
 
R
0



NT2 補③ Ⅴ-3-6-2-1-3 R0 

・評価条件整理表

管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 

同等性

評価 
区分 

評価
クラス

クラス

アップ

の有無

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

IA-PD-1 既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 1.38 66 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

IA-PD-2 既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 1.38 66 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

IA-PD-3 既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 1.38 66 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

IA-PD-4 既設 無 － DB-3 DB-3 SA-2 － 1.38 66 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

IA-19 既設 無 － DB-2 DB-2 SA-2 － 1.38 66 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

IA-28 既設 無 － DB-2 DB-2 SA-2 － 1.38 66 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2



















下表に示すとおり最大応力はそれぞれの許容値以下である。



工事計画に係る補足説明資料 

補足-500-1【計算機プログラム（解析コード）の概要に係る 

補足説明資料】 

［V-5-47 計算機プログラム（解析コード）MSAP(配管)］ 

平成 30 年６月 

日本原子力発電株式会社 

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 TK-1-1352 改 0 

提出年月日 平成 30 年 6 月 29 日

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から

公開できません。



 

 

 

1．概要 

本資料は，今回申請における添付書類「計算機プログラム（解析コード）の概要」において

説明している解析コードについて，補足して説明するものである。 

 

2．工事計画添付書類に係る補足説明資料 

添付書類の記載内容を補足するための資料を以下に示す。 

資料 No． 資料名 補足説明内容 備考

1 

 

解析コードリスト（耐震・強度 

以外） 

添付書類Ⅴ-2「耐震性に関する

説明書」，添付書類Ⅴ-3「強度に

関する説明書」以外の添付書類

において使用した解析コードの

補足説明 

 

2 

 

解析コードリスト（耐震） 

添付書類Ⅴ-2「耐震性に関する

説明書」において使用した解析

コードの補足説明 

 

3 

 

解析コードリスト（強度） 

添付書類Ⅴ-3「強度に関する説

明書」において使用した解析コ

ードの補足説明 

 

4 

 

工事の計画＊において使用された

解析コードとのバージョンの差

分について 

 

今回申請において使用した解析

コードのうち工事の計画＊にお

いて使用された解析コードとバ

ージョンが異なる解析コードの

補足説明 

 

5 

 

工事の計画＊において使用実績の

ない解析コードリスト 

今回申請において使用した解析

コードのうち工事の計画＊にお

いて使用実績のない解析コード

の補足説明 

 

6 
補足説明資料において使用して

いる解析コードリスト 

補足説明資料において使用した

解析コードの補足説明 

 

＊：他プラントを含む。また，自プラントについては工事計画認可及び工事計画届出とする。 

 

 



２．解析コードリスト（耐震）（1/1） 

No. 
解析コー

ド名 
製造元 

使用した

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ

最新

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ
対象設備 使用目的 

使用実績（先行プラント含む） 関連添付書類 

備考 
実績 プラント名 対象工認件名 添付書類 ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ 対象設備 使用目的 

原子力産業界

一般産業界
目録番号 分類 目録名称 

244 MSAP（配

管） 

三菱重工業

株式会社 

代替燃料プ

ール冷却系

主配管 

3 次元有限要素法（はり要素）

による固有値解析，地震応答

解析，応力算出 

○ ○ Ⅴ-2-4-

3-3-3 

機器・

配管系

管の耐震性についての計算

書 

245 MSAP（配

管） 

三菱重工業

株式会社 

高圧代替注

水系主配管 

3 次元有限要素法（はり要素）

による固有値解析，地震応答

解析，応力算出 

○ ○ Ⅴ-2-5-

5-4-2 

機器・

配管系

管の耐震性についての計算

書 

246 MSAP（配

管） 

三菱重工業

株式会社 

代替循環冷

却系主配管 

3 次元有限要素法（はり要素）

による固有値解析，地震応答

解析，応力算出 

○ ○ Ⅴ-2-5-

5-6-2 

機器・

配管系

管の耐震性についての計算

書 

247 MSAP（配

管） 

三菱重工業

株式会社 

非常用逃がし

安全弁駆動

系主配管 

3 次元有限要素法（はり要素）

による固有値解析，地震応答

解析，応力算出 

○ ○ Ⅴ-2-6-

6-3-1 

機器・

配管系

管の耐震性についての計算

書 

248 MSAP（配

管） 

三菱重工業

株式会社 

中央制御室

待避室 

3 次元有限要素法（はり要素）

による固有値解析，地震応答

解析，応力算出 

○ ○ Ⅴ-2-8-

3-2-1 

機器・

配管系

中央制御室待避室空気ボン

ベユニット配管の耐震性につ

いての計算書 

249 MSAP（配

管） 

三菱重工業

株式会社 

第二弁操作

室 

3 次元有限要素法（はり要素）

による固有値解析，地震応答

解析，応力算出 

○ ○ Ⅴ-2-8-

3-4-1 

機器・

配管系

第二弁操作室空気ボンベユ

ニット配管の耐震性について

の計算書 

250 MSAP（配

管） 

三菱重工業

株式会社 

代替循環冷

却系主配管 

3 次元有限要素法（はり要素）

による固有値解析，地震応答

解析，応力算出 

○ ○ Ⅴ-2-9-

4-3-3-1 

機器・

配管系

管の耐震性についての計算

書 

251 MSAP（配

管） 

三菱重工業

株式会社 

窒素ガス代

替注入系主

配管 

3 次元有限要素法（はり要素）

による固有値解析，地震応答

解析，応力算出 

○ ○ Ⅴ-2-9-

5-6-1 

機器・

配管系

管の耐震性についての計算

書 

252 MSAP（配

管） 

三菱重工業

株式会社 

非常用ディー

ゼル発電装

置主配管 

3 次元有限要素法（はり要素）

による固有値解析，地震応答

解析，応力算出 

○ ○ Ⅴ-2-10-

1-2-9 

機器・

配管系

管の耐震性についての計算

書 

253 MSAP（配

管） 

三菱重工業

株式会社 

高圧炉心ス

プレイ系ディ

ーゼル発電

装置主配管 

3 次元有限要素法（はり要素）

による固有値解析，地震応答

解析，応力算出 

○ ○ Ⅴ-2-10-

1-3-8 

機器・

配管系

管の耐震性についての計算

書 



３．解析コードリスト（強度）（1/1） 

No. 解析コード 製造元 
使用した 

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ 

最新 

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ
対象設備 使用目的 

使用実績（先行プラント含む） 関連添付書類 
備考 

実績 プラント名 対象工認件名 添付書

類 
ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ 対象設備 使用目的 原子力産業界 

一般産業界 

目録番

号 

目録名称 

70 MSAP（配

管） 

三菱重工業株

式会社 

代替燃料プール冷却系主

配管 

3 次元有限要素法（はり

要素）による構造解析，応

力算出 

○ ○ Ⅴ-3-4-

2-3-4 

管の応力計算書 

71 MSAP（配

管） 

三菱重工業株

式会社 

高圧代替注水系主配管 3 次元有限要素法（はり

要素）による構造解析，応

力算出 

○ ○ Ⅴ-3-5-

4-4-3 

管の応力計算書 

72 MSAP（配

管） 

三菱重工業株

式会社 

代替循環冷却系主配管 3 次元有限要素法（はり

要素）による構造解析，応

力算出 

○ ○ Ⅴ-3-5-

4-6-3 

管の応力計算書 

73 MSAP（配

管） 

三菱重工業株

式会社 

非常用逃がし安全弁駆動系

主配管 

3 次元有限要素法（はり

要素）による構造解析，応

力算出 

○ ○ Ⅴ-3-6-

3-3-3 

管の応力計算書 

74 MSAP（配

管） 

三菱重工業株

式会社 

中央制御室待避室 3 次元有限要素法（はり

要素）による構造解析，応

力算出 

○ ○ Ⅴ-3-8-

1-2-3 

管の応力計算書 

75 MSAP（配

管） 

三菱重工業株

式会社 

第二弁操作室 3 次元有限要素法（はり

要素）による構造解析，応

力算出 

○ ○ Ⅴ-3-8-

1-4-3 

管の応力計算書 

76 MSAP（配

管） 

三菱重工業株

式会社 

代替循環冷却系主配管 3 次元有限要素法（はり

要素）による構造解析，応

力算出 

○ ○ Ⅴ-3-9-

2-2-3-2

管の応力計算書 

77 MSAP（配

管） 

三菱重工業株

式会社 

窒素ガス代替注入系主配管 3 次元有限要素法（はり

要素）による構造解析，応

力算出 

○ ○ Ⅴ-3-9-

2-3-3-2

管の応力計算書 

78 MSAP（配

管） 

三菱重工業株

式会社 

非常用ディーゼル発電装置

主配管 

3 次元有限要素法（はり

要素）による構造解析，応

力算出 

○ ○ Ⅴ-3-

10-1-1-

1-5 

管の応力計算書 

79 MSAP（配

管） 

三菱重工業株

式会社 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電装置主配管 

3 次元有限要素法（はり

要素）による構造解析，応

力算出 

○ ○ Ⅴ-3-

10-1-1-

2-5 

管の応力計算書 
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Ｖ-5-47 計算機プログラム（解析コード）の概要 

・ＭＳＡＰ（配管） 
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1. はじめに 

  本資料は，添付書類において使用した計算機プログラム（解析コード）MSAP（配管）について

説明するものである。 

  本解析コードを使用した添付書類を示す使用状況一覧，解析コードの概要を以降に記載する。 
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 1.1 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-4-3-3-3 

Ⅴ-2-5-5-4-2 

Ⅴ-2-5-5-6-2 

Ⅴ-2-6-6-3-1 

Ⅴ-2-8-3-2-1 

Ⅴ-2-8-3-4-1 

Ⅴ-2-9-4-3-3-1 

Ⅴ-2-9-5-6-1 

Ⅴ-2-10-1-2-9 

Ⅴ-2-10-1-3-8 

Ⅴ-3-4-2-3-4 

Ⅴ-3-5-4-4-3 

Ⅴ-3-5-4-6-3 

Ⅴ-3-6-3-3-3 

Ⅴ-3-8-1-2-3 

Ⅴ-3-8-1-4-3 

Ⅴ-3-9-2-2-3-2 

Ⅴ-3-9-2-3-3-2 

Ⅴ-3-10-1-1-1-5 

Ⅴ-3-10-1-1-2-5 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

中央制御室待避室空気ボンベユニット配管の耐震性に

ついての計算書 

第二弁操作室空気ボンベユニット配管の耐震性につい

ての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 
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2. 解析コードの概要

コード名

項目 
MSAP（配管） 

使用目的 
3次元有限要素法（はり要素）による 

固有値解析，地震応答解析，構造解析，応力算出 

開発機関 三菱重工業株式会社 

開発時期 

使用したバージョン 

計算機コードの概要 
強度及び耐震計算で使用している解析コードMSAP（配管）は，

対話方式による入力及び構造解析の出力データを基に規格基準の算

出式に従った評価が可能である。 

検証（Verification）

及び 

妥当性確認
（Validation） 

今回の解析は，耐震Ｓクラス，Ｂクラス，Ｃクラス（Ｂクラス，Ｃク

ラスは，Ｓｓ機能維持評価），クラス１管，クラス２管，クラス３管の3

次元有限要素法（はり要素）による固有値解析，地震応答解析，構造解

析，応力算出である。 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証の内容は，以下のとおりである。 

開発元より発行されている例

題集の中で，モデル要素ごとに静的及び動的解析の例題に対して，解析

結果と理論モデルによる理論解又は他の計算プログラムでの計算結果

と概ね一致していることを確認している。また，サンプルモデルに対す

る固有値解析結果が，手計算と一致することを確認している。 

・対話方式により入力されたデータはインプットファイルとして出力さ

れ，入力データと一致していることを確認している。 

・入力データが正しく構造解析に受け渡されていること，構造解析デー

タが正しく規格計算に受け渡されていることをそれぞれ確認している。

・構造解析結果として出力されたデータを規格基準に従い，発生応力，

疲労累積係数を算出しており，その過程が理論解を再現できることを確

認している。 
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・地震動の組合せ処理は，本解析コード内で処理しており，アウトプッ

トファイルと手計算結果が一致することを確認している。

・本解析コードの適用制限として使用節点数・要素数があるが，適用範

囲内であることを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された要件を満

足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認の内容は，以下の通りである。 

・ＪＥＡＧ４６０１-1987 6.5.2項の加圧水型原子力発電設備における1

次冷却ループの多質点3次元はりモデルによる解析の妥当性確認とし

て，

・上記妥当性確認を行ったのは加圧水型原子力発電設備における1次冷

却ループの3次元はりモデルであるが，1次冷却ループに含まれる1次冷

却材管は今回解析する配管と幾何学的に類似しており，同様の3次元は

りモデルを用いてモデル化している。 

・今回の工事計画認可申請で行う3次元有限要素法（はり要素）による

固有値解析，地震応答解析，構造解析，応力算出の用途，適用範囲が，

上述の妥当性確認範囲内にあることを確認している。 
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平成 30 年６月 
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資料番号 TK-1-1344 改 0 

提出年月日 2018 年 6 月 29 日 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から

公開できません。 



 

 

1．概要 

本資料は，今回申請における添付書類「計算機プログラム（解析コード）の概要」において

説明している解析コードについて，補足して説明するものである。 

 

2．工事計画添付書類に係る補足説明資料 

添付書類の記載内容を補足するための資料を以下に示す。 

資料 No． 資料名 補足説明内容 備考

1 

 

解析コードリスト（耐震・強度 

以外） 

添付書類Ⅴ-2「耐震性に関する

説明書」，添付書類Ⅴ-3「強度に

関する説明書」以外の添付書類

において使用した解析コードの

補足説明 

 

2 

 

解析コードリスト（耐震） 

添付書類Ⅴ-2「耐震性に関する

説明書」において使用した解析

コードの補足説明 

 

3 

 

解析コードリスト（強度） 

添付書類Ⅴ-3「強度に関する説

明書」において使用した解析コ

ードの補足説明 

 

4 

 

工事の計画＊において使用された

解析コードとのバージョンの差分

について 

 

今回申請において使用した解析

コードのうち工事の計画＊にお

いて使用された解析コードとバ

ージョンが異なる解析コードの

補足説明 

 

5 

 

工事の計画＊において使用実績の

ない解析コードリスト 

今回申請において使用した解析

コードのうち工事の計画＊にお

いて使用実績のない解析コード

の補足説明 

 

6 
補足説明資料において使用してい

る解析コードリスト 

補足説明資料において使用した

解析コードの補足説明 

 

＊：他プラントを含む。また，自プラントについては工事計画認可及び工事計画届出とする。 

 

 

 

 



２．解析コードリスト（耐震）（1/1） 

No. 
解析コー

ド名
製造元

使用した

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ

最新

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ
対象設備 使用目的

使用実績（先行プラント含む） 関連添付書類

備考
実績 プラント名 対象工認件名 添付書類 ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ 対象設備 使用目的

原子力産業界

一般産業界
目録番号 分類 目録名称

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

09.04.00

.19 

10.01.0

0.08

（注１） 

非常用ディー

ゼル発電装

置主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

○ ○ Ⅴ-2-10-

1-2-9 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

09.04.00

.19 

10.01.0

0.08

（注１） 

高圧炉心ス

プレイ系ディ

ーゼル発電

装置主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

○ ○ Ⅴ-2-10-

1-3-8 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

09.04.00

.19 

10.01.0

0.08

（注１） 

常設代替高

圧電源装置

主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

○ ○ Ⅴ-2-10-

1-4-6 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

192 AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

09.04.00

.19 

10.01.0

0.08

（注１） 

消火ガス系

主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

○ ○ Ⅴ-2-別

添 1-6 

火災防

護 

供給配管の耐震計算書 

194 AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition）

09.00.00

.09 

10.01.0

0.08

（注１） 

代替燃料プ

ール注水系

主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-4-

3-2-1 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

195 AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition）

09.00.00

.09 

10.01.0

0.08

（注１） 

低圧代替注

水系主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-5-

5-5-2 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition）

09.00.00

.09 

10.01.0

0.08

（注１） 

残留熱除去

系海水系主

配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-5-

7-1-3 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

196 AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition）

09.00.00

.09 

10.01.0

0.08

（注１） 

代替格納容

器スプレイ冷

却系主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-9-

4-3-2-1 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

197 AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition）

09.00.00

.09 

10.01.0

0.08

（注１） 

格納容器下

部注水系主

配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-9-

4-3-4-1 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition）

09.00.00

.09 

10.01.0

0.08

（注１） 

窒素ガス代

替注入系主

配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-9-

5-6-1 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

198 AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition）

09.00.00

.09 

10.01.0

0.08

（注１） 

格納容器圧

力逃がし装置

主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-9-

7-1-1 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

199 AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition）

09.00.00

.09 

10.01.0

0.08

（注１） 

非常用ディー

ゼル発電装

置主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-10-

1-2-9 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

200 AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition）

09.00.00

.09 

10.01.0

0.08

（注１） 

高圧炉心ス

プレイ系ディ

ーゼル発電

装置主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-10-

1-3-8 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

193 AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition）

09.00.00

.09 

10.01.0

0.08

（注１） 

消火水系主

配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る，固有値解析及び応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-別

添 1-6 

火災防

護 

供給配管の耐震計算書 

注１：最新バージョンへの改訂において，計算結果に大きな影響を与える不具合に伴う改訂が行われていないことを確認した。



３．解析コードリスト（強度）（1/1） 

No. 解析コード 製造元
使用した

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ

最新 

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ
対象設備 使用目的

使用実績（先行プラント含む） 関連添付書類
備考 

実績 プラント名 対象工認件名 添付書類 ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ 対象設備 使用目的 原子力産業界 

一般産業界 

目録番

号 

目録名称 

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition）

09.00.00.

09 

10.01.00.

08（注１）

代替燃料プール注水

系主配管 

有限要素法（はりモデル）に

よる応力解析 

〇 〇 Ⅴ-3-4-

2-2-2 

管の応力計算書 

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition） 

09.00.00.

09 

10.01.00.

08（注１）

低圧代替注水系主配

管 

有限要素法（はりモデル）に

よる応力解析 

〇 〇 Ⅴ-3-5-

4-5-5 

管の応力計算書 

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition） 

09.00.00.

09 

10.01.00.

08（注１）

残留熱除去系海水系

主配管 

有限要素法（はりモデル）に

よる応力解析 

〇 〇 Ⅴ-3-5-

6-1-4 

管の応力計算書 

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition） 

09.00.00.

09 

10.01.00.

08（注１）

代替格納容器スプレ

イ冷却系主配管 

有限要素法（はりモデル）に

よる応力解析 

〇 〇 Ⅴ-3-9-

2-2-2-2 

管の応力計算書 

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition） 

09.00.00.

09 

10.01.00.

08（注１）

格納容器下部注水系

主配管 

有限要素法（はりモデル）に

よる応力解析 

〇 〇 Ⅴ-3-9-

2-2-4-2 

管の応力計算書 

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition） 

09.00.00.

09 

10.01.00.

08（注１）

窒素ガス代替注入系

主配管 

有限要素法（はりモデル）に

よる応力解析 

〇 〇 Ⅴ-3-9-

2-3-3-2 

管の応力計算書 

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition） 

09.00.00.

09 

10.01.00.

08（注１）

格納容器圧力逃がし

装置主配管 

有限要素法（はりモデル）に

よる応力解析 

〇 〇 Ⅴ-3-9-

2-5-1-2 

管の応力計算書 

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition） 

09.00.00.

09 

10.01.00.

08（注１）

非常用ディーゼル発

電装置主配管 

有限要素法（はりモデル）に

よる応力解析 

〇 〇 Ⅴ-3-

10-1-1-

1-5 

管の応力計算書 

追

加 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM 

Edition） 

09.00.00.

09 

10.01.00.

08（注１）

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電装置

主配管 

有限要素法（はりモデル）に

よる応力解析 

〇 〇 Ⅴ-3-

10-1-1-

2-5 

管の応力計算書 

注１：最新バージョンへの改訂において，計算結果に大きな影響を与える不具合に伴う改訂が行われていないことを確認した。



４．工事の計画において使用された解析コードとのバージョンの差分について（1/1） 

No. 関連目 

録番号 

解析コード名 製造元 使用した 

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ 

対象設備 使用目的 

使用実績（先行プラント含む） 

バージョン差分内容 

実績 プラント名 対象工認件名 添付書類 ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ 対象設備 使用目的 

震-194 Ⅴ-2-4-3-

2-1 

代替燃料プール注水系主

配管 

有限要素法（はりモデ

ル）による，固有値解析

及び応力解析 

〇 バージョンアップに伴う変更点は、今回の解析に使

用していない機能の操作性の向上等に関するもの

であり、今回の解析結果に影響を及ぼさない。 震-195 Ⅴ-2-5-5-

5-2 

低圧代替注水系主配管 〇 

震-追加 Ⅴ-2-5-7-

1-3 

残留熱除去系海水系主配

管 

〇 

震-196 Ⅴ-2-9-4-

3-2-1 

代替格納容器スプレイ冷

却系主配管 

〇 

震-197 Ⅴ-2-9-4-

3-4-1 

格納容器下部注水系主配

管 

〇 

震-追加 Ⅴ-2-9-5-

6-1 

窒素ガス代替注入系主配

管 

〇 

震-198 Ⅴ-2-9-7-

1-1 

格納容器圧力逃がし装置

主配管 

〇 

震-199 Ⅴ-2-10-1-

2-9 

非常用ディーゼル発電装

置主配管 

〇 

震-200 Ⅴ-2-10-1-

3-8 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電装置主配管 

〇 

震-193 Ⅴ-2-別添

1-6 

消火水系主配管 〇 

強-追加 Ⅴ-3-4-2-

2-2 

AutoPIPE ㈱ベントレー・

システムズ 

（+XM Edition）

09.00.00.09 

代替燃料プール注水系主

配管 

有限要素法（はりモデ

ル）による応力解析 

〇 バージョンアップに伴う変更点は、今回の解析に使

用していない機能の操作性の向上等に関するもの

であり、今回の解析結果に影響を及ぼさない。 強-追加 Ⅴ-3-5-4-

5-5 

低圧代替注水系主配管 〇 

強-追加 Ⅴ-3-5-6-

1-4 

残留熱除去系海水系主配

管 

〇 

強-追加 Ⅴ-3-9-2-

2-2-2 

代替格納容器スプレイ冷

却系主配管 

〇 

強-追加 Ⅴ-3-9-2-

2-4-2 

格納容器下部注水系主配

管 

〇 

強-追加 Ⅴ-3-9-2-

3-3-2 

窒素ガス代替注入系主配

管 

〇 

強-追加 Ⅴ-3-9-2-

5-1-2 

格納容器圧力逃がし装置

主配管 

〇 

強-追加 Ⅴ-3-10-1-

1-1-5 

非常用ディーゼル発電装

置主配管 

〇 

強-追加 Ⅴ-3-10-1-

1-2-5 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電装置主配管 

〇 



 

 

工事計画に係る補足説明資料 

補足-500-1【計算機プログラム（解析コード）の概要に係る 

補足説明資料】 

［V-5-36 計算機プログラム（解析コード）STAAD.Pro］ 
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資料番号 TK-1-1345 改 0 

提出年月日 2018 年 6 月 29 日 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から

公開できません。 



 

 

1．概要 

本資料は，今回申請における添付書類「計算機プログラム（解析コード）の概要」において

説明している解析コードについて，補足して説明するものである。 

 

2．工事計画添付書類に係る補足説明資料 

添付書類の記載内容を補足するための資料を以下に示す。 

資料 No． 資料名 補足説明内容 備考

1 

 

解析コードリスト（耐震・強度 

以外） 

添付書類Ⅴ-2「耐震性に関する

説明書」，添付書類Ⅴ-3「強度に

関する説明書」以外の添付書類

において使用した解析コードの

補足説明 

 

2 

 

解析コードリスト（耐震） 

添付書類Ⅴ-2「耐震性に関する

説明書」において使用した解析

コードの補足説明 

 

3 

 

解析コードリスト（強度） 

添付書類Ⅴ-3「強度に関する説

明書」において使用した解析コ

ードの補足説明 

 

4 

 

工事の計画＊において使用された

解析コードとのバージョンの差分

について 

 

今回申請において使用した解析

コードのうち工事の計画＊にお

いて使用された解析コードとバ

ージョンが異なる解析コードの

補足説明 

 

5 

 

工事の計画＊において使用実績の

ない解析コードリスト 

今回申請において使用した解析

コードのうち工事の計画＊にお

いて使用実績のない解析コード

の補足説明 

 

6 
補足説明資料において使用してい

る解析コードリスト 

補足説明資料において使用した

解析コードの補足説明 

 

＊：他プラントを含む。また，自プラントについては工事計画認可及び工事計画届出とする。 

 

 

 

 



２．解析コードリスト（耐震）（1/1） 

No. 
解析コー

ド名
製造元

使用した

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ

最新

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ
対象設備 使用目的

使用実績（先行プラント含む） 関連添付書類

備考
実績 プラント名 対象工認件名 添付書類 ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ 対象設備 使用目的

原子力産業界

一般産業界
目録番号 分類 目録名称

追

加 

STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

20.07.11

.50 

20.07.1

1.82

（注１） 

非常用ディー

ゼル発電装

置主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-10-

1-2-9 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

追

加 

STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

20.07.11

.50 

20.07.1

1.82

（注１） 

高圧炉心ス

プレイ系ディ

ーゼル発電

装置主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-10-

1-3-8 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

追

加 

STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

20.07.11

.50 

20.07.1

1.82

（注１） 

常設代替高

圧電源装置

主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-10-

1-4-6 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

201 STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

20.07.11

.50 

20.07.1

1.82

（注１） 

火災防護設

備 

有限要素法（はりモデル）によ

る応力解析 

〇 〇 Ⅴ-2-別

添 1-6 

火災防

護 

供給配管の耐震計算書 

203 STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

（V8i） 

20.07.10

.65 

20.07.1

1.82

（注１） 

代替燃料プ

ール注水系

主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る静的解析 

〇 〇 Ⅴ-2-4-

3-2-1 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

204 STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

（V8i） 

20.07.10

.65 

20.07.1

1.82

（注１） 

低圧代替注

水系主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る静的解析 

〇 〇 Ⅴ-2-5-

5-5-2 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

追

加 

STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

（V8i） 

20.07.10

.65 

20.07.1

1.82

（注１） 

残留熱除去

系海水系主

配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る静的解析 

〇 〇 Ⅴ-2-5-

7-1-3 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

205 STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

（V8i） 

20.07.10

.65 

20.07.1

1.82

（注１） 

代替格納容

器スプレイ冷

却系主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る静的解析 

〇 〇 Ⅴ-2-9-

4-3-2-1 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

206 STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

（V8i） 

20.07.10

.65 

20.07.1

1.82

（注１） 

格納容器下

部注水系主

配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る静的解析 

〇 〇 Ⅴ-2-9-

4-3-4-1 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

追

加 

STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

（V8i） 

20.07.10

.65 

20.07.1

1.82

（注１） 

窒素ガス代

替注入系主

配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る静的解析 

〇 〇 Ⅴ-2-9-

5-6-1 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

207 STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

（V8i） 

20.07.10

.65 

20.07.1

1.82

（注１） 

格納容器圧

力逃がし装置

主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る静的解析 

〇 〇 Ⅴ-2-9-

7-1-1 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

追

加 

STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

（V8i） 

20.07.10

.65 

20.07.1

1.82

（注１） 

非常用ディー

ゼル発電装

置主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る静的解析 

〇 〇 Ⅴ-2-10-

1-2-9 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

追

加 

STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

（V8i） 

20.07.10

.65 

20.07.1

1.82

（注１） 

高圧炉心ス

プレイ系ディ

ーゼル発電

装置主配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る静的解析 

〇 〇 Ⅴ-2-10-

1-3-8 

機器・

配管系 

管の耐震性についての計算

書 

202 STAAD.P

ro 

㈱ベントレー・

システムズ 

（V8i） 

20.07.10

.65 

20.07.1

1.82

（注１） 

消火水系主

配管 

有限要素法（はりモデル）によ

る静的解析 

〇 〇 Ⅴ-2-別

添 1-6 

火災防

護 

供給配管の耐震計算書 

注１：最新バージョンへの改訂において，計算結果に大きな影響を与える不具合に伴う改訂が行われていないことを確認した。



４．工事の計画において使用された解析コードとのバージョンの差分について（1/1） 

No. 関連目 

録番号 

解析コード名 製造元 使用した 

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ 

対象設備 使用目的 

使用実績（先行プラント含む） 

バージョン差分内容 

実績 プラント名 対象工認件名 添付書類 ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ 対象設備 使用目的 

震-追加 Ⅴ-2-10-1-

2-9 

STAAD.Pro ㈱ベントレーシ

ステムズ社 

20.07.11.50 非常用ディーゼル発電装

置主配管 

有限要素法（はりモデ

ル）による応力解析 

〇 バージョンアップに伴う変更点は，機能の追加【新

OS への対応，地層数の上限変更等】に関するもの

であり，今回の解析結果に影響を及ぼさない。 震-追加 Ⅴ-2-10-1-

3-8 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電装置主配管 

〇 

震-追加 Ⅴ-2-10-1-

4-6 

常設代替高圧電源装置主

配管 

〇 

震-201 Ⅴ-2-別添

1-6 

火災防護設備 〇 

震-203 Ⅴ-2-4-3-

2-1 

STAAD.Pro ㈱ベントレー・

システムズ 

（V8i） 

20.07.10.65 

代替燃料プール注水系主

配管 

有限要素法（はりモデ

ル）による静的解析 

〇 バージョンアップに伴う変更点は、今回の解析に使

用していない機能の操作性の向上やバグ対応に関

するものであり、今回の解析結果に影響を及ぼさな

い。 

震-204 Ⅴ-2-5-5-

5-2 

低圧代替注水系主配管 〇 

震-追加 Ⅴ-2-5-7-

1-3 

残留熱除去系海水系主配

管 

〇 

震-205 Ⅴ-2-9-4-

3-2-1 

代替格納容器スプレイ冷

却系主配管 

〇 

震-206 Ⅴ-2-9-4-

3-4-1 

格納容器下部注水系主配

管 

〇 

震-追加 Ⅴ-2-9-5-

6-1 

窒素ガス代替注入系主配

管 

〇 

震-207 Ⅴ-2-9-7-

1-1 

格納容器圧力逃がし装置

主配管 

〇 

震-追加 Ⅴ-2-10-1-

2-9 

非常用ディーゼル発電装

置主配管 

〇 

震-追加 Ⅴ-2-10-1-

3-8 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電装置主配管 

〇 

震-202 Ⅴ-2-別添

1-6 

消火水系主配管 〇 
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Ⅴ-3-7-1-1-6 管の基本板厚計算書 

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 工認-848 改0 

提出年月日 平成30年6月29日 

本資料のうち，枠囲みの内容は，
営業秘密または防護上の観点から
公開できません。
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まえがき 

 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-4 クラス３機器の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-７ クラ 

ス３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につい 

ては，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。



 

 

NT2 補③  Ⅴ-3-7-1-1-6 R0 

・評価条件整理表(機器ドレン処理系) 

管No. 
既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性
評価 

区分 

評価 
クラス

クラス

アップ

の有無

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス 

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

１ 新設 － － DB-3 DB-3 － － 1.42 65 － － － － 設計・建設規格 － DB-3 

２ 新設 － － DB-3 DB-3 － － 1.42 65 － － － － 設計・建設規格 － DB-3 

 

 

 

・評価条件整理表(床ドレン処理系) 

管No. 
既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性
評価 

区分 

評価 
クラス

クラス

アップ

の有無

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス 

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

１ 新設 － － DB-3 DB-3 － － 1.42 65 － － － － 設計・建設規格 － DB-3 

２ 新設 － － DB-3 DB-3 － － 1.42 65 － － － － 設計・建設規格 － DB-3 

３ 新設 － － DB-3 DB-3 － － 1.03 65 － － － － 設計・建設規格 － DB-3 
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・適用規格の選定 (機器ドレン処理系) 

管No. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格 

1 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

2 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

 

 

・適用規格の選定 (床ドレン処理系) 

管No. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格 

1 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

2 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

3 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 
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目次 

 

1.  機器ドレン処理系 

1.1 概略系統図                                                       1 

1.2 管の強度計算書                                                   2 

2.  床ドレン処理系 

2.1 概略系統図(その1)                                                3 

2.2 概略系統図(その2)                                                4 

2.3 管の強度計算書                                                   5 



  

1

NT2 補③  Ⅴ-3-7-1-1-6 R0 

        

1.1 概略系統図 

機器ドレン処理系概略系統図 



2

NT2 補②  Ⅴ-3-7-1-1-4 R0NT2 補②  Ⅴ-3-7-1-1-4 R0
NT2 補③  Ⅴ-3-7-1-1-6 R0 

1.2 管の強度計算書（クラス３管）機器ドレン処理系 

設計・建設規格PPD-3411準用 

NO. 

最高使用圧力 

Ｐ 

（MPa） 

最高 

使用温度 

（℃） 

外径 

Ｄｏ 

（mm）

公称厚さ

（mm） 

材 料 

製 

法 

ク 

ラ 

ス 

Ｓ 

（MPa） 

η Ｑ ｔs

（mm） 

ｔ 

（mm）

算 

式 

ｔｒ

（mm）

1 1.42 65 114.30 6.00 STPT410 S 3 103 1.00 0.79 C 3.40 

2 1.42 65 114.30 4.00 SUS304TP S 3 126 1.00 0.65 A 0.65 

評価：ｔs≧ｔr，よって十分である。



 

 

3

NT2 補②  Ⅴ-3-7-1-1-4 R0 NT2 補②  Ⅴ-3-7-1-1-4 R0 NT2 補③  Ⅴ-3-7-1-1-6 R0 

 

2.1 概略系統図 

床ドレン処理系概略系統図(その 1) 



 

 

4

NT2 補②  Ⅴ-3-7-1-1-4 R0 NT2 補②  Ⅴ-3-7-1-1-4 R0 NT2 補③  Ⅴ-3-7-1-1-6 R0 

 

2.2 概略系統図 

床ドレン処理系概略系統図(その 2) 



5

NT2 補②  Ⅴ-3-7-1-1-4 R0 NT2 補②  Ⅴ-3-7-1-1-4 R0 NT2 補③  Ⅴ-3-7-1-1-6 R0E 

3. 管の強度計算書（クラス３管）床ドレン処理系

設計・建設規格PPD-3411準用 

NO. 

最高使用圧力 

Ｐ 

（MPa） 

最高 

使用温度 

（℃） 

外径 

Ｄｏ 

（mm）

公称厚さ

（mm） 

材 料 

製 

法 

ク 

ラ 

ス 

Ｓ 

（MPa） 

η Ｑ ｔs

（mm） 

ｔ 

（mm）

算 

式 

ｔｒ

（mm）

1 1.42 65 114.30 6.00 STPT410 S 3 103 1.00 0.79 C 3.40 

2 1.42 65 114.30 4.00 SUS304TP S 3 126 1.00 0.65 A 0.65 

3 1.03 65 114.30 6.00 STPT410 S 3 103 1.00 0.57 C 3.40 

評価：ｔs≧ｔr，よって十分である。
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Ⅴ-3-7-1-1-8 管の基本板厚計算書 

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 工認-849 改0 

提出年月日 平成30年6月29日 

本資料のうち，枠囲みの内容は，
営業秘密または防護上の観点から
公開できません。
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まえがき 

 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-4 クラス３機器の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-7 クラ 

ス３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につい 

ては，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。



 

 

NT2 補③ Ⅴ-3-7-1-1-8 R0 

・評価条件整理表 

 

管No. 
既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性
評価 

区分 

評価 
クラス

クラス

アップ

の有無

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス 

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

１ 新設 － － DB-3 DB-3 － － 1.96 65 － － － － 設計・建設規格 － DB-3 

２ 新設 － － DB-3 DB-3 － － 1.03 65 － － － － 設計・建設規格 － DB-3 

３ 新設 － － DB-3 DB-3 － － 1.03 65 － － － － 設計・建設規格 － DB-3 

４ 新設 － － DB-3 DB-3 － － 1.03 65 － － － － 設計・建設規格 － DB-3 
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・適用規格の選定  

管No. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格 

1 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

2 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

3 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

4 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 
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1.1  概略系統図 

注記 *：管継手 

固体廃棄物処理系概略系統図
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1.概略系統図-2 1.2  概略系統図 

固体廃棄物処理系概略系統図 
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2. 管の強度計算書（クラス３管）

設計・建設規格PPD-3411準用 

NO. 

最高使用圧力 

Ｐ 

（MPa） 

最高使用

温度 

（℃） 

外径 

Ｄｏ 

（mm）

公称厚さ

（mm） 

材料 
製 

法 

ク
ラ
ス 

Ｓ 

（MPa） 

η Ｑ ｔｓ

（mm） 

ｔ 

（mm）

算 

式 
ｔｒ

（mm） 

1 1.96 65 34.00 4.50 STPT410 S 3 103 1.00 0.33 C 1.70 

2 1.03 65 34.00 4.50 STPT410 S 3 103 1.00 0.17 C 1.70 

3 1.03 65 60.50 5.50 STPT410 S 3 103 1.00 0.31 C 2.40 

4 1.03 65 89.10 5.50 STPT410 S 3 103 1.00 0.45 C 3.00 

評価：ｔｓ≧ｔｒ，よって十分である。
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Ⅴ-3-9-2-5-1-4  フィルタ装置の強度計算書 

本資料のうち，枠囲みの内容は，
営業秘密または防護上の観点から
公開できません。

工認-783 改0

平成30年6月29日

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号  

提出年月日  
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まえがき 

 

  本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-8 重大事

故等クラス２容器の強度計算方法」に基づいて計算を行う。  

なお，適用規格の選定結果について以下に示す。適用規格の選定に当たって使用する記号及び略語については，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方

法の概要」に定義したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 既工認に  

おける  

評価結果  

の有無 

施設時の  

適用規格 

評価区分 

同等性 

評価  

区分 

評価  

クラス 

クラス  

アップ  

の有無 

施設時 

機器 

クラス

DB  

クラス

SA  

クラス

条件 

アップ 

の有無

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa)

温度  

(℃) 

圧力  

(MPa) 

温度  

(℃) 

フィルタ装置 新規 無 － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 
設計・ 

建設規格 
－ SA-2 
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1. 計算条件 

 1.1 計算部位 

    概要図に強度計算箇所を示す。 

 

 

 

図中の番号は次ページ以降の 

計算項目番号を示す。 

 

図 1-1 概要図 

 

1.2 設計条件 

最高使用圧力（MPa） 0.62 

最高使用温度（℃） 200 

 



2. 強度計算

 2.1  容器の胴の厚さの計算

設計・建設規格 PVC-3120

胴板名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

胴の内径 Ｄｉ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ２ （mm）

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｓｏ （mm）

最小厚さ ｔｓ （mm）

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。

30.00

1.00

突合せ両側溶接

有り

1.50

13.38

13.38

107

(1) 胴板

SUS316L

0.62

200

4600.00
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2.2　容器の鏡板の厚さの計算

（イ）設計・建設規格 PVC-3210

鏡板の形状

鏡板名称

鏡板の内面における長径 ＤｉＬ （mm）

鏡板の内面における短径の1／2 ｈ （mm）

長径と短径の比 ＤｉＬ／（2・ｈ）

評価：ＤｉＬ／（2・ｈ）≦2，よって半だ円形鏡板である。

（ロ）設計・建設規格 PVC-3220

鏡板の厚さ

鏡板名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

胴の内径 Ｄｉ （mm）

半だ円形鏡板の形状による係数 Ｋ

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ２ （mm）

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｃｏ （mm）

最小厚さ ｔｃ （mm）

評価：ｔｃ≧ｔ，よって十分である。

1.00

2.00

1150.00

4600.00

(1) 鏡板

(1) 鏡板

SUS316L

0.62

200

4600.00

1.00

107

突合せ両側溶接

有り

13.38

13.34

13.38

30.00N
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2.3　容器の平板の厚さの計算
（イ）設計・建設規格 PVC-3310

取付け方法及び穴の有無
平板名称

平板の取付け方法

平板の穴の有無

（ロ）設計・建設規格 PVC-3310
（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3適用）

平板の厚さ
平板名称

平板材料

ボルト材料

ガスケット材料

ガスケット厚さ （mm）

ガスケット座面の形状

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

平板の許容引張応力 Ｓ （MPa）
常温(ガスケット締付時)
(20℃) Ｓａ （MPa）

最高使用温度(使用状態) Ｓｂ （MPa）

ボルト中心円の直径 Ｃ （mm）

ボルト呼び

ボルト本数 ｎ
ボルト谷径 ｄｂ （mm）

実際のボルト総有効断面積 Ａｂ （mm2）
ガスケット接触面の外径 Ｇｓ （mm）

ガスケット接触面の幅 Ｎ （mm）

ガスケット係数 ｍ
最小設計締付圧力 ｙ （N/mm2）
ガスケット座の基本幅 ｂｏ （mm）

ガスケット座の有効幅 ｂ （mm）

平板の径（ガスケット有効径） ｄ＝Ｇ （mm）

内圧による全荷重 Ｗ＝Ｈ （N）

使用状態での最小ボルト荷重 Ｗｍ１ （N）

ガスケット締付最小ボルト荷重 Ｗｍ２ （N）

使用状態 Ａｍ１ （mm2）
ガスケット締付時 Ａｍ２ （mm2）
いずれか大きい値 Ａｍ （mm2）
使用状態 Ｗｏ （N）

ボルト荷重 ガスケット締付時 Ｗｇ （N）

いずれか大きい値 Ｆ （N）

モーメントアーム ｈｇ （mm）

取付け方法による係数 Ｋ
必要厚さ ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｐｏ （mm）

最小厚さ ｔｐ （mm）

評価：ｔｐ≧ｔ，よって十分である。

ボルトの許容
引張応力

ボルトの所要
総有効断面積

(1) マンホール平板

（ｍ）

無し

(1) マンホール平板

SUSF316L

SNB7 (直径63mm超え100mm以下)

渦巻形金属ガスケット(非石綿)(ステンレス鋼)

161

161

812.80 

M42×3

24

38.752

2.831×104

4.5

1a-II

0.62

200

107

685.80 

28.55 

3.00 

68.9  

14.28 

9.52 

666.76 

2.165×105

2.907×105

1.374×106

1.805×103

8.535×103

8.535×103

2.907×105

2.966×106

2.966×106

73.02 

1.70 

66.19 

83.20 
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   　容器の平板の厚さの計算
（イ）設計・建設規格 PVC-3310

取付け方法及び穴の有無
平板名称

平板の取付け方法

平板の穴の有無

（ロ）設計・建設規格 PVC-3310
（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3適用）

平板の厚さ
平板名称

平板材料

ボルト材料

ガスケット材料

ガスケット厚さ （mm）

ガスケット座面の形状

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

平板の許容引張応力 Ｓ （MPa）
常温(ガスケット締付時)
(20℃) Ｓａ （MPa）

最高使用温度(使用状態) Ｓｂ （MPa）

ボルト中心円の直径 Ｃ （mm）

ボルト呼び

ボルト本数 ｎ
ボルト谷径 ｄｂ （mm）

実際のボルト総有効断面積 Ａｂ （mm2）
ガスケット接触面の外径 Ｇｓ （mm）

ガスケット接触面の幅 Ｎ （mm）

ガスケット係数 ｍ
最小設計締付圧力 ｙ （N/mm2）
ガスケット座の基本幅 ｂｏ （mm）

ガスケット座の有効幅 ｂ （mm）

平板の径（ガスケット有効径） ｄ＝Ｇ （mm）

内圧による全荷重 Ｗ＝Ｈ （N）

使用状態での最小ボルト荷重 Ｗｍ１ （N）

ガスケット締付最小ボルト荷重 Ｗｍ２ （N）

使用状態 Ａｍ１ （mm2）
ガスケット締付時 Ａｍ２ （mm2）
いずれか大きい値 Ａｍ （mm2）
使用状態 Ｗｏ （N）

ボルト荷重 ガスケット締付時 Ｗｇ （N）

いずれか大きい値 Ｆ （N）

モーメントアーム ｈｇ （mm）

取付け方法による係数 Ｋ
必要厚さ ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｐｏ （mm）

最小厚さ ｔｐ （mm）

評価：ｔｐ≧ｔ，よって十分である。

1.114×106

46.78 

2.55 

43.40 

64.10 

569.0  

3.883×103

3.883×103

9.844×104

1.114×106

8.68 

357.33 

6.218×104

9.844×104

6.717×105

374.70 

23.75 

3.00 

68.9  

11.88 

450.90 

M30×3

16    

26.752

8.993×103

ボルトの許容
引張応力

ボルトの所要
総有効断面積

(2) 換気口平板

（ｍ）

無し

(2) 換気口平板

SUSF316L

SNB7 (直径63mm以下)

渦巻形金属ガスケット(非石綿)(ステンレス鋼)

4.5  

1a-II

0.62 

200    

107    

173    

173    
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   　容器の平板の厚さの計算
（イ）設計・建設規格 PVC-3310

取付け方法及び穴の有無
平板名称

平板の取付け方法

平板の穴の有無

（ロ）設計・建設規格 PVC-3310
（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3適用）

平板の厚さ
平板名称

平板材料

ボルト材料

ガスケット材料

ガスケット厚さ （mm）

ガスケット座面の形状

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

平板の許容引張応力 Ｓ （MPa）
常温(ガスケット締付時)
(20℃) Ｓａ （MPa）

最高使用温度(使用状態) Ｓｂ （MPa）

ボルト中心円の直径 Ｃ （mm）

ボルト呼び

ボルト本数 ｎ
ボルト谷径 ｄｂ （mm）

実際のボルト総有効断面積 Ａｂ （mm2）
ガスケット接触面の外径 Ｇｓ （mm）

ガスケット接触面の幅 Ｎ （mm）

ガスケット係数 ｍ
最小設計締付圧力 ｙ （N/mm2）
ガスケット座の基本幅 ｂｏ （mm）

ガスケット座の有効幅 ｂ （mm）

平板の径（ガスケット有効径） ｄ＝Ｇ （mm）

内圧による全荷重 Ｗ＝Ｈ （N）

使用状態での最小ボルト荷重 Ｗｍ１ （N）

ガスケット締付最小ボルト荷重 Ｗｍ２ （N）

使用状態 Ａｍ１ （mm2）
ガスケット締付時 Ａｍ２ （mm2）
いずれか大きい値 Ａｍ （mm2）
使用状態 Ｗｏ （N）

ボルト荷重 ガスケット締付時 Ｗｇ （N）

いずれか大きい値 Ｆ （N）

モーメントアーム ｈｇ （mm）

取付け方法による係数 Ｋ
必要厚さ ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｐｏ （mm）

最小厚さ ｔｐ （mm）

評価：ｔｐ≧ｔ，よって十分である。

ボルトの許容
引張応力

ボルトの所要
総有効断面積

(3) モレキュラシーブ採取口平板

（ｍ）

無し

(3) モレキュラシーブ採取口平板

SUSF316L

SNB7 (直径63mm以下)

渦巻形金属ガスケット(非石綿)(ステンレス鋼)

4.5  

1a-II

0.62 

200    

107    

173    

173    

330.20 

M24   

12    

20.752

4.059×103

263.70 

19.05 

3.00 

68.9  

9.53 

7.78 

248.15 

2.998×104

5.254×104

4.177×105

303.7  

2.415×103

2.415×103

5.254×104

5.600×105

5.600×105

41.03 

3.29 

34.25 

54.70 
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2.4　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(1) ベントガス入口

SUSF316L

0.62

200   

468.60

―

1.36

20.00

107   

1.00

継手無し

―

1.36
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(2) ベントガス入口

SUSF316L

0.62

200   

457.20

―

1.33

14.30

107   

1.00

継手無し

―

1.33

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1

 8



   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(3) ベントガス出口

SUSF316L

0.62

200   

363.40

―

1.05

15.00

107   

1.00

継手無し

―

1.05

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1

 9



   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(4) ベントガス出口

SUSF316L

0.62

200   

355.60

―

1.03

11.10

107   

1.00

継手無し

―

1.03

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1

 10



   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(5) 補給水入口

SUS316LTP-S

0.62

200   

60.50

―

0.18

3.90

107   

1.00

継手無し

―

0.18

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1

 11



   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(6) ドレン

SUS316LTP-S

0.62

200   

60.50

―

0.18

3.90

107   

1.00

継手無し

―

0.18

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1

 12



   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(7) 液位計

SUS316L

0.62

200   

50.00

―

0.15

11.15

107   

1.00

継手無し

―

0.15

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(8) 液位計

SUS316L

0.62

200   

50.00

―

0.15

11.15

107   

1.00

継手無し

―

0.15

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(9) 試料採取

SUS316L

0.62

200   

50.00

―

0.15

11.15

107   

1.00

継手無し

―

0.15

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(10) 出口配管ドレン入口

SUS316L

0.62

200   

80.00

―

0.24

15.45

107   

1.00

継手無し

―

0.24

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(11) モレキュラシーブ室ドレン

SUS316L

0.62

200   

50.00

―

0.15

11.15

107   

1.00

継手無し

―

0.15

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(12) モレキュラシーブ室ドレン

SUS316L

0.62

200   

50.00

―

0.15

11.15

107   

1.00

継手無し

―

0.15

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(13) マンホール

SUSF316L

0.62

200   

609.60

―

1.77

20.00

107   

1.00

継手無し

―

1.77

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(14) 換気口

SUSF316L

0.62

200   

318.50

―

0.92

17.40

107   

1.00

継手無し

―

0.92

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(15) モレキュラシーブ採取口

SUSF316L

0.62

200   

216.30

―

0.63

12.70

107   

1.00

継手無し

―

0.63

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
1
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2.5　容器の補強を要しない穴の最大径の計算

     設計・建設規格 PVC-3150(2)

胴板名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

胴の外径 Ｄ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

ｄｒ１＝（Ｄ－2・ｔｓ）／4 （mm）

61，ｄｒ１の小さい値 （mm）

Ｋ

Ｄ・ｔｓ （mm2）

200，ｄｒ２の小さい値 （mm）

補強を要しない穴の最大径 （mm）

評価：補強の計算を要する穴の名称 ベントガス入口(2.6(1))

ベントガス出口(2.6(2))

107     

(1) 胴板

SUS316L

0.62  

200     

4660.00  

200.00  

200.00  

1.00  

継手無し

―

61.00  

N
T
2
 補

②
Ⅴ
-
3-
9
-
2-
5
-
1-
4 
R
1
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   　容器の補強を要しない穴の最大径の計算

     設計・建設規格 PVC-3230(2)

鏡板名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

鏡板のフランジ部の外径 Ｄ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

鏡板の最小厚さ ｔｃ （mm）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

ｄｒ１＝（Ｄ－2・ｔｃ）／4 （mm）

61，ｄｒ１の小さい値 （mm）

Ｋ

Ｄ・ｔｃ （mm2）

200，ｄｒ２の小さい値 （mm）

補強を要しない穴の最大径 （mm）

評価：補強の計算を要する穴の名称 マンホール(2.6(3))

換気口(2.6(4))

107     

(2) 鏡板

SUS316L

0.62  

200     

4660.00  

200.00  

200.00  

1.00  

継手無し

―

61.00  

N
T
2
 補

②
Ⅴ
-
3-
9
-
2-
5
-
1-
4 
R
1
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2.6　容器の穴の補強計算

     設計・建設規格 PVC-3160

参照附図　ＷＥＬＤ－１１ 

部材名称

胴板材料

管台材料

強め板材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa）

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa）

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa）

穴の径 ｄ （mm）

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm）

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm）

管台の最小厚さ ｔｎ （mm）

胴板の継手効率 η
係数 Ｆ
胴の内径 Ｄｉ （mm）

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm）

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm）

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2）
補強の有効範囲 Ｘ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm）

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm）

強め板の外径 Ｂｅ （mm）

管台の外径 Ｄｏｎ （mm）

溶接寸法 Ｌ１ （mm）

溶接寸法 Ｌ２ （mm）

溶接寸法 Ｌ３ （mm）

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2）
管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2）
すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2）
強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2）
補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）
評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

200   

(1) ベントガス入口

SUS316L

SUSF316L

SUS316L

0.62

107   

107   

107   

478.60

1.00

1.00

4600.00

13.38

19.00

750.00

468.60

9.00

14.00

638.0 

 1.570×104

N
T
2
 補

②
Ⅴ
-
3-
9
-
2-
5
-
1-
4 
R
1
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部材名称

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm）

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N）

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N）

すみ肉溶接の許容せん断応力 Ｓｗ１ （MPa）

突合せ溶接の許容せん断応力 Ｓｗ２ （MPa）

突合せ溶接の許容引張応力 Ｓｗ３ （MPa）

管台壁の許容せん断応力 Ｓｗ４ （MPa）

応力除去の有無

すみ肉溶接の許容せん断応力係数 Ｆ１

突合せ溶接の許容せん断応力係数 Ｆ２

突合せ溶接の許容引張応力係数 Ｆ３

管台壁の許容せん断応力係数 Ｆ４

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ１ （N）

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ２ （N）

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ３ （N）  8.118×105

突合せ溶接部のせん断力 Ｗｅ４ （N）  2.205×105

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ８ （N）

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ９ （N）

管台のせん断力 Ｗｅ１０ （N）  9.898×105

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ１ （N）  1.721×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ２ （N）  1.997×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ３ （N）  1.912×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ４ （N）  2.022×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ５ （N）  1.316×106

評価：Ｗｅｂｐ１≧Ｗ，Ｗｅｂｐ２≧Ｗ，Ｗｅｂｐ３≧Ｗ，Ｗｅｂｐ４≧Ｗ，Ｗｅｂｐ５≧Ｗ
以上より十分である。

0.70

0.70

 3.261×105

 6.884×105

60   

75   

75   

無し

0.46

0.56

49   

(1) ベントガス入口

1000.00

 1.033×106

N
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   　容器の穴の補強計算

     設計・建設規格 PVC-3160
参照附図　ＷＥＬＤ－１４’ 

部材名称

胴板材料

管台材料

強め板材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa）

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa）

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa）

穴の径 ｄ （mm）

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm）

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm）

管台の最小厚さ ｔｎ （mm）

胴板の継手効率 η
係数 Ｆ
胴の内径 Ｄｉ （mm）

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm）

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm）

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2）
補強の有効範囲 Ｘ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm）

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm）

強め板の外径 Ｂｅ （mm）

管台の外径 Ｄｏｎ （mm）

溶接寸法 Ｌ１ （mm）

溶接寸法 Ｌ２ （mm）

溶接寸法 Ｌ４ （mm）

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2）
管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2）
すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2）
強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2）
補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）
評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

(2) ベントガス出口

SUS316L

SUSF316L

SUS316L

0.62

200   

107   

107   

107   

373.40

1.00

1.00

4600.00

13.38

202.0 

 1.046×104

600.00

363.40
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11.00
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部材名称

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm）

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N）

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N）

すみ肉溶接の許容せん断応力 Ｓｗ１ （MPa）

突合せ溶接の許容せん断応力 Ｓｗ２ （MPa）

突合せ溶接の許容引張応力 Ｓｗ３ （MPa）

管台壁の許容せん断応力 Ｓｗ４ （MPa）

応力除去の有無

すみ肉溶接の許容せん断応力係数 Ｆ１

突合せ溶接の許容せん断応力係数 Ｆ２

突合せ溶接の許容引張応力係数 Ｆ３

管台壁の許容せん断応力係数 Ｆ４

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ１ （N）

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ３ （N）

突合せ溶接部のせん断力 Ｗｅ４ （N）

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ６ （N）

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ８ （N）

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ９ （N）

管台のせん断力 Ｗｅ１０ （N）

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ１ （N）

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ２ （N）

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ３ （N）

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ４ （N）

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ５ （N）

評価：Ｗｅｂｐ１≧Ｗ，Ｗｅｂｐ２≧Ｗ，Ｗｅｂｐ３≧Ｗ，Ｗｅｂｐ４≧Ｗ，Ｗｅｂｐ５≧Ｗ
以上より十分である。

 1.245×106

 8.165×105

 5.637×105

 1.152×106

 1.485×106

 1.424×106

60   

75   

75   

無し

0.46

0.56

0.70

0.70

 2.529×105

 5.103×105

 1.710×105

49   

(2) ベントガス出口

1000.00

 6.144×105

N
T
2
 補

②
Ⅴ
-
3-
9
-
2-
5
-
1-
4 
R
1

27



   　容器の穴の補強計算

     設計・建設規格 PVC-3240
参照附図　ＷＥＬＤ－４１ 

部材名称

鏡板材料

管台材料

強め板材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

鏡板の許容引張応力 Ｓｃ （MPa）

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa）

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa）

穴の径 ｄ （mm）

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm）

鏡板の最小厚さ ｔｃ （mm）

管台の最小厚さ ｔｎ （mm）

鏡板の継手効率 η
係数 Ｆ
鏡板の中央部における内半径 Ｒ （mm）

鏡板の計算上必要な厚さ ｔｃｒ （mm）

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm）

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2）
補強の有効範囲 Ｘ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm）

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm）

強め板の外径 Ｂｅ （mm）

管台の外径 Ｄｏｎ （mm）

溶接寸法 Ｌ１ （mm）

溶接寸法 Ｌ２ （mm）

溶接寸法 Ｌ３ （mm）

鏡板の有効補強面積 Ａ１ （mm2）
管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2）
すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2）
強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2）
補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）
評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

200   

(3) マンホール

SUS316L

SUSF316L

SUS316L

0.62

107   

107   

107   

619.60

1.00

1.00

4140.00

12.01

19.00

898.00

609.60

9.00

14.00

638.0 
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部材名称 (3) マンホール

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）  1.015×106

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N）

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N）

すみ肉溶接の許容せん断応力 Ｓｗ１ （MPa）

突合せ溶接の許容せん断応力 Ｓｗ２ （MPa）

突合せ溶接の許容引張応力 Ｓｗ３ （MPa）

管台壁の許容せん断応力 Ｓｗ４ （MPa） 75  

応力除去の有無

すみ肉溶接の許容せん断応力係数 Ｆ１

突合せ溶接の許容せん断応力係数 Ｆ２

突合せ溶接の許容引張応力係数 Ｆ３

管台壁の許容せん断応力係数 Ｆ４

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ１ （N）  4.242×105

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ２ （N）  8.955×105

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ３ （N）  9.720×105

突合せ溶接部のせん断力 Ｗｅ４ （N）  2.869×105

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ８ （N）

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ９ （N）

管台のせん断力 Ｗｅ１０ （N）  1.300×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ１ （N）  2.154×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ２ （N）  2.597×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ３ （N）  2.481×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ４ （N）  2.559×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ５ （N）  1.724×106

評価：Ｗｅｂｐ１≧Ｗ，Ｗｅｂｐ２≧Ｗ，Ｗｅｂｐ３≧Ｗ，Ｗｅｂｐ４≧Ｗ，Ｗｅｂｐ５≧Ｗ
以上より十分である。

0.70

0.70
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   　容器の穴の補強計算

     設計・建設規格 PVC-3240
参照附図　ＷＥＬＤ－４１ 

部材名称 (4) 換気口

鏡板材料 SUS316L

管台材料 SUSF316L

強め板材料 SUS316L

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

鏡板の許容引張応力 Ｓｃ （MPa）

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa）

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa）

穴の径 ｄ （mm）

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm）

鏡板の最小厚さ ｔｃ （mm）

管台の最小厚さ ｔｎ （mm）

鏡板の継手効率 η
係数 Ｆ
鏡板の中央部における内半径 Ｒ （mm）

鏡板の計算上必要な厚さ ｔｃｒ （mm）

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm）

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2）
補強の有効範囲 Ｘ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm）

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm）

強め板の外径 Ｂｅ （mm）

管台の外径 Ｄｏｎ （mm）

溶接寸法 Ｌ１ （mm）

溶接寸法 Ｌ２ （mm）

溶接寸法 Ｌ３ （mm）

鏡板の有効補強面積 Ａ１ （mm2）
管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2）
すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2）
強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2）
補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）
評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

0.62

200   

107   

107   

107   

328.50

1.00

1.00

4140.00

12.01

498.00

318.50

9.00

 9.991×103

13.00

18.00

574.0 
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部材名称

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm）

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N）

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N）

すみ肉溶接の許容せん断応力 Ｓｗ１ （MPa）

突合せ溶接の許容せん断応力 Ｓｗ２ （MPa）

突合せ溶接の許容引張応力 Ｓｗ３ （MPa）

管台壁の許容せん断応力 Ｓｗ４ （MPa）

応力除去の有無

すみ肉溶接の許容せん断応力係数 Ｆ１

突合せ溶接の許容せん断応力係数 Ｆ２

突合せ溶接の許容引張応力係数 Ｆ３

管台壁の許容せん断応力係数 Ｆ４

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ１ （N）  2.216×105

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ２ （N）  4.432×105

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ３ （N）  5.005×105

突合せ溶接部のせん断力 Ｗｅ４ （N）  1.499×105

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ８ （N）

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ９ （N）

管台のせん断力 Ｗｅ１０ （N）  5.728×105

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ１ （N）  1.094×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ２ （N）  1.332×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ３ （N）  1.282×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ４ （N）  1.223×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ５ （N）  7.944×105

評価：Ｗｅｂｐ１≧Ｗ，Ｗｅｂｐ２≧Ｗ，Ｗｅｂｐ３≧Ｗ，Ｗｅｂｐ４≧Ｗ，Ｗｅｂｐ５≧Ｗ
以上より十分である。
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(4) 換気口
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Ⅴ-5-35 計算機プログラム（解析コード）の概要 
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1. はじめに 

  本資料は，添付書類において使用した計算機プログラム（解析コード）AutoPIPEについて説明

するものである。 

  本解析コードを使用した添付書類を示す使用状況一覧，解析コードの概要を以降に記載する。 

 

  



 

 

 2

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
5
-3
5
 
R0
 

 1.1 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-4-3-2-1 

Ⅴ-2-5-5-5-2 

Ⅴ-2-5-7-1-3 

Ⅴ-2-9-4-3-2-1 

Ⅴ-2-9-4-3-4-1 

Ⅴ-2-9-5-6-1 

Ⅴ-2-9-7-1-1 

Ⅴ-2-10-1-2-9 

Ⅴ-2-10-1-3-8 

Ⅴ-2-別添1-6 

Ⅴ-3-4-2-2-2 

Ⅴ-3-5-4-5-5 

Ⅴ-3-5-6-1-4 

Ⅴ-3-9-2-2-2-2 

Ⅴ-3-9-2-2-4-2 

Ⅴ-3-9-2-3-3-2 

Ⅴ-3-9-2-5-1-2 

Ⅴ-3-10-1-1-1-5 

Ⅴ-3-10-1-1-2-5 

Ⅴ-2-10-1-2-9 

Ⅴ-2-10-1-3-8 

Ⅴ-2-10-1-4-6 

Ⅴ-2-別添1-6 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

供給配管の耐震計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の応力計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

供給配管の耐震計算書 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.00.00.09 

Ver.09.04.00.19 

Ver.09.04.00.19 

Ver.09.04.00.19 

Ver.09.04.00.19 
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2. 解析コードの概要 

2.1 AutoPIPE Ver.09.00.00.09 

コード名

項目 
AutoPIPE 

使用目的 有限要素法（はりモデル）による，固有値解析及び応力解析 

開発機関 株式会社ベントレー・システムズ 

開発時期 1986年 

使用したバージョン Ver.09.00.00.09 

 
コードの概要 

AutoPIPEは，静的及び動的荷重に対する配管の応力を解析することを

目的に，任意形状の三次元系の静的解析及び動的解析を有限要素法を用

いて行うものである。 

主な解析機能として，内圧・熱膨張・強制変位の線形の静的解析及び

摩擦力等を考慮した非線形の静的解析，固有値解析・応答スペクトル解

析等の動解析，そしてハンガーサポートの自動選定があり，本解析コー

ドは，工業用配管システム設計及び，建築・土木工学等の分野において，

多くの実績を有している。 

検証（Verification）

及び 

妥当性確認
（Validation） 

【検証（Verification）】 

・世界的に使用実績の多いプログラムの1つである構造解析用解析コー

ド「TRIFLEX」を用いて，代表的な配管検証用モデルに対し静的解析（自

重・熱膨張）を行い拘束点反力・移動量の計算結果の比較を行い，両者

の解析結果がよく一致していることにより計算結果の妥当性の検証を

行った。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された要件を満

足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

・本解析コードは，工業用配管システム設計及び，建築・土木工学等の

様々な分野における使用実績を有しており，本工事計画における構造に

対し使用する要素，解析については，既工事計画で使用された実績があ

り，妥当性は十分に確認されている。 

・検証の体系と今回の工事認可申請で使用する体系が同等であることか

ら，検証結果を持って，解析機能の妥当性も確認できる。 

・本工事計画における用途及び適用範囲が上述の妥当性確認の範囲内で

あることを確認している。 
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2.2  AutoPIPE Ver.09.04.00.19 

コード名

項目  
AutoPIPE 

使用目的 有限要素法（はりモデル）による，固有値解析及び応力解析 

開発機関 株式会社ベントレー・システムズ 

開発時期 1986年 

使用したバージョン Ver.09.04.00.19 

 
コードの概要 

AutoPIPEは，静的及び動的荷重に対する配管の応力を解析することを

目的に，任意形状の三次元系の静的解析及び動的解析を有限要素法を用

いて行うものである。 

主な解析機能として，内圧・熱膨張・強制変位の線形の静的解析及び

摩擦力等を考慮した非線形の静的解析，固有値解析・応答スペクトル解

析等の動解析，そしてハンガーサポートの自動選定があり，本解析コー

ドは，工業用配管システム設計及び，建築・土木工学等の分野において，

多くの実績を有している。 

検証（Verification）

及び 

妥当性確認
（Validation） 

【検証（Verification）】 

・世界的に使用実績の多いプログラムの1つである構造解析用解析コー

ド「CAESAR Ⅱ」を用いて，代表的な配管検証用モデルに対し静的解析

（自重・熱膨張）及び動的解析を行い拘束点反力・移動量の計算結果の

比較を行い，両者の解析結果がよく一致していることにより計算結果の

妥当性の検証を行った。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された要件を満

足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

・本解析コードは，工業用配管システム設計及び，建築・土木工学等の

様々な分野における使用実績を有しており，本工事計画における構造に

対し使用する要素，解析については，既工事計画で使用された実績があ

り，妥当性は十分に確認されている。 

・検証の体系と今回の工事認可申請で使用する体系が同等であることか

ら，検証結果を持って，解析機能の妥当性も確認できる。 

・本工事計画における用途及び適用範囲が上述の妥当性確認の範囲内で

あることを確認している。 
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Ⅴ-5-36 計算機プログラム（解析コード）の概要 

・ＳＴＡＡＤ．Ｐｒｏ 

 

工認-851 改0

2018年6月29日

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号  

提出年月日  

 



 

 

 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
5
-3
6
 
R0
 

目次 

1. はじめに                                                                         1 

 1.1 使用状況一覧                                                                   2 

2.  解析コードの概要                                                                3 

2.1 STAAD.Pro Ver.20.07.10.65                                                      3 

2.2 STAAD.Pro Ver.20.07.11.50                                                      4 

 

 



 

 

 1

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
5
-3
6
 
R0
 

 

1. はじめに 

  本資料は，添付書類において使用した計算機プログラム（解析コード）STAAD.Proについて説

明するものである。 

  本解析コードを使用した添付書類を示す使用状況一覧，解析コードの概要を以降に記載する。 
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 1.1 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-4-3-2-1 

Ⅴ-2-5-5-5-2 

Ⅴ-2-5-7-1-3 

Ⅴ-2-9-4-3-2-1 

Ⅴ-2-9-4-3-4-1 

Ⅴ-2-9-5-6-1 

Ⅴ-2-9-7-1-1 

Ⅴ-2-10-1-2-9 

Ⅴ-2-10-1-3-8 

Ⅴ-2-別添1-6 

Ⅴ-2-10-1-2-9 

Ⅴ-2-10-1-3-8 

Ⅴ-2-10-1-4-6 

Ⅴ-2-別添1-6 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

供給配管の耐震計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

供給配管の耐震計算書 

Ver.20.07.10.65 

Ver.20.07.10.65 

Ver.20.07.10.65 

Ver.20.07.10.65 

Ver.20.07.10.65 

Ver.20.07.10.65 

Ver.20.07.10.65 

Ver.20.07.10.65 

Ver.20.07.10.65 

Ver.20.07.10.65 

Ver.20.07.11.50 

Ver.20.07.11.50 

Ver.20.07.11.50 

Ver.20.07.11.50 
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2. 解析コードの概要 

2.1 STAAD.Pro Ver.20.07.10.65 

コード名

項目 
STAAD.Pro 

使用目的 有限要素法（はりモデル）による，静的解析 

開発機関 株式会社ベントレー・システムズ 

開発時期 1985年 

使用したバージョン Ver.20.07.10.65 

 
コードの概要 

STAAD.Proは，三次元架構構造モデルの構造解析を目的に，任意形状

の三次元系の静的解析及び動的解析を有限要素法にて行うものである。

引張・圧縮・せん断などの一般的な静解析から，地震などの動解析ま

でサポートしており，本計算機コードは，プラント設計及び，建築・土

木工学等の分野で世界的に広く実績を有している。 

検証

（Verification） 

及び 

妥当性確認
（Validation） 

【検証（Verification）】 

・材料力学に基づく手計算手法を用いて，代表的な簡易骨組モデル

｢Ｈ形鋼材｣及び｢Ｌ形鋼材｣に対し圧縮応力，曲げ応力，せん断応力

計算を行い発生応力の計算結果の比較を行い，両者の解析結果がよく

一致していることにより計算結果の妥当性の検証を行った。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された要件を満

足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

・本コードは，プラント設計及び，建築・土木工学等の様々な分野にお

ける使用実績を有しており，本工事計画における構造に対し使用する要

素，解析については，既工事計画で使用された実績があり，妥当性は十

分に確認されている。 

・検証の体系と今回の工事認可申請で使用する体系が同等であることか

ら，検証結果を持って，解析機能の妥当性も確認できる。 

・本工事計画における用途及び適用範囲が上述の妥当性確認の範囲内

であることを確認している。 
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2.2 STAAD.Pro Ver.20.07.11.50 

コード名

項目  
STAAD.Pro 

使用目的 有限要素法（はりモデル）による，応力解析 

開発機関 株式会社ベントレー・システムズ 

開発時期 1972年 

使用したバージョン Ver.20.07.11.50 

 
コードの概要 

STAAD.Proは，三次元架構構造モデルの構造解析を目的に，任意形状

の三次元系の静的解析及び動的解析を有限要素法にて行うものである。

引張・圧縮・せん断などの一般的な静解析から，地震などの動解析ま

でサポートしており，本計算機コードは，プラント設計及び，建築・

土木工学等の分野で世界的に広く実績を有している。 

検証

（Verification） 

及び 

妥当性確認
（Validation） 

【検証（Verification）】 

・世界的に使用実績の多いプログラムの1つである構造解析用解析コー

ド「NASTRAN」を用いて，代表的な配管検証用モデルに対し静的解析（自

重・熱膨張）を行い固有値解析・拘束点反力計算結果の比較を行い，両

者の解析結果がよく一致していることにより計算結果の妥当性の検証

を行った。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された要件を満

足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

・本コードは，プラント設計及び，建築・土木工学等の様々な分野にお

ける使用実績を有しており，本工事計画における構造に対し使用する要

素，解析については，既工事計画で使用された実績があり，妥当性は十

分に確認されている。 

・検証の体系と今回の工事認可申請で使用する体系が同等であることか

ら，検証結果を持って，解析機能の妥当性も確認できる。 

・本工事計画における用途及び適用範囲が上述の妥当性確認の範囲内

であることを確認している。 
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Ⅴ-3-4-2-3-3 管の基本板厚計算書（代替燃料プール冷却系） 
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まえがき 

 

 本計算書は，「付録 10 管の基本板厚計算書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）

に基づき計算した結果を表にまとめて示すものである。 

 なお，本計算書においては，基本方針で定義された記号を使用する。 

 

 本計算書では，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005

（2007 年追補版を含む。））（日本機械学会 2007 年 9 月）を「設計・建設規格」と称す。 
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・評価条件整理表 

 

管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

評価規格 
評価区分 

同等性 

評価区分

評価 

クラスクラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

1 新設 無 － － － SA-2 － － － 0.98 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

2 新設 無 － － － SA-2 － － － 0.98 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

3 新設 無 － － － SA-2 － － － 0.98 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

4 新設 無 － － － SA-2 － － － 0.98 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

5 新設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

6 新設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

7 新設 無 － － －  SA-2 － － － 1.38 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

8 新設 無 － － －  SA-2 － － － 1.38 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

 

NT2 補③ Ⅴ-3-4-2-3-3 R0 



 

 

・適用規格の選定 

 

管No. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格 

1 管の強度計算  

設計・建設規格 

－  設計・建設規格 

2 管の強度計算  －  設計・建設規格 

3 管の強度計算  －  設計・建設規格 

4 管の強度計算  －  設計・建設規格 

5 管の強度計算  －  設計・建設規格 

6 管の強度計算  －  設計・建設規格 

7 管の強度計算  －  設計・建設規格 

8 管の強度計算  －  設計・建設規格 
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Ⅴ-3-5-6-2-3 管の基本板厚計算書（緊急用海水系） 
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まえがき 

 

 本計算書は，「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス 2 管の強度計算方法」に基づき計算した

結果を表にまとめて示すものである。 

 なお，本計算書においては，「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス 2 管の強度計算方法」で

定義された記号を使用する。 

 

 本計算書では，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005

（2007 年追補版を含む。））（日本機械学会 2007 年 9 月）を「設計・建設規格」と称

す。 
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・評価条件整理表 

管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

評価規格 
評価区分 

同等性 

評価区分

評価 

クラスクラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

1 新設 無 － － － SA-2 － － － 2.45 38 － － 設計・建設規格 － SA-2 

2 新設 無 － － － SA-2 － － － 2.45 38 － － 設計・建設規格 － SA-2 

3 新設 無 － － － SA-2 － － － 2.45 38 － － 設計・建設規格 － SA-2 

4 新設 無 － － － SA-2 － － － 0.98 38 － － 設計・建設規格 － SA-2 

5 新設 無 － － － SA-2 － － － 0.98 38 － － 設計・建設規格 － SA-2 

6 新設 無 － － － SA-2 － － － 0.98 66 － － 設計・建設規格 － SA-2 

7 新設 無 － － －  SA-2 － － － 0.98 66 － － 設計・建設規格 － SA-2 

8 新設 無 － － －  SA-2 － － － 3.45 38 － － 設計・建設規格 － SA-2 

9 新設 無 － － －  SA-2 － － － 3.45 66 － － 設計・建設規格 － SA-2 

10 新設 無 － － －  SA-2 － － － 3.45 66 － － 設計・建設規格 － SA-2 
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・適用規格の選定 

 

管No. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格 

1 管の強度計算  

設計・建設規格 

－  設計・建設規格 

2 管の強度計算  －  設計・建設規格 

3 管の強度計算  －  設計・建設規格 

4 管の強度計算  －  設計・建設規格 

5 管の強度計算  －  設計・建設規格 

6 管の強度計算  －  設計・建設規格 

7 管の強度計算  －  設計・建設規格 

8 管の強度計算  －  設計・建設規格 

9 管の強度計算  －  設計・建設規格 

10 管の強度計算  －  設計・建設規格 
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Ⅴ-3-6-3-3-2 管の基本板厚計算書（非常用逃がし安全弁駆動系） 
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まえがき 

 

 本計算書は，「付録 10 管の基本板厚計算書作成の基本方針」（以下「基本方針」と

いう。）に基づき計算した結果を表にまとめて示すものである。 

 なお，本計算書においては，基本方針で定義された記号を使用する。 

 

 本計算書では，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005

（2007 年追補版を含む。））（日本機械学会 2007 年 9 月）を「設計・建設規格」と称

す。 
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評価条件整理表 

 

管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

評価規格 
評価区分 

同等性 

評価区分

評価 

クラスクラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

DB 

クラス

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

1 新設 無 － － － SA-2 － － － 14.7 66 － － 設計・建設規格 － SA-2 

2 新設 無 － － － SA-2 － － － 14.7 66 － － 設計・建設規格 － SA-2 

3 新設 無 － － － SA-2 － － － 1.45 66 － － 設計・建設規格 － SA-2 

4 新設 無 － － － SA-2 － － － 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2 

5 新設 無 － － － SA-2 － － － 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2 

6 新設 無 － － － SA-2 － － － 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2 

7 新設 無 － － －  SA-2 － － － 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2 

E1 新設 無 － － －  SA-2 － － － 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2 

NT2 補③ Ⅴ-3-6-3-3-2 R0 
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Ⅴ-3-7-1-1-1 管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス 2 管の強度計算方法」に基づき計算した

結果を表にまとめて示すものである。 

 なお，本計算書においては，「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス 2 管の強度計算方法」で

定義された記号を使用する。 

 

 本計算書では，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005

（2007 年追補版を含む。））（日本機械学会 2007 年 9 月）を「設計・建設規格」と称

す。 

 また，発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 45 年 9 月 3 日通商産業省告

示第５０１号）を「告示第５０１号」と称す。 
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・評価条件整理表 

 

管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

評価規格 
評価区分 

同等性 

評価区分

評価 

クラスクラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

DB 

クラス

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

1 新設 無 － － DB-3 SA-2 有 0.52 105 0.62 200 － － 設計・建設規格 － DB-3 

SA-2 

2 既設 無 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 0.52 105 0.62 200 有 S45 告示 設計・建設規格 

又は告示 
－ DB-3 

SA-2 

3 既設 無 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 0.52 105 0.62 200 有 S45 告示 設計・建設規格 

又は告示 
－ DB-3 

SA-2 

4 新設 無 － － DB-3 － － 0.52 105 － － － － 設計・建設規格 － DB-3 
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・適用規格の選定 

 

管No. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格 

1 管の強度計算  設計・建設規格 －  設計・建設規格 

2 管の強度計算  
設計・建設規格 

又は告示 

許容値  S45告示 

3 管の強度計算  許容値  S45告示 

4 管の強度計算  設計・建設規格 －  設計・建設規格 
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Ⅴ-3-4-2-3-1 代替燃料プール冷却系熱交換器の強度計算書 
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まえがき 

 

本資料は，代替燃料プール冷却系熱交換器が十分な強度を有することを確認するために実施する検定水圧試験及び評価の方法について記載したも

ので，検定水圧試験の方法，検定圧力の計算方法及び判定基準により構成される。 

代替燃料プール冷却系熱交換器の強度の評価は,発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１

－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」という。）に定めるクラス２容器の設計の規格 PVC-3020 検定水圧による設計

を適用し，検定水圧試験を実施することにより，最高使用圧力が検定水圧試験で求めた検定圧力以下であることを確認する。 

 

 

・評価条件整理表 

 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

評価規格 

評価区分 

同等性 

評価区分

評価 

クラス

クラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

代替燃料プール 

冷却系熱交換器 

新設 無 － － － SA-2 － － － 

（一次側） 

0.98 

（二次側） 

0.98 

（一次側） 

80 

（二次側） 

66 

－ － 設計・建設規格 － SA-2 
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1. 測定方法及び測定条件 

(1) あらかじめ最も弱いと推定した箇所に選定した数個の点に抵抗線ひずみ計を貼り付ける。 

(2) 一次側（燃料プール水側）と二次側（緊急用海水側）を満水にし，一次側より加圧を行う。 

(3) 二次側の圧力が大気圧で，一次側の圧力が規定値に達した後，伝熱板のひずみ測定を行う。 

(4) 一次側の圧力を保持したまま，引き続き二次側の加圧を行う。 

(5) 二次側の圧力が規定値に達した後，側板のひずみ測定を行う。 

(6) 測定条件は，下記とする。 

a. 圧力（水圧）・・・・・（一次側）0.98 MPa，（二次側）0.98 MPa 

b. 温度 ・・・・・・・・常温 
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2. 測定箇所 

測定箇所は，添付図 1（側板のひずみ測定箇所及び全体図）及び添付図 2（伝熱板のひずみ測定

箇所及び名称）に示し，測定箇所選定理由を表 3－1 に示す。 

なお，測定箇所ＡからＨまで 3軸ひずみを測定する。 

 

表 3－1 測定箇所選定理由 

測定箇所 選 定 理 由 

側 

 

板 

Ａ 側板加圧範囲の中心点で，既往研究＊1における側板の最大応力発生点。

Ｂ Ａの応力が最大となることを確認するための点。 

Ｃ Ａの応力が最大となることを確認するための点。 

Ｄ 穴の応力集中の影響が考えられる点。 

Ｅ 側板の水平断面積が最も小さくなる点。 

  伝*2 

熱 

板 

Ｆ 通路孔に近い三角堰部で，既往研究＊1における高応力発生点。 

Ｇ 三角堰の上部で，既往研究＊1における高応力発生点。 

Ｈ プレス形状が変化する境界部で，既往研究＊1における高応力発生点。

注記 ＊1：引用文献は大山ほか，ＢＷＲプラントへのプレート式熱交換器適用化に関する研究， 

   火力原子力発電，第 576 号，Vol. 55, No.9，2004 年，pp.962-969。 

＊2：ひずみ測定を行う伝熱板は，側板から見て 1枚目及び 3枚目の 2枚とする。 

1 枚目：側板と 1 枚目の伝熱板の間は大気圧で，1 枚目と 2枚目の伝熱板の間は一次側

（0.98 MPa）となる。2 枚目以降の伝熱板は隣接する伝熱板と圧力がバランス

するが，1枚目の伝熱板は圧力がバランスできず，荷重条件が厳しくなる。 

3 枚目：隣接する伝熱板同士が接触し圧力がバランスする組合せとして選定する。 
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3. 測定器 

(1) 抵抗線ひずみゲージ 

(2) デジタルひずみ測定器 

 

4. 試験結果の取りまとめ 

 (1) 3 軸ひずみに基づく主ひずみの算出 

2

cab

2

ｃaca1 －ε－εε・2－εε＋＋εε
2

1
＝ε                         （5.1） 

2

cab

2

ｃaca2 －ε－εε・2－εε－＋εε
2

1
＝ε                         （5.2） 

     

ここに， 

1ε， 2ε ：主ひずみ 

aε， bε， cε ：測定した a，b，cの各方向の

ひずみの読み。ただし，a，

c 方向が直交するものとす

る。a，b，c の位置関係は右

のとおりとする。 

 

 (2) 3 軸ひずみに基づく主応力の算出 

2121 ε・ν＋ε・
ν1

E
＝σ                                                （5.3） 

1222 ε・ν＋ε・
ν1

E
＝σ                                                （5.4） 

 

    ここに， 

1σ ：主ひずみ 1ε 方向の主応力 (MPa) 

2σ ：主ひずみ 2ε方向の主応力 (MPa) 

ν ：ポアソン比 

E  ：縦弾性係数 (MPa) 
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b 

a 

ε2 (σ2) 

ε1 (σ1) 

εb 

εa 

εc 

45° 

θ 
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(3) 検定圧力の算出（設計・建設規格 PVC-3020 (2)） 

0

0

σ

S・P
＝P                                                            （5.5） 

 

 

ここに， 

P  ：検定圧力 (MPa) 

0P  ：予定する最高使用圧力に相当する水圧力 (MPa) 

S  ：使用温度における材料の許容引張応力 (MPa) 

0σ ：最も弱いと推定される箇所に生じた応力の値 (MPa) 

)σ,σmax(σ 210  

 

5. 判定基準 

熱交換器の最高使用圧力が，算出した検定圧力以下であること。 
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添
付
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側板のひずみ測定箇所及び全体図 

Ｅ 

Ｄ 

Ａ

Ｂ 

Ｃ
側板 

伝熱板 

側板 

全体図 側板測定箇所 

注：  印はひずみ測定位置を示す。
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添付図２ 

伝熱板のひずみ測定箇所及び名称 

Ｆ

Ｇ

Ｈ

注：  印はひずみ測定位置を示す。 

伝熱板測定箇所 

伝熱板三角堰部 伝熱板伝熱部 

通路孔 通路孔

通路孔 通路孔
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Ⅴ-3-5-6-2-2 緊急用海水系ストレーナの強度計算書



 

まえがき 

本資料は，緊急用海水系ストレーナが十分な強度を有することを確認するために実施する検定水圧試験及び評価の方法について記載したもので，

検定水圧試験の方法，検定圧力の計算方法及び判定基準により構成される。 

緊急用海水系ストレーナの強度の評価は，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－

2005／2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」という。）に定めるクラス２容器の設計の規格 PVC-3020 を適用し，検定水

圧試験を実施することにより，最高使用圧力が検定水圧試験で求めた検定圧力以下であることを確認する。 

 

評価条件整理表 

 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

評価規格 

評価区分 

同等性 

評価区分

評価 

クラス

クラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

緊急用海水系 

ストレーナ 
新設 無 － － － SA-2 － － － 2.45 38 － － 設計・建設規格 － SA-2 
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1. 測定条件 

 (1) 測定圧力（水圧）：0，1.0，2.0，2.45 MPa の 4 点を測定する。（最高使用圧力：2.45 MPa） 

 (2) 測定温度    ：常 温 

 

2. 測定方法 

 (1) ストレーナのノズルに閉止フランジ，圧力調整バルブ等の加圧機器を取り付ける。 

(2) ストレーナの主要耐圧部品及びあらかじめ最も弱いと推定した箇所に，選定した数個の点に 

抵抗線ひずみ計を貼り付ける。 

(3) 無水状態（0 MPa）でストレーナのひずみ測定を行う。 

(4) ストレーナ内（両室）を満水にし，加圧を行う。 

(5) 圧力が規定圧力に達した後，ストレーナのひずみ測定を行う。 

(6) 次の測定圧力まで昇圧し，同様にひずみ測定を行う。 

(7) 最高使用圧力におけるひずみ測定を終了後，圧力を徐々に下げ測定を終了する。 
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3. 測定箇所 

  測定箇所は，添付図 1 に示し，測定箇所選定理由を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 測定箇所選定理由 

測定箇所 選 定 理 由 備 考 

Ａ ボンネットにおける代表点。  

Ｂ 形状変化の境界で応力が高いと推定される部位の代表点。 ボンネット 

Ｃ カバーにおける代表点。  

Ｄ 形状変化の境界で応力が高いと推定される部位の代表点。 上部胴 

Ｅ 上部胴における代表点。  

Ｆ 下部胴における代表点。  

Ｇ 形状変化の境界で応力が高いと推定される部位の代表点。 下部胴 

Ｈ 形状変化の境界で応力が高いと推定される部位の代表点。 下部胴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-5
-
6
-2
-
2
 R
0
 

4. 測定器 

 (1) 抵抗線ひずみゲージ 

 (2) デジタルひずみ測定器 

 

5. 試験結果のまとめ 

 (1) ３軸ひずみに基づく主ひずみの算出 

 

  ε1＝
1	
2	 	 (εa＋εc)＋	 (εa－εc)2	＋	(2･εb－εa－εc)2 	    ・・・・・・・（6.1） 

 

  ε2＝
1	
2	 	 (εa＋εc)－	 (εa－εc)2＋(2･εb－εa－εc)2 	   ・・・・・・・（6.2） 

 

   ここに， 

    ε1，ε2   ：主ひずみ 

    εa，εb，εc：測定した a，b，c の各方向のひずみ 

の読み。ただし，a，c方向が直交す 

るものとする。a，b，cの位置関係 

は右のとおりとする。 

 

 

 

(2) ３軸ひずみに基づく主応力の算出 

 

  σ1＝
Ｅ

1-ν2
・（ε1＋ν・ε2） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（6.3） 

 

  σ2＝
Ｅ

1-ν2
・（ε2＋ν・ε1） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（6.4） 

 

   ここに， 

    σ1 ：主ひずみε1方向の主応力（MPa） 

    σ2 ：主ひずみε2方向の主応力（MPa） 

     ν ：ポアソン比 

     Ｅ ：縦弾性係数（MPa） 

 

 

εc 

45° 

a 

b 

c 

ε1(σ1) 

ε2(σ2) 

θ 

εa 

εb 
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 (3) 検定圧力の算出（設計・建設規格 PVC-3020 (2)） 

 

   P＝
P0・S

σ0

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（6.5） 

 

   ここに， 

  P   ：検定圧力（MPa） 

  P0 ：予定する最高使用圧力に相当する水圧力（MPa） 

   S   ：使用温度における材料の許容引張応力（MPa） 

   σ0 ：最も弱いと推定される箇所に生じた応力の値（MPa） 

       （σ0＝max	 	σ1		，σ2			 	） 

 

6. 判定基準 

  ストレーナの最高使用圧力が，算出した検定圧力以下であること。 
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注：  印はひずみ測定位置を示す。

緊急用海水系ストレーナのひずみ測定箇所及び全体図 

平面図 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｇ Ｈ 

Ｆ 

正面図 側面図 

Ｅ 
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Ⅴ-3-6-3-3-1 高圧窒素ボンベの強度評価書 
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高圧ガス保安法に基づく容器保安規則及び一般高圧ガス保安規則への適合性確認結果（高圧窒素ボンベ） 

Ⅰ. 重大事故等クラス３機器の使用目的及び使用環境，材料及び使用条件 

種類 使用目的及び使用環境 材料 最高使用圧力（MPa） 最高使用温度（℃） 

一般継目なし 

鋼製容器 

非常用逃がし安全弁駆動系により，逃がし安全弁（逃がし弁機能）

を開操作するための窒素を貯蔵する容器として使用することを目的

とする。使用環境として，窒素を貯蔵し，屋内で使用する。 

マンガン鋼 14.7＊ 40＊ 

注記 ＊：重大事故等時における使用時の値を示す。 

 

Ⅱ. 法令又は公的な規格に規定されている事項 

法令及び基準 「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」及び「一般高圧ガス保安規則」 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 最高使用圧力（MPa） 最高使用温度（℃） 規格及び基準に基づく試験 

継目なし容器 

高圧ガスを充填し，貯蔵，移動等をするための容器として使用する

ことを目的とする。使用環境として，屋内外＊1で高圧ガスを充填す

ることを想定している。 

充填する高圧ガスの種類，充填

圧力，使用温度及び使用される

環境に応じた適切な材料を使

用して製造すること。 

温度 35℃においてその容器

に充填することができるガ

スの圧力のうち最高のもの

の数値。＊2 

40＊1 

耐圧試験（試験圧力：最高充填圧力の

5/3 倍）等の容器検査に合格した者

に，刻印または標章の掲示がなされ

る。 

注記 ＊1：容器等を常に温度 40℃以下に保つ必要があり，直射日光等による温度上昇を防ぐため，屋根，障壁を設ける等の措置を講じることが，「高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規）」に記載さ

れている。 

   ＊2：「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」に規定される最高充填圧力であり，当該ボンベにおいては 14.7 MPa である。 

 

Ⅲ. メーカ仕様 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 最高使用圧力（MPa） 最高使用温度（℃） 規格及び基準に基づく試験 

一般継目なし 

鋼製容器 

1 MPa を超えるような高圧の窒素ガスを充填し，保安・運搬等をす

るための容器として使用することを目的とする。使用環境として，

屋内外＊で高圧ガスを充填することを想定している。 

マンガン鋼 14.7 40＊ 

高圧ガス保安法に基づく容器保安規則

による耐圧試験（試験圧力：最高充填

圧力の 5/3 倍）等の容器検査に合格し

ている。 

注記 ＊：「高圧ガス保安法」に基づく「一般高圧ガス保安規則」に従い使用する。 

 

Ⅳ. 確認項目 

a：規格及び基準が妥当であることの確認（ⅠとⅡの使用目的及び使用環境の比較） 

当該ボンベは，重大事故等時に窒素供給用として屋内で使用される。 一方，「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」及び「一般高圧ガス保安規則」は，高圧ガスを貯蔵する容器の技術上の規定を定めた一般

産業品に対する規格であり，高圧ガスを貯蔵する容器は 40℃以下で使用し，直射日光等による温度上昇を防ぐよう規定されている。重大事故等時における当該ボンベの使用目的及び使用環境は，本規格で定める使用

目的及び想定している使用環境の範囲内である。 

 

b：材料が適切であること及び使用条件に対する強度の確認（ⅡとⅢの材料及び試験条件の比較，ⅠとⅢの使用条件の比較） 

当該ボンベには，「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」に従った適切な材料であるマンガン鋼が使用されていることを容器検査成績書等により確認できる。 

当該ボンベの最高使用温度は「一般高圧ガス保安規則」で定める 40℃以下，最高使用圧力はメーカ仕様の範囲内であり，「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」に従った試験に合格していることを容器検査

成績書等により確認できることから，当該ボンベは要求される強度を有している。
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Ⅴ. 評価結果 

上記の重大事故等クラス３機器は，一般産業品として「高圧ガス保安法」（「容器保安規則」及び「一般高圧ガス保安規則」含む）に適合し，使用材料の特性を踏まえた上で，重大事故等時における使用圧力及び使用温

度が負荷された状態において要求される強度を有している。 
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まえがき 

本計算書は，「Ⅴ-3-2-9 重大事故等クラス 2容器の強度計算方法」(以下「計算方法」という。)に基づいて計算を行う。 

なお，本計算書においては，計算方法で定義された記号を使用する。 

 

 

評価条件整理表 

 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

評価規格 

評価区分 

同等性 

評価区分

評価 

クラス

クラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

格納容器床 

ドレンサンプ 
新設 － － － － － － － － － － － － 設計・建設規格 － SA-2 
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1.  設計条件

   (1)  最高使用圧力 （MPa） －

   (2)  最高使用温度 （℃） －

2.  適用規格

   (1)  発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含 

       む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会　2007年）

　　　　（以下「設計・建設規格」という。）

　　　　容器の区分：重大事故等クラス２容器
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3.   強度計算

     概要図に強度計算箇所を示す。

         図中の番号は次頁以降の
         計算項目番号を示す。

図3－1  概  要  図
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3.1　開放タンクの胴の厚さの計算＊

     設計・建設規格 PVC-3920（1）

胴板名称 （1）ライニング材

材料 SUS304

水頭 Ｈ （m） －

最高使用温度 （℃） －

胴の内径 Ｄｉ （m） －

液体の比重 ρ －

許容引張応力 Ｓ （MPa） －

継手効率 η －

継手の種類 －

放射線検査の有無 －

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ２ （mm） －

必要厚さ ｔ３ （mm） －

ｔ１，ｔ２，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｓｏ （mm）

最小厚さ ｔｓ （mm）

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。

注記　＊：格納容器床ドレンサンプはコリウムシールドを介して，コンクリート躯体にステンレ

　　　　　ス鋼板を内張りしたものであり，水頭による荷重は，内張りの下のコンクリート躯体

　　　　　で強度を保持しているため，内張り材の最小厚さが設計・建設規格　PVC-3920（1）

       　 で規定する値以上であることを確認する。

                    1.50
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Ⅴ-3-8-1-2-1 中央制御室待避室空気ボンベの強度評価書
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高圧ガス保安法に基づく容器保安規則及び一般高圧ガス保安規則への適合性確認結果（中央制御室待避室空気ボンベ） 

Ⅰ. 重大事故等クラス３機器の使用目的及び使用環境，材料及び使用条件 

種類 使用目的及び使用環境 材料 最高使用圧力（MPa） 最高使用温度（℃） 

一般継目なし 

鋼製容器 

中央制御室待避室に待避している要員の被ばく低減のための空気を

貯蔵する容器として使用することを目的とする。使用環境として，

空気を貯蔵し，屋内で使用する。 

マンガン鋼 14.7＊ 40＊ 

注記 ＊：重大事故等時における使用時の値を示す。 

 

Ⅱ. 法令又は公的な規格に規定されている事項 

法令及び基準 「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」及び「一般高圧ガス保安規則」 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 最高使用圧力（MPa） 最高使用温度（℃） 規格及び基準に基づく試験 

継目なし容器 

高圧ガスを充填し，貯蔵，移動等をするための容器として使用する

ことを目的とする。使用環境として，屋内外＊1で高圧ガスを充填す

ることを想定している。 

充填する高圧ガスの種類，充填

圧力，使用温度及び使用される

環境に応じた適切な材料を使

用して製造すること。 

温度 35℃においてその容器

に充填することができるガ

スの圧力のうち最高のもの

の数値。＊2 

40＊1 

耐圧試験（試験圧力：最高充填圧力の

5/3 倍）等の容器検査に合格した者

に，刻印または標章の掲示がなされ

る。 

注記 ＊1：容器等を常に温度 40℃以下に保つ必要があり，直射日光等による温度上昇を防ぐため，屋根，障壁を設ける等の措置を講じることが，「高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規）」に記載さ

れている。 

   ＊2：「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」に規定される最高充填圧力であり，当該ボンベにおいては 14.7 MPa である。 

 

Ⅲ. メーカ仕様 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 充填圧力（MPa） 最高使用温度（℃） 規格及び基準に基づく試験 

一般継目なし 

鋼製容器 

1 MPa を超えるような高圧ガスを充填し，保安・運搬等をするため

の容器として使用することを目的とする。使用環境として，屋内外

＊で高圧ガスを充填することを想定している。 

マンガン鋼 14.7 40＊ 

高圧ガス保安法に基づく容器保安規則

による耐圧試験（試験圧力：最高充填

圧力の 5/3 倍）等の容器検査に合格し

ている。 

注記 ＊：「高圧ガス保安法」に基づく「一般高圧ガス保安規則」に従い使用する。 

 

Ⅳ. 確認項目 

a：規格及び基準が妥当であることの確認（ⅠとⅡの使用目的及び使用環境の比較） 

当該ボンベは，重大事故等時に空気供給用として屋内で使用される。 一方，「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」及び「一般高圧ガス保安規則」は，高圧ガスを貯蔵する容器の技術上の規定を定めた一般

産業品に対する規格であり，高圧ガスを貯蔵する容器は 40 ℃以下で使用し，直射日光等による温度上昇を防ぐよう規定されている。重大事故等時における当該ボンベの使用目的及び使用環境は，本規格で定める使

用目的及び想定している使用環境の範囲内である。 

 

b：材料が適切であること及び使用条件に対する強度の確認（ⅡとⅢの材料及び試験条件の比較，ⅠとⅢの使用条件の比較） 

当該ボンベには，「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」に従った適切な材料であるマンガン鋼が使用されていることを容器検査成績書等により確認できる。 

当該ボンベの最高使用温度は「一般高圧ガス保安規則」で定める 40 ℃以下，最高使用圧力は「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」に従った最高使用圧力を上回る圧力での耐圧試験に合格していることを

容器検査成績書等により確認できることから，当該ボンベは要求される強度を有している。
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Ⅴ. 評価結果 

上記の重大事故等クラス３機器は，一般産業品として「高圧ガス保安法」（「容器保安規則」及び「一般高圧ガス保安規則」含む）に適合し，使用材料の特性を踏まえた上で，重大事故等時における使用圧力及び使用温

度が負荷された状態において要求される強度を有している。 
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Ⅴ-3-8-1-4-1 第二弁操作室空気ボンベの強度評価書
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高圧ガス保安法に基づく容器保安規則及び一般高圧ガス保安規則への適合性確認結果（第二弁操作室空気ボンベ） 

Ⅰ. 重大事故等クラス３機器の使用目的及び使用環境，材料及び使用条件 

種類 使用目的及び使用環境 材料 最高使用圧力（MPa） 最高使用温度（℃） 

一般継目なし 

鋼製容器 

第二弁操作室で弁操作又は待避している要員の被ばく低減のための

空気を貯蔵する容器として使用することを目的とする。使用環境と

して，空気を貯蔵し，屋内で使用する。 

マンガン鋼 14.7＊ 40＊ 

注記 ＊：重大事故等時における使用時の値を示す。 

 

Ⅱ. 法令又は公的な規格に規定されている事項 

法令及び基準 「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」及び「一般高圧ガス保安規則」 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 最高使用圧力（MPa） 最高使用温度（℃） 規格及び基準に基づく試験 

継目なし容器 

高圧ガスを充填し，貯蔵，移動等をするための容器として使用する

ことを目的とする。使用環境として，屋内外＊1で高圧ガスを充填す

ることを想定している。 

充填する高圧ガスの種類，充填

圧力，使用温度及び使用される

環境に応じた適切な材料を使

用して製造すること。 

温度 35℃においてその容器

に充填することができるガ

スの圧力のうち最高のもの

の数値。＊2 

40＊1 

耐圧試験（試験圧力：最高充填圧力の

5/3 倍）等の容器検査に合格した者

に，刻印または標章の掲示がなされ

る。 

注記 ＊1：容器等を常に温度 40℃以下に保つ必要があり，直射日光等による温度上昇を防ぐため，屋根，障壁を設ける等の措置を講じることが，「高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規）」に記載さ

れている。 

   ＊2：「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」に規定される最高充填圧力であり，当該ボンベにおいては 14.7 MPa である。 

 

Ⅲ. メーカ仕様 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 充填圧力（MPa） 最高使用温度（℃） 規格及び基準に基づく試験 

一般継目なし 

鋼製容器 

1 MPa を超えるような高圧ガスを充填し，保安・運搬等をするため

の容器として使用することを目的とする。使用環境として，屋内外

＊で高圧ガスを充填することを想定している。 

マンガン鋼 14.7 40＊ 

高圧ガス保安法に基づく容器保安規則

による耐圧試験（試験圧力：最高充填

圧力の 5/3 倍）等の容器検査に合格し

ている。 

注記 ＊：「高圧ガス保安法」に基づく「一般高圧ガス保安規則」に従い使用する。 

 

Ⅳ. 確認項目 

a：規格及び基準が妥当であることの確認（ⅠとⅡの使用目的及び使用環境の比較） 

当該ボンベは，重大事故等時に空気供給用として屋内で使用される。 一方，「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」及び「一般高圧ガス保安規則」は，高圧ガスを貯蔵する容器の技術上の規定を定めた一般

産業品に対する規格であり，高圧ガスを貯蔵する容器は 40 ℃以下で使用し，直射日光等による温度上昇を防ぐよう規定されている。重大事故等時における当該ボンベの使用目的及び使用環境は，本規格で定める使

用目的及び想定している使用環境の範囲内である。 

 

b：材料が適切であること及び使用条件に対する強度の確認（ⅡとⅢの材料及び試験条件の比較，ⅠとⅢの使用条件の比較） 

当該ボンベには，「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」に従った適切な材料であるマンガン鋼が使用されていることを容器検査成績書等により確認できる。 

当該ボンベの最高使用温度は「一般高圧ガス保安規則」で定める 40 ℃以下，最高使用圧力は「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」に従った最高使用圧力を上回る圧力での耐圧試験に合格していることを

容器検査成績書等により確認できることから，当該ボンベは要求される強度を有している。
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Ⅴ. 評価結果 

上記の重大事故等クラス３機器は，一般産業品として「高圧ガス保安法」（「容器保安規則」及び「一般高圧ガス保安規則」含む）に適合し，使用材料の特性を踏まえた上で，重大事故等時における使用圧力及び使用温

度が負荷された状態において要求される強度を有している。 
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Ⅴ-3-別添 3-2-4-5 緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の強

度計算書 
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本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から

公表できません。  
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1. 概要 

本資料はＶ-3-別添 3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，浸

水防護設備のうち緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋が津波荷重及び余震を考慮した荷重

に対し，主要な構造部材が構造健全性を有することを確認するものである。 
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2. 基本方針

2.1 位置 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋は，海水ポンプ点検用ピット最上部のスラブ部分

（頂版部）に設置する。 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の設置位置図を図 2-1 に示す。 

図 2-1 緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋配置図 
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2.2 構造概要 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の構造は，長方形の鋼板に主桁（溝形鋼）及び補

助桁（Ｔ形鋼）を組合せた構造とする。 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋は，本体を海水ポンプ点検用ピット最上部のスラ

ブ部分（頂版部）に設置する固定ボルトで固定する。緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止

蓋の構造概要図を図 2-2 に示す。 

図 2-2 緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の構造概要 
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2.3 評価方針 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の強度計算は，緊急用海水ポンプ点検用開口部浸

水防止蓋の評価対象部位に作用する応力が許容限界以下であることを「3. 強度評価方法」に

示す方法により、「4. 評価条件」に示す評価条件を用いて評価し、「5. 強度評価結果」にて

確認する。 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の強度評価では，津波襲来時に余震が発生するこ

とを想定し，津波荷重及び余震荷重を考慮した強度評価を実施する。強度評価フローを図 2-3

に示す。 

また，上記評価を実施するにあたり，緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋をモデル化

した固有値解析を行う。 

浸水防止蓋の設計 

固有値解析 

余震 自然現象による 

荷重の算定 

・常時荷重

・津波荷重

解析モデル設定 入力地震動の策定 

地震応答解析（慣性力の設定） 

評価式による計算 

応力の計算 

評価部位の応力評価 

図 2-3 強度評価フロー 
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2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（（社）日本電気協会）

・日本工業規格（ＪＩＳ）

・ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・マニュアル編）（（社）ダム・堰施設技術協会，

平成 25 年 6 月）
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3. 強度評価方法

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の強度評価は，「3.2 評価対象部位」に示す評価対

象部位に対し，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.4 許容限界」に示す荷重の種類及び荷重

の組合せ並びに許容限界を踏まえ，「3.5 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

3.1 記号の定義 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の強度計算に用いる記号を表 3-1 に示す。 

表 3-1 緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の強度計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｗ０ kg/m3 海水の密度 

ｇ m/s2 重力加速度 

Ｋ G 余震時設計震度 

Ｈ m 津波水位（T.P.） 

ｈ m 津波時設計水深 

ｑ kN/m2 津波時静水圧 

ｍs kg 積雪荷重による質量 

Ｐs N 積雪荷重 

Ａs m2 積雪面積 

ｗs Pa 積雪量 1cm ごとの積雪荷重 

ｄs cm 垂直積雪量 

σｙ N/mm2 日本工業規格に規定される材料の設計降伏点 

σｕ N/mm2 日本工業規格に規定される材料の設計引張強さ 

σａ N/mm2 

許容圧縮応力度，許容引張応力度，許容曲げ応力度 

ダム・堰施設技術基準（案） 

σａ＝σｙ／Ｆ  

τａ N/mm2 
許容せん断応力度 ダム・堰施設技術基準（案） 

τａ＝σａ／√3  

σｃａ N/mm2 
許容支圧応力度 ダム・堰施設技術基準（案） 

σｃａ＝1.5σａ 
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3.2 評価対象部位 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の評価対象部位は，「2.2 構造概要」にて設定し

ている構造を踏まえて，津波に伴う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

なお，緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の強度計算における評価対象部位は，浸水

防止蓋とする。 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の強度評価における評価対象部位を，図 3-1 に示

す。 

図 3-1 評価対象部位
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の種類及び荷重の組合せに関して以下に示す。 

3.3.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重は，以下の荷重を用いる。 

(1) 常時作用する荷重（Ｄ）

常時作用する荷重として，自重Ｄを考慮する。自重Ｄについては，緊急用海水ポンプ点

検用開口部浸水防止蓋の構成部材の質量を用いる。 

(2) 津波荷重（動・突き上げ）（Ｐｔ）

津波時静水圧を考慮して算出した設計水圧と各部材の受圧面積から各部材の津波荷重を

算出する。 

(3) 余震荷重（Ｓｄ）

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ１による地震力を考慮する。

余震荷重Ｓｄは，緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋に作用する余震による慣性

力を考慮する。 

(4) 積雪荷重（Ｐｓ）

積雪荷重Ｐｓについては，30 cm の積雪量を想定する。

3.3.2 荷重の組合せ 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋は，緊急用海水ポンプ点検用ピット最上部の

頂版部に設置されているため，風荷重の影響は考慮しない。 

荷重の組合せを表 3-2 に示す。 

表 3-2 荷重の組合せ 

施設区分 機器名称 荷重の組合せ＊ 

浸水防止設備 
緊急用海水ポンプ点検用 

開口部浸水防止蓋 
Ｄ＋Ｐｔ＋Ｓｄ＋Ｐs

＊1 

注記 ＊1：自重（Ｄ）及び余震荷重（Ｓd）の組合せが，強度評価上，津波荷重（Ｐｔ）を緩和する

方向に作用する場合，保守的にこれらを組合せない評価を実施する。 
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3.4 許容限界 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の許容限界は，評価対象部位ごとに，「ダム・堰施

設技術基準（案）」に規定される許容応力度を用いる。 

各評価対象部位の許容限界を表 3-3 に示す。 

表 3-3 各評価対象部位の許容限界 

状態 

許容限界＊1，＊2 

浸水防止蓋 固定ボルト 

一次応力 一次応力 

短期 
曲げ せん断 引張 せん断 

1.5σａ 1.5τａ 1.5σａ 1.5τａ 

注記 ＊1：「ダム・堰施設技術基準（案）」に準じ，短期時許容値割増 1.5 とする。 

＊2：σａ：許容曲げ応力度，τａ：許容せん断応力度 
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3.5 評価方法 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の強度評価は，津波荷重や余震荷重による各部材

の発生応力が許容限界以下であることを確認するものとする。 

3.5.1 荷重条件 

(1) 固定荷重（Ｄ）

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の構成部材の質量を用いる。

(2) 津波荷重（Ｐｔ）

津波時の水圧は，静水圧と動水圧の 2つを考慮するものとする。静水圧ｑ及び動水圧ｑ’

はそれぞれ以下のとおりとする。 

ｑ＝ｈ・Ｗ0 

 （ウェスタガードの簡易式） 

(3) 余震荷重（Ｓｄ）

余震荷重は，以下のとおりとする。

Ｗｇ＝Ｋ・Ｄ・ｇ

ここで，

Ｋ ：余震時設計震度（G）

Ｗｇ：余震時地震荷重（kN）

Ｄ ：固定荷重による全体質量（kg）

ｇ ：重力加速度（m/s2）

(4) 積雪荷重（Ｐｓ）

積雪荷重Ｐｓについては，30 cm の積雪量を想定し，平均的な積雪荷重を与えるための係

数 0.35 を考慮する。 

積雪荷重による質量は次式を用いて算出する。 

ｍｓ＝Ｐｓ・Ａｓ／ｇ＝0.35・ｗｓ・ｄｓ・Ａｓ／ｇ 

3.5.2 強度評価 

以下に，評価対象部位ごとに，各評価対象部位に作用する応力及びその算出式等をまと

める。 

(1) 浸水防止蓋

浸水防止蓋の荷重条件は，地震荷重を等分布荷重とし，浸水防止蓋を構成する主桁に発

生する最大曲げモーメント及び最大せん断力は「ダム・堰施設技術基準（案）」に規定され

る計算式を用いる。なお，主桁については，「ダム・堰施設技術基準（案）」に準じ，たわ

み度も確認する。 
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(a) 曲げ応力 

津波時水圧により浸水防止蓋の主桁に発生する最大曲げ応力度σは，次式により算出

する。 

σ＝Ｍ／Ｚ 

ここで， 

σ ：最大曲げ応力度 

Ｍ ：主桁に発生する曲げモーメント 

Ｚ ：主桁及び補助桁の断面係数 

(b) せん断応力 

浸水防止蓋の主桁に発生する最大せん断応力度τは次式により算出する。 

τ＝Ｓ／Ａｗ 

ここで， 

τ ：最大せん断応力度 

Ｓ ：主桁に発生する最大せん断力 

Ａｗ ：主桁及び補助桁のウェブ断面積 

(c) たわみ度 

浸水防止蓋の主桁のたわみ度⊿δを次式により算出する。 

 
ここで， 

⊿δ：主桁のたわみ度 

ｗ ：主桁に作用する地震荷重による等分布荷重 

Ｅ ：鋼材の弾性係数 

Ｉ ：主桁の断面二次モーメント 

Ｂ ：水密荷重作用幅 

Ｌ ：主桁の支間距離 

 

(2) 固定ボルト 

固定ボルトに作用する荷重は，固定ボルト設置位置及び間隔から浸水防止蓋に対する負

担面積を設定し，鉛直方向荷重及び水平方向荷重に対して評価を行う。 

(a) 引張応力 

固定ボルト 1 本あたりの引張応力度σｂは，次式により算出する。 

σｂ＝Ｐｂ／Ａｂ 

ここで， 

σｂ ：固定ボルト 1 本あたりの引張応力度 

Ｐｂ ：固定ボルト 1 本あたりに作用する引張応力 

Ａｂ ：固定ボルトの有効断面積 
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(b) せん断応力 

固定ボルト 1 本あたりのせん断応力度τｂは，次式により算出する。 

τｂ＝Ｓｂ／Ａｂ 

ここで， 

τｂ ：固定ボルト 1 本あたりのせん断応力度 

Ｓｂ ：固定ボルト 1 本あたりに作用するせん断荷重 

Ａｂ ：固定ボルトの有効断面積 

(c) 組合せ応力 

固定ボルトに発生する曲げ応力度σｂ及びせん断応力度τｂによる組合せ荷重σｂｍを

「ダム・堰施設技術基準(案)」記載の次式により算出する。 
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3.5.3 固有値解析 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の耐震評価にあたり，「2.3 評価方針」に記

載したとおり，当該設備をモデル化した固有値解析を実施する。 

(1) 解析モデル 

緊急用海水ポンプピット点検用開口部浸水防止蓋の主桁を単純支持梁としてモデル化す

る。 

(2) 固有振動数の計算 

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋は，主桁を単純支持梁としてモデル化し，評

価を行う。「構造力学公式集（1988 年），土木学会」より，両端支持梁の一次固有振動数は

次のとおり与えられる。 

 
各記号の定義並びに評価に必要な諸元を表 3-4 に示す。 

 

表 3-4 固有振動数の計算における記号の定義と評価に必要な諸元 

記号 定義 数値 単位 備考 

ｆ 一次固有振動数 － Hz  

Ｅ 縦弾性係数 1.93×1011 N/m2  

Ｉ 主桁の断面 2 次モーメント 1.054×10-4 m4  

ｍ 主桁の単位長さ当りの重量 53.7 kg/m  

Ｌ 主桁の長さ 2.73 m  

 

(3) 固有値解析結果 

固有振動数の算出結果を表 3-5 に示す。固有振動数は，20 Hz 以上であることから，剛

構造である。 

表 3-5 固有振動数の算出結果 

（単位：Hz） 

機器名称 固有振動数 

緊急用海水ポンプピット 

点検用開口部浸水防止蓋 
130 
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4. 評価条件  

緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の強度評価に関する評価条件を以下に説明する。 

 

(1) 評価対象部位の諸元 

評価対象部位である，浸水防止蓋及び固定ボルトの各諸元を，表 4-1，表 4-2 に示す。 

 

表 4-1 評価対象部位の各諸元（浸水防止蓋） 

項目 材質 鋼材仕様 

浸水防止蓋 

スキンプレート SUS304 PL－12 

主桁 SUS304 
B［－300×100×12×16(端部) 

B［－300×100×12×16(中間部) 

 

表 4-2 評価対象部位の各諸元（固定ボルト） 

材質 
呼び径 

(mm) 

SUS304 30 
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5. 強度評価結果 

  蓋、固定ボルトの強度評価結果を表 5-1 に示す。緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋の

各部位の発生応力は、許容応力以下であり、基準津波荷重を考慮した荷重に対して構造部材が十分

な健全性を有することを確認した。 

 

表 5-1 強度評価結果 

（単位：N/mm2） 

 評価応力 発生応力 許容応力 

端部桁 
蓋 

曲げ 23.7 150 

せん断 7.1 90 

組合せ 29.9 150 

固定ボルト 引張 46.9 150 

中間桁 
蓋 

曲げ 54.6 150 

せん断 16.3 90 

組合せ 61.5 150 

固定ボルト 引張 93.7 150 
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本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から

公表できません。  
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1. 概要 

本資料は，Ｖ-3-別添 3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，

浸水防護設備のうち緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋が津波荷重及び余震を考慮した荷

重に対し，主要な構造部材が構造健全性を有することを確認するものである。 
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2. 基本方針

2.1 位置 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋は，海水ポンプ点検用ピット最上部のスラブ部

分（頂版部）に設置する。 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の設置位置図を図 2-1 に示す。 

図 2-1 緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋配置図 
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2.2 構造概要 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の構造は，長方形の鋼板に主桁（溝形鋼）及び

補助桁（Ｔ形鋼）を組合せた構造とする。 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋は，本体を海水ポンプ点検用ピット最上部のス

ラブ部分（頂版部）に設置する固定ボルトで固定する。緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水

防止蓋の構造概要図を図 2-2 に示す。 

図 2-2 緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の構造概要 
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2.3 評価方針 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の強度計算は，緊急用海水ポンプ室人員用開口

部浸水防止蓋の評価対象部位に作用する応力が許容限界以下であることを「3. 強度評価方法」

に示す方法により、「4. 評価条件」に示す評価条件を用いて評価し、「5. 強度評価結果」に

て確認する。 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の強度評価では，津波襲来時に余震が発生する

ことを想定し，津波荷重及び余震荷重を考慮した強度評価を実施する。強度評価フローを 

図 2-3 に示す。 

また，上記評価を実施するにあたり，緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋をモデル

化した固有値解析を行う。 

浸水防止蓋の設計 

固有値解析 

余震 

自然現象による 

荷重の算定 

・常時荷重

・津波荷重

解析モデル設定 入力地震動の策定 

地震応答解析（慣性力の設定） 

評価式による計算 

応力の計算 

評価部位の応力評価 

図 2-3 強度評価フロー 
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2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（（社）

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（（社）日本電気協会）

・日本工業規格（ＪＩＳ）

・ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・マニュアル編）（（社）ダム・堰施設技術協会，

平成 25 年 6 月）
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3. 強度評価方法

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の強度評価は，「3.2 評価対象部位」に示す評価

対象部位に対し，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.4 許容限界」に示す荷重の種類及び荷

重の組合せ並びに許容限界を踏まえ，「3.5 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

3.1 記号の定義 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の強度計算に用いる記号を表 3-1 に示す。 

表 3-1 緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の強度計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｗ０ kg/m3 海水の密度 

ｇ m/s2 重力加速度 

Ｋ G 余震時設計震度 

Ｈ m 津波水位（T.P.） 

ｈ m 津波時設計水深 

ｑ kN/m2 津波時静水圧 

σｙ N/mm2 日本工業規格に規定される材料の設計降伏点 

σｕ N/mm2 日本工業規格に規定される材料の設計引張強さ 

σａ N/mm2 

許容圧縮応力度，許容引張応力度，許容曲げ応力度 

ダム・堰施設技術基準（案） 

σａ＝σｙ／Ｆ  

τａ N/mm2 
許容せん断応力度 ダム・堰施設技術基準（案） 

τａ＝σａ／√3  

σｃａ N/mm2 
許容支圧応力度 ダム・堰施設技術基準（案） 

σｃａ＝1.5σａ 
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3.2 評価対象部位 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の評価対象部位は，「2.2 構造概要」にて設定

している構造を踏まえて，津波に伴う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

なお，緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の強度計算における評価対象部位は，浸

水防止蓋とする。 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の強度評価における評価対象部位を，図 3-1 に

示す。 

図 3-1 評価対象部位 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の種類及び荷重の組合せに関して以下に示す。 

3.3.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重は，以下の荷重を用いる。 

(1) 常時作用する荷重（Ｇ）

常時作用する荷重として，自重Ｇを考慮する。自重Ｇについては，緊急用海水ポンプ室

人員用開口部浸水防止蓋の構成部材の質量を用いる。 

(2) 津波荷重（動・突き上げ）（Ｐｔ）

津波時静水圧を考慮して算出した設計水圧と各部材の受圧面積から各部材の津波荷重を

算出する。 

(3) 余震荷重（Ｓｄ）

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ１による地震力を考慮する。

余震荷重Ｓｄは，緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋に作用する余震による慣

性力を考慮する。 

3.3.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3-2 に示す。 

表 3-2 荷重の組合せ 

施設区分 機器名称 荷重の組合せ＊ 

浸水防止設備 
緊急用海水ポンプ室 

人員用開口部浸水防止蓋 
Ｇ＋Ｐｔ＋Ｓｄ 

注記 ＊：Ｇ：自重，Ｓｄ：余震荷重，Ｐｔ：津波荷重 
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3.4 許容限界 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の許容限界は，評価対象部位ごとに，「ダム・堰

施設技術基準（案）」に規定される許容応力度を用いる。 

各評価対象部位の許容限界を表 3-3 に示す。 

表 3-3 各評価対象部位の許容限界 

状態 

許容限界＊1，*2 

浸水防止蓋 

一次応力 

短期 
曲げ せん断 

1.5σａ 1.5τａ 

注記 ＊1：「ダム・堰施設技術基準（案）」に準じ，短期時許容値割増 1.5 とする。 

＊2：σａ：許容曲げ応力度，τａ：許容せん断応力度 
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3.5 評価方法 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の強度評価は，津波荷重や余震荷重による各部

材の発生応力が許容限界以下であることを確認するものとする。 

3.5.1 荷重条件  

(1) 固定荷重（Ｇ） 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の構成部材の質量を用いる。 

 

(2) 津波荷重（Ｐｔ）  

津波時の水圧ｑは，以下のとおりとする。 

ｑ＝ｈ・Ｗ０ 

 

(3) 余震荷重（Ｓｄ） 

余震荷重は，以下のとおりとする。 

Ｗｇ＝Ｋ・Ｄ・ｇ 

ここで， 

Ｋ ：余震時設計震度（G） 

Ｗｇ：余震時地震荷重（kN） 

Ｄ ：固定荷重による全体質量（kg） 

ｇ ：重力加速度（m/s2） 

  

3.5.2 強度評価 

(1) 浸水防止蓋 

浸水防止蓋の荷重条件は，地震荷重を等分布荷重とし，浸水防止蓋を構成する主桁に発

生する最大曲げモーメント及び最大せん断力は「ダム・堰施設技術基準（案）」に規定され

る計算式を用いる。なお，主桁については，「ダム・堰施設技術基準（案）」に準じ，たわ

み度も確認する。 

 

(a) 曲げ応力 

津波時水圧により浸水防止蓋の主桁に発生する最大曲げ応力度σは，次式により算

出する。 

σ＝Ｍ／Ｚ 

ここで， 

σ ：最大曲げ応力度 

Ｍ ：主桁に発生する曲げモーメント 

Ｚ ：主桁及び補助桁の断面係数 
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(b) せん断応力 

浸水防止蓋の主桁に発生する最大せん断応力度τは次式により算出する。 

τ＝Ｓ／Ａｗ 

ここで， 

τ ：最大せん断応力度 

Ｓ ：主桁に発生する最大せん断力 

Ａｗ ：主桁及び補助桁のウェブ断面積 

 

(c) たわみ度 

浸水防止蓋の主桁のたわみ度⊿δを次式により算出する。 

⊿δ=
ｗ・Ｂ

48・Ｅ・Ｉ
	 Ｌ

3
―

Ｌ・Ｂ
2

2
＋

Ｂ
3

8
	  

ここで， 

⊿δ：主桁のたわみ度 

ｗ ：主桁に作用する地震荷重による等分布荷重 

Ｅ ：鋼材の弾性係数 

Ｉ ：主桁の断面二次モーメント 

Ｂ ：水密荷重作用幅 

Ｌ ：主桁の支間距離 

 

(2) 固定ボルト 

固定ボルトに作用する荷重は，固定ボルト設置位置及び間隔から浸水防止蓋に対する負

担面積を設定し，鉛直方向荷重及び水平方向荷重に対して評価を行う。 

 

(a) 引張応力 

固定ボルト 1 本あたりの引張応力度σｂは，次式により算出する。 

σｂ＝Ｐｂ／Ａｂ 

ここで， 

σｂ ：固定ボルト 1 本あたりの引張応力度 

Ｐｂ ：固定ボルト 1 本あたりに作用する引張応力 

Ａｂ ：固定ボルトの有効断面積 

 

(b) せん断応力 

固定ボルト 1 本あたりのせん断応力度τｂは，次式により算出する。 

τｂ＝Ｓｂ／Ａｂ 

ここで， 
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τｂ ：固定ボルト 1 本あたりのせん断応力度 

Ｓｂ ：固定ボルト 1 本あたりに作用するせん断荷重 

Ａｂ ：固定ボルトの有効断面積 

 

(c) 組合せ応力 

固定ボルトに発生する曲げ応力度σｂ及びせん断応力度 τｂによる組合せ荷重σｂｍ

を「ダム・堰施設技術基準(案)」記載の次式により算出する。 

σｂｍ=	 σｂ
2+3τｂ

2
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3.5.3 固有値解析 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の耐震評価にあたり，「2.3 評価方針」に

記載したとおり，当該設備をモデル化した固有値解析を実施する。 

(1) 解析モデル 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の主桁を単純支持梁としてモデル化する。 

 

(2) 固有振動数の計算 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋は，主桁を単純支持梁としてモデル化し，

評価を行う。「構造力学公式集（1988 年），土木学会」より，両端支持梁の一次固有振動数

は次のとおり与えられる。 

ｆ＝
π2

2πＬ
2
	
Ｅ・Ｉ

ｍ
 

各記号の定義並びに評価に必要な諸元を表 3-4 に示す。 

 

表 3-4 固有振動数の計算における記号の定義と評価に必要な諸元 

記号 定義 数値 単位 

ｆ 一次固有振動数 － Hz 

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2 

Ｅ 縦弾性係数 1.93×1011 N/m2 

Ｉ 主桁の断面 2 次モーメント 4.17×10-5 m4 

ｍ 主桁の単位長さ当りの重量 192 kg/m 

Ｌ 主桁の長さ 0.98 m 

 

(3) 固有値解析結果 

固有振動数の算出結果を表 3-5 に示す。固有振動数は，20 Hz 以上であることから，剛

構造である。 

 

表 3-5 固有振動数の算出結果 

（単位：Hz） 

機器名称 固有振動数 

緊急用海水ポンプ室 

人員用開口部浸水防止蓋 
189 
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4. 評価条件 

緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋の強度評価に関する評価条件を以下に説明する。 

 

(1) 評価対象部位の諸元 

評価対象部位である，浸水防止蓋及び固定ボルトの各諸元を，表 4-1，表 4-2 に示す。 

 

表 4-1 評価対象部位の各諸元（浸水防止蓋） 

項目 材質 鋼材仕様 

浸水防止蓋 

スキンプレート SUS304 PL－10 

主桁 SUS304 
B［－150×80×9×12(端部) 

BH－150×100×9×12(端部以外) 

 

表 4-2 評価対象部位の各諸元（固定ボルト） 

材質 
呼び径 

(mm) 

SUS304 30 
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5. 耐震評価結果 

  蓋、固定ボルトの耐震評価結果を表 5-1 に示す。緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋

の各部位の発生応力は，許容応力以下であり，地震荷重に対して構造部材が十分な健全性を有する

ことを確認した。 

 

表 5-1 強度評価結果 

（単位：N/mm2） 

 評価応力 発生応力 許容応力 

端部桁 
蓋 

曲げ 44.4 150 

せん断 23.3 90 

固定ボルト 引張 50.5 150 

端部桁 
蓋 

曲げ 72.8 150 

せん断 46.6 90 

固定ボルト 引張 101 150 
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本資料のうち，枠囲みの内容は営業秘密

又は防護上の観点から公開できません。 

Ⅴ-3-別添 3-2-4-7 格納容器圧力逃がし装置格納槽点検用 

水密ハッチの強度計算書 
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1．概要

本資料は，添付資料Ⅴ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，

浸水防護施設のうち格納容器圧力逃がし装置格納槽点検用水密ハッチ（以下，「水密ハッチ」とい

う。）が津波の冠水に伴う津波荷重を考慮した荷重に対し，津波後の再使用性を考慮して主要な構

造部材が構造健全性を有することを確認するものである。 

2．基本方針 

2.1 位置 

水密ハッチの設置場所を図 1 に示す。 

図１ 水密ハッチの設置場所 
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2.2 構造概要 

 水密ハッチの構造は，鋼板構造であり，格納容器圧力逃がし装置格納槽に基礎ボルトにより固定

することで止水性を確保する構造とする。 

水密ハッチの構造計画を表 1に示す。 

表 1 水密ハッチ構造計画 

設備名称 平面図 

水密ハッチ

格納容器圧力逃がし装置格納槽点検用水密ハッチＡ 

格納容器圧力逃がし装置格納槽点検用水密ハッチＢ 

計画の概要 
説明図(Ａ-Ａ) 

主体構造 支持構造 

鋼製の上

蓋により構

成する。 

床と一体

化した鋼製

のシールケ

ースにボル

トで固定す

る。 

Ａ
Ａ

Ａ
Ａ

固定ボルト

（M20，20 本）

固定ボルト

（M20，22 本）
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2.3 評価方針 

 水密ハッチの強度評価は，添付資料Ⅴ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，水密ハッチの評価対象部

位に作用する応力が許容限界以下であることを｢3．強度評価方法｣に示す方法により，「4．評価条

件」に示す評価条件を用いて評価し，「5．強度評価結果」にて確認する。 

水密ハッチの強度評価フローを図２に示す。 

図２ 水密ハッチの強度評価フロー 

2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007 ((社)日本機械学

会)

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補―1984

（（社）日本電気協会 昭和 59年）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１―1987（（社）日本電気協会 昭和 62 年）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１―1991 追補版（（社）日本電気協会 平

成 3 年）

・機械工学便覧 改訂第５版（日本機械学会編 1968 年）

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会 平成 19年）

水密ハッチの設計

モデル化

固有振動数の算出

評価用加速度の設定

基準地震動

設計用地震動

自然現象による

荷重の算定

(重畳時の評価) 

・常時作用する荷重

・浸水津波荷重

・余震荷重(Sd)

・積雪荷重

評価式による計算

応力の計算

上蓋の応力評価 固定ボルトの応力評価

・曲げ ・せん断

・せん断

・曲げとせん断の組合せ
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3．強度評価方法 

 水密ハッチの強度評価は，添付資料Ⅴ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」にて設定している方法を用いて強度評価を実施する。 

 水密ハッチの強度評価は「3.2 評価対象部位」にて設定する評価対象部位に対し，「3.3 荷重及び

荷重の組合せ」及び「3.4 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえ，｢3.5

評価方法｣に示す方法を用いて評価を行う。 

3.1 記号の定義 

水密ハッチの強度評価に用いる記号を表 2に示す。 

表 2 強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｄ N 常時作用する固定荷重（上蓋の重量） 

ｍ kg 上蓋の質量 

ａ mm 上蓋の荷重負担幅（短辺） 

ｂ mm 上蓋の荷重負担長さ（長辺） 

ｇ m/s2 重力加速度 

ｈ m 水位差 

PHsｄ N 水平加速度により加わる静的地震荷重 

PVsｄ N 鉛直加速度により加わる静的地震荷重 

Ｐｈ MPa 浸水津波荷重による静水圧荷重 

ｔ mm 上蓋の板厚 

β２ - 上蓋の曲げ応力算定に用いる係数 

ρ 0 kg/m3 海水の密度 

σｂ MPa 上蓋に発生する最大曲げ応力 

τ MPa 上蓋に発生する最大せん断応力 

τｋ MPa 固定ボルトに発生する最大せん断応力 

Ａｂ mm2 固定ボルトの呼び径での断面積 

ｎ 本 固定ボルトの本数 

ω Pa/cm 積雪の単位荷重 

Ｈ cm 垂直積雪高さ 

ｋ - 定数（積雪荷重算出） 

Ａ m2 上蓋面積 

3.2 評価対象部位 

 水密ハッチの評価対象部位は，「2.2 構造概要」にて示している構造を踏まえて，津波に伴う荷

重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

水密ハッチに対して浸水津波及び積雪，余震による荷重が作用し，これらの荷重は鋼製の上蓋よ
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り上蓋を固定している鋼製の固定ボルトに伝達することから，主要構成部材である上蓋及び固定ボ

ルトを評価対象部位として設定する。ただし鉛直震度が 1Ｇを超えないため上蓋の浮き上がりによ

る固定ボルトの引張が起こらないことから，固定ボルトは引張の評価を行わないこととする。よっ

て余震鉛直荷重は重畳する方向にのみ作用させる。 

水密ハッチの強度評価における評価対象部位について図 3に示す。 

図 3 評価対象部位 

3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の組合せは添付資料Ⅴ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強

度計算の方針」にて示している荷重及び荷重の組合せを用いる。 

3.3.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重は以下の荷重を用いる。 

(1) 常時作用する荷重(Ｄ)

常時作用する荷重として水密ハッチの自重を考慮する。 

(2) 浸水津波荷重(Ｐｈ)

浸水津波荷重として，経路からの津波又は溢水に伴う水位を用いた静水圧を考慮し，以

下の式より算出する。 

  ｈ ０Ｐ＝ρ・ｇ・ｈ 

(3) 余震荷重(Ｓｄ)

余震荷重は，添付資料 V-1-1-2-2-5「津波防護に関する施設の設計方針」に示す津波荷

重との重畳を考慮する弾性設計用地震動Ｓｄを入力して得られた地震応答解析に伴う格納容

器圧力逃がし装置格納槽上版における最大応答加速度の最大値を静的震度として，水密ハ

ッチに作用する余震による慣性力を考慮する。なお，静的震度は最大応答加速度を重力加

速度で除して算出する。 

水密ハッチの最大床応答加速度を表 3 に，応力評価に用いるＳｄ地震荷重の最大静的震

度を表 4 に示す。 

(曲げ，せん断) 

(せん断) 
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表 3 水密ハッチの最大床応答加速度 

弾性設計用地震

動 
水平地震動 鉛直地震動 

最大床応答加速度（Gal） 

水平方向 鉛直方向 

Ｓｄ－Ｄ１Ｌ 

正転 正転 192 357 

反転 正転 187 371 

正転 反転 199 373 

反転 反転 332 551 

 

表 4 応力評価に用いる最大静的震度 

弾性設計用 

地震動 

水平 

地震動 

鉛直 

地震動 

最大床応答加速度 

（Gal） 
水平震度

ＣＨ 

鉛直震度

ＣＶ 
水平方向 鉛直方向 

Ｓｄ－Ｄ１Ｌ 反転 反転 332 551 0.34 0.57 

 

  

(4) 積雪荷重(ＰＳ) 

積雪荷重を考慮する。 

積雪荷重ＰＳについては，添付資料「Ｖ-1-1-2 発電用原子炉施設の自然現象等による

損傷の防止に関する説明書」に基づき 30cm の積雪量を想定し，平均的な積雪荷重を与える

ための係数 0.35 を考慮する。 

積雪荷重による質量は次式を用いて算出する。 

ＰＳ＝0.35・ω・30 

ここで， 

ω：積雪の単位荷重（Pa／cm）                   ＝20 

 

3.3.2 荷重の組合せ 

 強度評価に用いる荷重の組合せは，重畳時として設定する。 

 荷重の組合せを表 5 に示す。 

表 5 荷重の組合せ 

施設区分 種類 設置位置 強度評価に用いる荷重の組合せ 

浸水防止設備 上蓋 屋外設備 Ｄ＋Ｐｈ＋Ｓｄ＋Ｐｓ 

注記：Ｄは常時作用する荷重，Ｐｈは浸水津波荷重，Ｓｄは余震荷重，Ｐｓは積雪荷重を示す。 

 

 

 

 

追而 

追而 
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3.4 許容限界 

 水密ハッチの許容限界は，｢3.2 評価対象部位｣にて設定している評価対象部位ごとに，｢発電用

原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007｣に準じた供用状態Ｃの許容応

力を用いる。各評価対象部位の許容限界を表 6 に，許容応力算定用基準値を表 7に示す。また，評

価部位に応じた許容応力評価条件を表 8に示す。 

 

表 6 水密ハッチの許容限界 

供用状態 

（許容応力状態）

許容限界※１※２ 

上蓋 固定ボルト 

一次応力 一次応力 

曲げ せん断 組合せ※３ 引張 せん断 

Ｃ（ⅢＡＳ） 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ ― 1.5・ｆｓ 

注記 ※1 曲げ及びせん断は，ＪＥＡＧ４６０１・補―1984 を準用し，「その他の支持構造物」

の許容限界を適用する。組合せは，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007 による。 

   ※2 ｆｂ：許容曲げ応力，ｆｓ：許容せん断応力，ｆｔ：許容引張応力を示す。 

   ※3 曲げとせん断の組合せである。 

 

表 7 許容応力算定用基準値 

評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ
※１ 

（MPa） 

Ｓｕ
※１ 

（MPa） 

Ｆ※１※２ 

（MPa） 

上蓋 
SUS304 40 205 520 205 

固定ボルト 

注記 ※1 Ｓｙ：設計降伏点，Ｓｕ：設計引張強さ，Ｆ：許容応力算定用基準値を示す。 

   ※2 Ｆ＝Min［Ｓｙ，0.7・Ｓｕ］とする。 

 

表 8 許容応力算出 

評価部位 材料 
温度条件※１ 

（℃） 

1.5・ｆｂ 

（MPa） 

1.5・ｆｔ 

（MPa） 

1.5・ｆｓ 

（MPa） 

上蓋 
SUS304 40 

204 204 
117 

固定ボルト ― ― 

※1 屋外設備なため 40℃とする。 

 

 

 

3.5 評価方法 

 水密ハッチの強度評価は，構造部材に作用する応力が，「3.4 許容限界」で設定した許容限界以

下であることを確認する。 
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 (1) 上蓋の応力評価 

   四辺を固定された長方形板に等分布荷重が作用した際に，上蓋に発生する曲げ応力及びせん

断応力は，「機械工学便覧（1986 年），日本機械学会」より以下の式にて算出する。 

ａ．曲げ応力 

     σb＝

β
	
・ 	

Ｄ P	 	ｄ
Ａ

＋Ph  P	 	 ・a	

t	
 

   ｂ．せん断力 

     Vs sP Ph P )
τ

t 2
ｄＤ ＋（ ・Ａ

＝
・（ａ＋ｂ）・

 

       ここで， 

Ｄ＝ｍ・ｇ 

ＰＶＳｄ＝ＣＶ・（Ｄ＋Ｐｓ・Ａ） 

 

 ｃ．組合せ応力評価 

 前項にて算出した垂直応力やせん断応力について，次式にて組合せ応力を算出する。 

     23２ ２
ｘ ｙ ｘ ｙ ｘｙσ＝ σ σ－σ・σ＋・τ  ※１ 

     ここで， 

      σ：組合せ応力 (MPa) 

      σｘ，σｙ：互いに直交する垂直応力 (MPa) 

      τｘｙ  ：σｘ，σｙの作用する面内のせん断応力 (MPa) 

    注記 ※1 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007 SSB-3121.1 

 

 

 (2) 固定ボルトの応力評価 

   余震による水平荷重が作用した際の固定ボルトのせん断応力は，以下の式より算出する。 

 

   τk＝
PＨ	ｄ

n・Ab
 

     ここで， 

ＰＨＳｄ＝ＣＨ・（Ｄ＋Ｐｓ・Ａ） 

 

 

 

 

 

 



 

9 
 

4．評価条件 

 水密ハッチの｢3．強度評価方針｣に用いる評価条件を表 9，10，11 に示す。 

 

表 9 上蓋の各緒元 

 上蓋の質量

ｍ(kg) 

荷重負担幅

a(mm) 

荷重負担長

さｂ(mm) 
係数	 	  

上蓋の板厚

ｔ(mm) 

水密ハッチＡ 1700 2320 2580 0.33 30 

水密ハッチＢ 1600 2130 2620 0.45 30 

 

表 10 その他の各緒元 

 

表 11 浸水津波荷重の算出条件 

重力加速度ｇ(m/s2) 海水の密度	 	 (kg/m3) 水位差ｈ(m) 

9.80665 1030※１ 0.200 

注記 ※1 港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会 平成 19 年）による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5．強度評価結果 

 水密ハッチの上蓋及び固定ボルトの強度評価結果を表 12に示す。 

水密ハッチの各部位の発生応力は許容応力以下であり，浸水津波及び余震，積雪等を考慮した荷

重に対して構造部材が十分な健全性を有することを確認した。 

 

 

固定ボルト

の呼び径 

(mm) 

呼び径断面積

Ａｂ(mm2) 

固定ボルト

本数 n(本) 

積雪の 

単位荷重ω 

(Pa/cm） 

上蓋面積Ａ(m2) 

水密ハッチＡ 20 314.159265 20 20 2.32×2.58＝5.9856 

水密ハッチＢ 20 314.159265 22 20 2.13×2.62＝5.5806 
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表 12 強度評価結果 

評価対象部位 評価応力 
発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 

水密ハッチＡ 
上蓋 

曲げ 14 204 

せん断 1 117 

組合せ※１ 15 204 

固定ボルト せん断 1 117 

水密ハッチＢ 
上蓋 

曲げ 16 204 

せん断 1 117 

組合せ※１ 17 204 

固定ボルト せん断 1 117 

注記 ※1 曲げとせん断の組合せである。 
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1．概要

本資料は，添付資料Ⅴ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，

浸水防護施設のうち常設低圧代替注水系格納槽点検用水密ハッチ（以下，「水密ハッチ」という。）

が津波の冠水に伴う津波荷重を考慮した荷重に対し，津波後の再使用性を考慮して主要な構造部材

が構造健全性を有することを確認するものである。 

2．基本方針 

2.1 位置 

水密ハッチの設置場所を図 1 に示す。 

図１ 水密ハッチの設置場所 
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2.2 構造概要 

 水密ハッチの構造は，鋼板構造であり，常設低圧代替注水系格納槽に基礎ボルトにより固定する

ことで止水性を確保する構造とする。 

水密ハッチの構造計画を表 1に示す。 

表 1 水密ハッチ構造計画 

設備名称 平面図 

水密ハッチ 

計画の概要 
説明図(Ａ-Ａ) 

主体構造 支持構造 

鋼製の上

蓋により構

成する。 

床と一体

化した鋼製

のシールケ

ースにボル

トで固定す

る。 

Ａ
Ａ

固定ボルト

（M20，26 本）
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2.3 評価方針 

 水密ハッチの強度評価は，添付資料Ⅴ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえ，水密ハッチの評価対象部位

に作用する応力が許容限界内に収まることを｢3．強度評価方法｣に示す方法により，「4．評価条件」

に示す評価条件を用いて計算し，「5．強度評価結果」にて確認する。 

 水密ハッチの強度評価フローを図２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 水密ハッチの強度評価フロー 

 

2.4 適用規格 

 適用する規格，基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007 ((社)日本機械学

会) 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補―1984

（（社）日本電気協会 昭和 59年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１―1987（（社）日本電気協会 昭和 62 年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１―1991 追補版（（社）日本電気協会 平

成 3 年） 

・機械工学便覧 改訂第５版（日本機械学会編 1968 年） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会 平成 19年） 

 

水密ハッチの設計

モデル化

固有振動数の算出

評価用加速度の設定 

設計用地震動 自然現象による 

荷重の算定 

(重畳時の評価) 

・常時作用する荷重

・浸水津波荷重 

・余震荷重(Sd) 

・積雪荷重 

評価式による計算

応力の計算 

上蓋の応力評価         固定ボルトの応力評価 

・曲げ             ・せん断 

・せん断              

・曲げとせん断の組合せ 
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3．強度評価方法 

 水密ハッチの強度評価は，添付資料Ⅴ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」にて設定している方法を用いて強度評価を実施する。 

 水密ハッチの強度評価は「3.2 評価対象部位」に示す評価対象部位に対し，「3.3 荷重及び荷重の

組合せ」及び「3.4 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえ，｢3.5 評価方

法｣に示す方法を用いて評価を行う。 

 固有値については「Ⅴ-02-10-02-05-08-常設低圧代替注水系格納槽点検用水密ハッチの耐震性に

ついての計算書」より 20Hz 以上であることから鋼構造である。 

 

3.1 記号の定義 

 水密ハッチの強度評価に用いる記号を表 2に示す。 

 

表 2 強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｄ N 常時作用する固定荷重（上蓋の重量） 

ｍ kg 上蓋の質量 

ａ mm 上蓋の荷重負担幅（短辺） 

ｂ mm 上蓋の荷重負担長さ（長辺） 

ｇ m/s2 重力加速度 

ｈ m 水位差 

PHsｄ N 水平加速度により加わる静的地震荷重 

PVsｄ N 鉛直加速度により加わる静的地震荷重 

Ｐｈ MPa 浸水津波荷重による静水圧荷重 

ｔ mm 上蓋の板厚 

β２ - 上蓋の曲げ応力算定に用いる係数 

ρ 0 kg/m3 海水の密度 

σｂ MPa 上蓋に発生する最大曲げ応力 

τ MPa 上蓋に発生する最大せん断応力 

τｋ MPa 固定ボルトに発生する最大せん断応力 

Ａｂ mm2 固定ボルトの呼び径での断面積 

ｎ 本 固定ボルトの本数 

ω Pa/cm 積雪の単位荷重 

Ｈ cm 垂直積雪高さ 

Ａ m2 上蓋面積 
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3.2 評価対象部位 

 水密ハッチの評価対象部位は，「2.2 構造概要」にて示している評価対象部位を踏まえて，津波

に伴う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

 水密ハッチに対して浸水津波及び積雪，余震による荷重が作用し，これらの荷重は鋼製の上蓋よ

り上蓋を固定している鋼製の固定ボルトに伝達することから，主要構成部材である上蓋及び固定ボ

ルトを評価対象部位として設定する。ただし鉛直震度が 1Ｇを超えないため上蓋の浮き上がりによ

る固定ボルトの引張が起こらないことから，固定ボルトへは引張は発生しない。よって余震鉛直荷

重は重畳する方向にのみ作用させる。 

 水密ハッチの強度評価における評価対象部位について図 3に示す。 

 

 

図３ 評価対象部位 

 

 

 

3.3 荷重及び荷重の組合せ 

 強度評価に用いる荷重の組合せは添付資料Ⅴ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計

算の方針」にて示している荷重及び荷重の組合せを用いる。 

3.3.1 荷重の設定 

 強度評価に用いる荷重は以下の荷重を用いる。 

(1) 常時作用する荷重(D) 

  常時作用する荷重として水密ハッチの自重を考慮する。 

 

 (2)  浸水津波荷重(Ｐｈ) 

浸水津波荷重として，経路からの津波又は溢水に伴う水位を用いた静水圧を考慮し，以

下の式より算出する。 

  ｈ ０Ｐ＝ρ・ｇ・ｈ 

 

 

(せん断) 

(曲げ，せん断) 
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 (3) 余震荷重(Ｓｄ)  

余震荷重は，添付資料 V-1-1-2-2-5「津波防護に関する施設の設計方針」に示す津波荷

重との重畳を考慮する弾性設計用地震動Ｓｄを入力して得られた地震応答解析に伴う水密ハ

ッチを設置する上版における最大応答加速度の最大値を設計震度として，水密ハッチに作

用する余震を考慮する。なお，設計震度は最大応答加速度を重力加速度で除して算出する。 

水密ハッチの最大床応答加速度を表 3 に，応力評価に用いるＳｄ地震荷重の最大設計震

度を表 4 に示す。 

 

 

表 3 水密ハッチの最大床応答加速度 

弾性設計用地震

動 
水平地震動 鉛直地震動 

最大床応答加速度（Gal） 

水平方向 鉛直方向 

Ｓｄ－Ｄ１Ｌ 

正転 正転 192 357 

反転 正転 187 371 

正転 反転 199 373 

反転 反転 332 551 

 

表 4 応力評価に用いる最大設計震度 

弾性設計用 

地震動 

水平 

地震動 

鉛直 

地震動 

最大床応答加速度 

（Gal） 
水平震度

ＣＨ 

鉛直震度

ＣＶ 
水平方向 鉛直方向 

Ｓｄ－Ｄ１Ｌ 反転 反転 332 551 0.34 0.57 

 

  

(4) 積雪荷重(ＰＳ) 

積雪荷重を考慮する。 

積雪荷重ＰＳについては，添付資料「Ｖ-1-1-2 発電用原子炉施設の自然現象等による

損傷の防止に関する説明書」に基づき 30cm の積雪量を想定し，平均的な積雪荷重を与える

ための係数 0.35 を考慮する。 

積雪荷重による質量は次式を用いて算出する。 

ＰＳ＝0.35・ω・30 

ここで， 

ω：積雪の単位荷重（Pa／cm）  

 

 

 

 

 

追而 

追而 
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3.3.2 荷重の組合せ 

 強度評価に用いる荷重の組合せは，津波時，重畳時に区分して設定する。 

 荷重の組合せを表 5 に示す。 

表 5．荷重の組合せ 

施設区分 種類 設置位置 強度評価に用いる荷重の組合せ 

浸水防止設備 上蓋 屋外設備 Ｄ＋Ｐｈ＋Ｓｄ＋Ｐｓ 

注記：Ｄは常時作用する荷重，Ｐｈは浸水津波荷重，Ｓｄは余震荷重，Ｐｓは積雪荷重を示す。 

 

3.4 許容限界 

 水密ハッチの許容限界は，｢3.2 評価対象部位｣にて設定している評価対象部位ごとに，｢発電用

原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007｣に準じた許容応力を用いる。

各評価対象部位の許容限界を表 6 に，許容応力算定用基準値を表 7 に示す。 

 

表 6 水密ハッチの許容限界 

許容応力状態 

許容限界※１※２ 

上蓋 固定ボルト 

一次応力 一次応力 

曲げ せん断 組合せ※３ 引張 せん断 

ⅢＡＳ 

（MPa） 

1.5・ｆｂ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ ― 1.5・ｆｓ 

204 117 204 ― 117 

注記 ※1 曲げ及びせん断は，ＪＥＡＧ４６０１・補―1984 を準用し，「その他の支持構造物」

の許容限界を適用する。組合せは，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007 による。 

   ※2 ｆｂ：許容曲げ応力，ｆｓ：許容せん断応力，ｆｔ：許容引張応力を示す。 

   ※3 曲げとせん断の組合せである。 

 

表 7 許容応力算定用基準値 

評価部位 材料 
温度条件※１ 

（℃） 

Ｓｙ
※２ 

（MPa） 

Ｓｕ
※２ 

（MPa） 

Ｆ※２※３ 

（MPa） 

上蓋 
SUS304 40 205 520 205 

固定ボルト 

注記 ※1 屋外設備なため 40℃とする。 

   ※2 Ｓｙ：設計降伏点，Ｓｕ：設計引張強さ，Ｆ：許容応力算定用基準値を示す。 

   ※3 Ｆ＝Min［Ｓｙ，0.7・Ｓｕ］とする。 
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3.5 評価方法 

 水密ハッチの強度評価は，構造部材に作用する応力が，「3.4 許容限界」で設定した許容限界以

下であることを確認する。 

 

 (1) 上蓋の応力評価 

   四辺を固定された長方形板に等分布荷重が作用した際に，上蓋に発生する曲げ応力及びせん

断応力は，「機械工学便覧（1986 年），日本機械学会」より以下の式にて算出する。 

ａ．曲げ応力 

     σb＝

β
	
・ 	

Ｄ P	 	ｄ
Ａ

＋Ph  P	 	 ・a	

t	
 

   ｂ．せん断力 

     Vs sP Ph P )
τ

t 2
ｄＤ ＋（ ・Ａ

＝
・（ａ＋ｂ）・

 

       ここで， 

Ｄ＝ｍ・ｇ 

ＰＶＳｄ＝ＣＶ・（Ｄ＋Ｐｓ・Ａ） 

 

 ｃ．組合せ応力評価 

 前項にて算出した垂直応力やせん断応力について，次式にて組合せ応力を算出する。 

     23２ ２
ｘ ｙ ｘ ｙ ｘｙσ＝ σ σ－σ・σ＋・τ  ※１ 

     ここで， 

      σ：組合せ応力 (MPa) 

      σｘ，σｙ：互いに直交する垂直応力 (MPa) 

      τｘｙ  ：σｘ，σｙの作用する面内のせん断応力 (MPa) 

    注記 ※1 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007 SSB-3121.1 

 

 

 (2) 固定ボルトの応力評価 

   余震による水平荷重が作用した際の固定ボルトのせん断応力は，以下の式より算出する。 

 

   τk＝
PＨ	ｄ

n・Ab
 

     ここで， 

ＰＨＳｄ＝ＣＨ・（Ｄ＋Ｐｓ・Ａ） 
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4．評価条件 

 水密ハッチの｢3．強度評価方針｣に用いる評価条件を表 8，9，10 に示す。 

 

表 8 上蓋の各緒元 

 

上蓋の質量

ｍ(kg) 

荷重負担幅

a(mm) 

荷重負担長

さｂ(mm) 
係数	 	  

上蓋の板厚

ｔ(mm) 

水密ハッチ 2800 3080 3320 0.32 30 

 

表 9 その他の各緒元 

 

表 10 浸水津波荷重の算出条件 

重力加速度ｇ(m/s2) 海水の密度	 	 (kg/m3) 水位差ｈ(m) 

9.80665 1030※ 0.200 

注記 ※ 港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会 平成 19 年）による。 

 

 

5．強度評価結果 

 水密ハッチの上蓋及び固定ボルトの強度評価結果を表 11に示す。 

水密ハッチの各部位の発生応力は許容応力以下であり，浸水津波及び余震，積雪等を考慮した荷

重に対して構造部材が十分な健全性を有することを確認した。 

 

表 11 強度評価結果 

評価対象部位 評価応力 
発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 

水密ハッチ 
上蓋 

曲げ 23 204 

せん断 1 117 

組合せ※１ 24 204 

固定ボルト せん断 2 117 

注記 ※1 曲げとせん断の組合せである。 

 

 

固定ボルト

の呼び径 

(mm) 

呼び径断面積

Ａｂ(mm2) 

固定ボルト

本数 n(本) 

積雪の 

単位荷重ω 

(Pa/cm） 

上蓋面積Ａ(m2) 

水密ハッチ 20 314.159265 26 20 3.08×3.32＝10.2256
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1．概要

本資料は，添付資料Ⅴ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，

浸水防護施設のうち常設低圧代替注水系格納槽可搬型ポンプ用水密ハッチ（以下，「水密ハッチ」

という。）が津波の冠水に伴う津波荷重を考慮した荷重に対し，津波後の再使用性を考慮して主

要な構造部材が構造健全性を有することを確認するものである。 

2．基本方針 

2.1 位置 

水密ハッチの設置場所を添付 1に示す。 

図１ 水密ハッチの設置場所 



2 

2.2 構造概要 

 水密ハッチの構造は，鋼板構造であり，代替淡水貯槽に基礎ボルトにより固定することで止

水性を確保する構造とする。 

水密ハッチの構造計画を表 1に示す。 

表 1 水密ハッチ構造計画 

設備名称 平面図 

水密ハッチ 

常設低圧代替注水系格納槽可搬型ポンプ用水密ハッチ 

計画の概要 
説明図(Ａ-Ａ) 

主体構造 支持構造 

鋼製の上

蓋により構

成する。 

床と一体

化した鋼製

のシールケ

ースにボル

トで固定す

る。 

Ａ
Ａ

固定ボルト

（M20，20 本）
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2.3 評価方針 

 水密ハッチの強度評価は，添付資料Ⅴ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の

方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえ，水密ハッチの評価対

象部位に作用する応力が許容限界内に収まることを｢3．強度評価方法｣に示す方法により，「4．

評価条件」に示す評価条件を用いて計算し，「5．強度評価結果」にて確認する。 

 水密ハッチの強度評価フローを図２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 水密ハッチの強度評価フロー 

 

2.4 適用規格 

 適用する規格，基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007 ((社)日本機械

学会) 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補―1984

（（社）日本電気協会 昭和 59年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１―1987（（社）日本電気協会 昭和 62

年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１―1991 追補版（（社）日本電気協会 

平成 3年） 

・機械工学便覧 改訂第５版（日本機械学会編 1968 年） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会 平成 19年） 

水密ハッチの設計

モデル化

固有振動数の算出

評価用加速度の設定 

設計用地震動 自然現象による 

荷重の算定 

(重畳時の評価) 

・常時作用する荷重

・浸水津波荷重 

・余震荷重(Sd) 

・積雪荷重 

評価式による計算

応力の計算 

上蓋の応力評価         固定ボルトの応力評価 

・曲げ             ・せん断 

・せん断              

・曲げとせん断の組合せ 
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3．強度評価方法 

 水密ハッチの強度評価は，添付資料Ⅴ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の

方針」にて設定している方法を用いて強度評価を実施する。 

 水密ハッチの強度評価は「3.2 評価対象部位」に示す評価対象部位に対し，「3.3 荷重及び荷

重の組合せ」及び「3.4 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえ，

｢3.5 評価方法｣に示す方法を用いて評価を行う。 

 固有値については「Ⅴ-02-10-02-05-09-常設低圧代替注水系格納槽可搬型ポンプ用水密ハッ

チの耐震性についての計算書」より 20Hz 以上であることから鋼構造である。 

 

3.1 記号の定義 

 水密ハッチの強度評価に用いる記号を表 2に示す。 

 

表 2 強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｄ N 常時作用する固定荷重（上蓋の重量） 

ｍ kg 上蓋の質量 

ａ mm 上蓋の荷重負担幅（短辺） 

ｂ mm 上蓋の荷重負担長さ（長辺） 

ｇ m/s2 重力加速度 

ｈ m 水位差 

PHsｄ N 水平加速度により加わる静的地震荷重 

PVsｄ N 鉛直加速度により加わる静的地震荷重 

Ｐｈ MPa 浸水津波荷重による静水圧荷重 

ｔ mm 上蓋の板厚 

β２ - 上蓋の曲げ応力算定に用いる係数 

ρ 0 kg/m3 海水の密度 

σｂ MPa 上蓋に発生する最大曲げ応力 

τ MPa 上蓋に発生する最大せん断応力 

τｋ MPa 固定ボルトに発生する最大せん断応力 

Ａｂ mm2 固定ボルトの呼び径での断面積 

ｎ 本 固定ボルトの本数 

ω Pa/cm 積雪の単位荷重 

Ｈ cm 垂直積雪高さ 

Ａ m2 上蓋面積 
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3.2 評価対象部位 

 水密ハッチの評価対象部位は，「2.2 構造概要」にて示している評価対象部位を踏まえて，

津波に伴う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

 水密ハッチに対して浸水津波及び積雪，余震による荷重が作用し，これらの荷重は鋼製の上

蓋より上蓋を固定している鋼製の固定ボルトに伝達することから，主要構成部材である上蓋及

び固定ボルトを評価対象部位として設定する。ただし鉛直震度が 1Ｇを超えないため上蓋の浮

き上がりによる固定ボルトの引張が起こらないことから，固定ボルトには引張は発生しない。

よって余震鉛直荷重は重畳する方向にのみ作用させる。 

 水密ハッチの強度評価における評価対象部位について図 3に示す。 

 

 

図３ 評価対象部位 

 

 

 

3.3 荷重及び荷重の組合せ 

 強度評価に用いる荷重の組合せは添付資料Ⅴ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度

計算の方針」にて示している荷重及び荷重の組合せを用いる。 

3.3.1 荷重の設定 

 強度評価に用いる荷重は以下の荷重を用いる。 

(1) 常時作用する荷重(D) 

  常時作用する荷重として水密ハッチの自重を考慮する。 

 

 (2)  浸水津波荷重(Ｐｈ) 

浸水津波荷重として，経路からの津波又は溢水に伴う水位を用いた静水圧を考慮し，

以下の式より算出する。 

  ｈ ０Ｐ＝ρ・ｇ・ｈ 

  

(せん断) 

(曲げ，せん断) 
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 (3) 余震荷重(Ｓｄ)  

余震荷重は，添付資料 V-1-1-2-2-5「津波防護に関する施設の設計方針」に示す津波

荷重との重畳を考慮する弾性設計用地震動Ｓｄを入力して得られた地震応答解析に伴う

水密ハッチを設置する上版における最大応答加速度の最大値を設計震度として，水密ハ

ッチに作用する余震を考慮する。なお，設計震度は最大応答加速度を重力加速度で除し

て算出する。 

水密ハッチの最大床応答加速度を表 3 に，応力評価に用いるＳｄ地震荷重の最大設計

震度を表 4に示す。 

 

 

表 3 水密ハッチの最大床応答加速度 

弾性設計用地震

動 
水平地震動 鉛直地震動 

最大床応答加速度（Gal） 

水平方向 鉛直方向 

Ｓｄ－Ｄ１Ｌ 

正転 正転 192 357 

反転 正転 187 371 

正転 反転 199 373 

反転 反転 332 551 

 

表 4 応力評価に用いる最大設計震度 

弾性設計用 

地震動 

水平 

地震動 

鉛直 

地震動 

最大床応答加速度 

（Gal） 
水平震度

ＣＨ 

鉛直震度

ＣＶ 
水平方向 鉛直方向 

Ｓｄ－Ｄ１Ｌ 反転 反転 332 551 0.34 0.57 

 

  

(4) 積雪荷重(ＰＳ) 

積雪荷重を考慮する。 

積雪荷重ＰＳについては，添付資料「Ｖ-1-1-2 発電用原子炉施設の自然現象等によ

る損傷の防止に関する説明書」に基づき 30cm の積雪量を想定し，平均的な積雪荷重を

与えるための係数 0.35 を考慮する。 

積雪荷重による質量は次式を用いて算出する。 

ＰＳ＝0.35・ω・30 

ここで， 

ω：積雪の単位荷重（Pa／cm）  

 

  

追而 

追而 
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3.3.2 荷重の組合せ 

 強度評価に用いる荷重の組合せは，津波時，重畳時に区分して設定する。 

 荷重の組合せを表 5 に示す。 

表 5．荷重の組合せ 

施設区分 種類 設置位置 強度評価に用いる荷重の組合せ 

浸水防止設備 上蓋 屋外設備 Ｄ＋Ｐｈ＋Ｓｄ＋Ｐｓ 

注記：Ｄは常時作用する荷重，Ｐｈは浸水津波荷重，Ｓｄは余震荷重，Ｐｓは積雪荷重を示す。 

 

3.4 許容限界 

 水密ハッチの許容限界は，｢3.2 評価対象部位｣にて設定している評価対象部位ごとに，｢発電

用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007｣に準じた許容応力を用い

る。各評価対象部位の許容限界を表 6 に，許容応力算定用基準値を表 7 に示す。 

 

表 6 水密ハッチの許容限界 

許容応力状態 

許容限界※１※２ 

上蓋 固定ボルト 

一次応力 一次応力 

曲げ せん断 組合せ※３ 引張 せん断 

ⅢＡＳ 

（MPa） 

1.5・ｆｂ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ ― 1.5・ｆｓ 

204 117 204 ― 117 

注記 ※1 曲げ及びせん断は，ＪＥＡＧ４６０１・補―1984 を準用し，「その他の支持構造

物」の許容限界を適用する。組合せは，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007 によ

る。 

   ※2 ｆｂ：許容曲げ応力，ｆｓ：許容せん断応力，ｆｔ：許容引張応力を示す。 

   ※3 曲げとせん断の組合せである。 

 

表 7 許容応力算定用基準値 

評価部位 材料 
温度条件※１ 

（℃） 

Ｓｙ
※２ 

（MPa） 

Ｓｕ
※２ 

（MPa） 

Ｆ※２※３ 

（MPa） 

上蓋 
SUS304 40 205 520 205 

固定ボルト 

注記 ※1 屋外設備なため 40℃とする。 

   ※2 Ｓｙ：設計降伏点，Ｓｕ：設計引張強さ，Ｆ：許容応力算定用基準値を示す。 

   ※3 Ｆ＝Min［Ｓｙ，0.7・Ｓｕ］とする。 
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3.5 評価方法 

 水密ハッチの強度評価は，構造部材に作用する応力が，「3.4 許容限界」で設定した許容限

界以下であることを確認する。 

 

 (1) 上蓋の応力評価 

   四辺を固定された長方形板に等分布荷重が作用した際に，上蓋に発生する曲げ応力及び

せん断応力は，「機械工学便覧（1986 年），日本機械学会」より以下の式にて算出する。 

ａ．曲げ応力 

     σb＝

β
	
・ 	

Ｄ P	 	ｄ
Ａ

＋Ph  P	 	 ・a	

t	
 

   ｂ．せん断力 

     Vs sP Ph P )
τ

t 2
ｄＤ ＋（ ・Ａ

＝
・（ａ＋ｂ）・

 

       ここで， 

Ｄ＝ｍ・ｇ 

ＰＶＳｄ＝ＣＶ・（Ｄ＋Ｐｓ・Ａ） 

 

 ｃ．組合せ応力評価 

 前項にて算出した垂直応力やせん断応力について，次式にて組合せ応力を算出す

る。 

     23２ ２
ｘ ｙ ｘ ｙ ｘｙσ＝ σ σ－σ・σ＋・τ  ※１ 

     ここで， 

      σ：組合せ応力 (MPa) 

      σｘ，σｙ：互いに直交する垂直応力 (MPa) 

      τｘｙ  ：σｘ，σｙの作用する面内のせん断応力 (MPa) 

    注記 ※1 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007 SSB-3121.1 

 

 

 (2) 固定ボルトの応力評価 

   余震による水平荷重が作用した際の固定ボルトのせん断応力は，以下の式より算出する。 

 

   τk＝
PＨ	ｄ

n・Ab
 

     ここで， 

ＰＨＳｄ＝ＣＨ・（Ｄ＋Ｐｓ・Ａ） 
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4．評価条件 

 水密ハッチの｢3．強度評価方針｣に用いる評価条件を表 8，9，10 に示す。 

 

表 8 上蓋の各緒元 

 

上蓋の質量

ｍ(kg) 

荷重負担幅

a(mm) 

荷重負担長

さｂ(mm) 
係数	 	  

上蓋の板厚

ｔ(mm) 

水密ハッチ 1600 2320 2580 0.33 30 

 

表 9 その他の各緒元 

 

表 10 浸水津波荷重の算出条件 

重力加速度ｇ(m/s2) 海水の密度	 	 (kg/m3) 水位差ｈ(m) 

9.80665 1030※ 0.200 

注記 ※ 港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会 平成 19 年）による。 

 

 

5．強度評価結果 

 水密ハッチの上蓋及び固定ボルトの強度評価結果を表 11に示す。 

水密ハッチの各部位の発生応力は許容応力以下であり，浸水津波及び余震，積雪等を考慮し

た荷重に対して構造部材が十分な健全性を有することを確認した。 

 

表 11 強度評価結果 

評価対象部位 評価応力 
発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 

水密ハッチ 
上蓋 

曲げ 13 204 

せん断 1 117 

組合せ※１ 14 204 

固定ボルト せん断 1 117 

注記 ※1 曲げとせん断の組合せである。 

 

 

固定ボルト

の呼び径 

(mm) 

呼び径断面積

Ａｂ(mm2) 

固定ボルト

本数 n(本) 

積雪の 

単位荷重ω 

(Pa/cm） 

上蓋面積Ａ(m2) 

水密ハッチ 20 314.159265 20 20 2.32×2.58＝5.9856 
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まえがき 

 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-9 重大事

故等クラス２ポンプの強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

なお，適用規格の選定結果について以下に示す。適用規格の選定に当たって使用する記号及び略語については，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方

法の概要」に定義したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の

技術基準

に対象と

する施設

の規定が

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等

性 

評価 

区分 

評価 

クラ

ス 

クラ

ス 

アッ

プ 

の有

無 

施設

時 

機器 

クラ

ス 

DB 

クラ

ス 

SA 

クラ

ス 

条件 

アッ

プ 

の有

無 

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

代替燃料プール冷却系ポンプ 新設 無 － － － SA-2 － － － 0.98 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 
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1. 計算条件 

1.1 ポンプ形式 

ターボポンプであって，ケーシングが軸垂直割りであるものに相当する。 

 

1.2 計算部位 

概要図に強度計算箇所を示す。 
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図 1－1 概要図 
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1.3 設計条件 

最高使用圧力（MPa） 0.98 

最高使用温度（℃） 80 

2. 強度計算

2.1 ケーシングの厚さ

設計・建設規格 PMC-3320 

計算部位 材 料 
Ｐ 

（MPa） 

Ｓ 

（MPa） 

Ａ 

（mm） 

① 0.98 120 

ｔ 

（mm） 

ｔｓｏ 

（mm） 

ｔｓ 

（mm） 

1.4 

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 

2.2 ケーシングの吸込み及び吐出口部分の厚さ 

設計・建設規格 PMC-3330 （単位：mm） 

計算部位 ｒｉ ｒｍ ｔ ｔ ｏ
 ｔ

② 63.2 4.6 1.4 

③ 63.2 4.6 1.4 

評価：ｔ≧ｔ，よって十分である。 
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2.3 ケーシングカバーの厚さ 

設計・建設規格 PMC-3410 

計算部位 材  料 
Ｐ Ｓ 平  板  形 

（MPa） （MPa） ｄ（mm） Ｋ 

④ 0.98 120 

⑤ 0.98 120 

ｔ 

（mm） 

ｔｓｏ 

（mm） 

ｔｓ 

（mm） 

21.3 

12.1 

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 

2.4 ボルトの平均引張応力 

設計・建設規格 PMC-3510 

計算部位 材 料 
Ｐ 

（MPa）

Ｓｂ 

(MPa） 

ｄｂ 

（mm） 
ｎ 

Ａｂ 

（mm2） 

⑥ 0.98 173 

ガスケット材料 
ガスケット厚さ

(mm) 

ガスケット 

座 面 形 状 

Ｇｓ 

(mm) 

Ｇ 

(mm) 

Ｄｇ 

(mm) 

セ ル フ シ ー ル

ガスケット（ゴム）
－ － － － 288.4 

Ｈ 

(N) 

Ｈｐ 

（N） 

Ｗｍ１ 

（N） 

Ｗｍ２ 

(N) 

Ｗ 

(N) 

σ 

(MPa) 

－ 0 24 

評価：σ≦Ｓｂ，よって十分である。 
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2.5 耐圧部分等のうち管台に係るものの厚さ 

設計・建設規格 PMC-3610 

計算部位 材 料 
Ｐ 

（MPa） 

Ｓ 

(MPa） 

Ｄｏ 

（mm） 

⑦ 0.98 120 

⑧ 0.98 120 

⑨ 0.98 120 

⑩ 0.98 120 

継手の種類 放射線透過試験の有無 η 

継 手 無 し － 1.00 

継 手 無 し － 1.00 

継 手 無 し － 1.00 

継 手 無 し － 1.00 

ｔ 

（mm） 

ｔｓｏ 

（mm） 

ｔｓ 

（mm） 

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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Ⅴ-3-5-6-2-1 緊急用海水ポンプの強度計算書 
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本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から

公表できません。  



 

 

まえがき 

 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-9 重大

事故等クラス２ポンプの強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

なお，適用規格の選定結果について以下に示す。適用規格の選定に当たって使用する記号及び略語については，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算

方法の概要」に定義したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の

技術基準

に対象と

する施設

の規定が

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性

評価 

区分 

評価 

クラス
クラス

アップ

の有無

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

緊急用海水ポンプ 新設 － － － － SA-2 － － － 2.45 38 － － 設計・建設規格 － SA-2 
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1.  計算条件 

1.1  ポンプ形式 

ターボポンプであって，軸垂直割りケーシングをもった4段の立形ポンプに相当する。 

 

1.2  計算部位 

概要図に強度計算箇所を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1－1  概要図 

 

1.3  設計条件 

最高使用圧力（MPa） 2.45 

最高使用温度（℃） 38 
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2. 強度計算

2.1  ケーシングの厚さ 

設計・建設規格  PMD-3310 

計算部位 材  料 
Ｐ 

(MPa)

Ｓ 

(MPa) 

Ｄｏ 

(mm) 
継手の種類 

放射線透過

試験の有無

① 2.45 96 継手無し 

② 2.45 111 突合せ両側溶接 

③ 2.45 96 継手無し 

注記 ＊：評価は，許容引張応力の小さいSUS316Lで行う。 

η ｙ 
ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔｓｏ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

1.00 0.4 7.1 

0.70 0.4 5.9 

1.00 0.4 4.8 

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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2.2  ボルトの平均引張応力 

設計・建設規格  PMD-3510 

計算部位 材  料
Ｐ 

(MPa) 

Ｓｂ 

(MPa) 

ｄｂ 

(mm) 
ｎ 

Ａｂ 

（mm2） 

④ 2.45 129 

⑤ 2.45 129 

ガスケット材料 
ガスケット厚さ 

(mm) 

ガスケット 

座 面 形 状 

Ｇｓ 

(mm) 

Ｇ 

(mm) 

Ｄｇ 

(mm) 

セルフシールガスケット

（ゴム） 
－ － － － 

セルフシールガスケット

（ゴム） 
－ － － － 

Ｈ 

(N) 

Ｈｐ 

(N) 

Ｗｍ１ 

(N) 

Ｗｍ２ 

(N) 

Ｗ 

(N) 

σ 

(MPa) 

－ 0 40 

－ 0 38 

評価：σ≦Ｓｂ，よって十分である。 N
T
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本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から 
公開できません。 

Ⅴ-3-4-2-3-4 管の応力計算書
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まえがき 

 

 本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラ

ス２支持構造物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管

の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号

及び略語については，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したもの

を使用する。 
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・評価条件整理表 

 

応力計算 

モデルNo. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果

の有無 

施設時の 

評価規格
評価区分 

同等性 

評価区分

評価 

クラスクラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

FPC-6 新設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

AFPC-1 

新設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 無 － － － SA-2 － － － 0.98 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

AFPC-2 新設 無 － － － SA-2 － － － 0.98 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

AFPC-3 

新設 無 － － － SA-2 － － － 0.98 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 

FPC-10 新設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 80 － － 設計・建設規格 － SA-2 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構

造物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基

づき，管についての計算を実施した結果を示したものである。 

評価結果記載方法は以下に示すとおりとする。 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管について，最大応力を解析モデル単位で評価する。なお，評価結果に

ついては，最大応力評価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として記

載する。 

 

  



2 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-4
-
2
-3
-
4
 R
0

 

2. 概略系統図及び鳥瞰図

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記  号 内    容 

 （太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

 （太破線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

 （細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算

書記載範囲の管 

 （破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって系統の概略を示すために表記する

管 

鳥瞰図番号（評価結果を記載する範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果の記載を省略する範囲） 

アンカ

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

クラス１管

クラス２管

クラス３管

クラス４管

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 
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代
替

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
系

概
略

系
統

図
 

代
替

燃
料

プ
ー

ル

冷
却

系
ポ

ン
プ

燃料プール冷却系より 緊急用海水系より 

M
O

M
O

代
替

燃
料

 
プ

ー
ル

 
冷

却
系

 
熱

交
換

器
 

燃料プール冷却系へ 残留熱除去系海水系へ 

D
B
2
/
S
A

S
A

D
B
2
/
S
A

S
A

S
A
2
 

S
A
2
 

A
F
P
C
-
2
 

A
F
P
C
-
1
 

M
O

M
O

M
O

A
F
P
C
-
3
 

F
P
C
-
1
0
 

 

F
P
C
-
6
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記  号 内 容 

（太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

(重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（Ｓ

Ａ）」,設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を

「（ＤＢ）」とする。) 

（細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計

算書記載範囲の管 

（破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって解析モデルの概略を示すために

表記する管 

○ 節 点 

◎ 質 点 

ア ン カ

レストレイント

（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向

成分を示す。スナッバについても同様とする。） 

スナッバ

ハンガ

注： 鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 
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鳥瞰図 AFPC-3（ＳＡ） 

5
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3. 計算条件

3.1 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 AFPC-3 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

1 0.98 80 114.3 6.0 STPT410 

2 0.98 80 165.2 7.1 STPT410

3 1.38 80 165.2 7.1 STPT410

6
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配管の付加質量 

鳥 瞰 図 AFPC-3 

質量 対応する評価点 

1001,501,  2,  3,  5,502,211 

 212,311,901,312,801,  6,  8,802,600,803,  9, 11,601,804, 12 

  14,602,321,902,322,805,603,806, 15, 17, 18, 20, 22, 24,807 

  25, 27,604,808, 28,605, 30,809, 31, 33,606, 34, 36,810, 37 

  39,811, 40, 42,607,812 
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フランジ部の質量

鳥 瞰 図 AFPC-3 

質量 対応する評価点 

501 

502 
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弁部の質量 

鳥 瞰 図 AFPC-3 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点 

901 902 

952 



 

 

1
0
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3.2 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa) 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT410 80 － 225 406 103 
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4. 評価結果  

下表に示すとおり最大応力はすべて許容応力以下である。 

 

重大事故等クラス２管 

設計・建設規格 PPC-3520 による評価結果 

鳥瞰図 
最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価(MPa) 

計算応力 

Ｓｐｒｍ(1) 

Ｓｐｒｍ(2) 

許容応力 

1.5Ｓｈ 

1.8Ｓｈ 

AFPC-3 20 Ｓｐｒｍ(1) 35 154 

－ － Ｓｐｒｍ(2) － － 
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本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から 
公開できません。 

 

 

 

Ⅴ-3-6-3-3-3 管の基本板厚計算書（非常用逃がし安全弁駆動系） 
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まえがき 

 

 本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラ

ス２支持構造物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の

強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号

及び略語については，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したもの

を使用する。
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・評価条件整理表 

応力計算 

モデルNo. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果

の有無 

施設時の 

評価規格
評価区分 

同等性 

評価区分

評価 

クラスクラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

ESD-1 

新設 無 － － － SA-2 － － － 14.7 66 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 無 － － － SA-2 － － － 1.45 66 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 無 － － － SA-2 － － － 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2 

ESD-PD-1 新設 無 － － － SA-2 － － － 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2 

ESD-2 

新設 無 － － － SA-2 － － － 14.7 66 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 無 － － － SA-2 － － － 1.45 66 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 無 － － － SA-2 － － － 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2 

ESD-PD-2 新設 無 － － － SA-2 － － － 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構

造物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づ

き，管についての計算を実施した結果を示したものである。 

    評価結果記載方法は以下に示すとおりとする。 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管について，最大応力を解析モデル単位で評価する。なお，評価結果に

ついては，最大応力評価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として記

載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

 

概略系統図記号凡例 

 

記  号 内    容 

  

 （太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

  

 （太破線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

  

 （細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算

書記載範囲の管 

  

 （破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって系統の概略を示すために表記する

管 

  

 鳥瞰図番号（評価結果を記載する範囲） 

  

 鳥瞰図番号（評価結果の記載を省略する範囲） 

  

アンカ 

  

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

 

クラス１管 

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 
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3

非常用逃がし安全弁駆動系概略系統図

高圧窒素ボンベラック（A 系）

高圧窒素ボンベラック（B 系） 

原子炉格納容器 原子炉建屋

MOMO

MOMO

S
A
2 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン

プ
ー

ル
へ S
A
3 

AO

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン

プ
ー

ル
へ

AO

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン

プ
ー

ル
へ

AO

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン

プ
ー

ル
へ

AO

S
A
2

S
A
3

ESD-PD-1 ESD-1

ESD-PD-2 

ESD-1

ESD-2

E
S
D
-
2

E
S
D
-
1 

ESD-2
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2.2 鳥瞰図 

 

鳥瞰図記号凡例 

 

記   号 内    容 

  

（太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

(重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（Ｓ

Ａ）」,設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を

「（ＤＢ）」とする。) 

  

（細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計

算書記載範囲の管 

  

（破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって解析モデルの概略を示すために

表記する管 

  

○ 節   点 

◎ 質   点 

  

 
ア ン カ 

  

 

レストレイント 

（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向

成分を示す。スナッバについても同様とする。） 

  

 
スナッバ 

 
ハンガ 

  

 注： 鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 
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鳥瞰図 ESD-1（ＳＡ）（1／5） 
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NT2 補③ Ⅴ-3-6-3-3-3 R0 

鳥瞰図 ESD-1（ＳＡ）（2／5） 
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NT2 補③ Ⅴ-3-6-3-3-3 R0 

鳥瞰図 ESD-1（ＳＡ）（3／5） 
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NT2 補③ Ⅴ-3-6-3-3-3 R0 

鳥瞰図 ESD-1（ＳＡ）（4／5） 
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NT2 補③ Ⅴ-3-6-3-3-3 R0 

鳥瞰図 ESD-1（ＳＡ）（5／5） 
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NT2 補③ Ⅴ-3-6-3-3-3 R0 

3. 計算条件

3.1 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 ESD-1 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

1 15.0 66 27.2 3.9 SUS304TP

2 1.45 66 27.2 2.9 SUS304TP



1
1
 

NT2 補③ Ⅴ-3-6-3-3-3 R0 

設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 ESD-1 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

2 1.45 66 27.2 2.9 SUS304TP



1
2
 

NT2 補③ Ⅴ-3-6-3-3-3 R0 

設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 ESD-1 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

2 1.45 66 27.2 2.9 SUS304TP 

3 2.28 171 27.2 2.9 SUS304TP

4 2.28 171 60.5 3.9 SUS304TP

5 2.28 171 89.1 5.5 SUS304TP

6 2.28 171 89.1 5.5 SFVC2B 



13 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-6
-
3
-3
-
3
 R
0
 

配管の付加質量 

鳥 瞰 図 ESD-1 

質量 対応する評価点 

501, 412,411,413,600,422,421,423,601,432, 431, 433,   1,   3 

602, 311,901,312,801,442,441,443,  4,  6, 321, 902, 322,   7 

  9, 802,331,903,332,803, 10, 12, 13, 15, 804, 603,  16,  18 

805,  19, 21,604,806, 22,605, 24,807,606, 808,  25,  27, 809 

607, 810, 28, 30,608, 31, 33,811, 34, 36, 609, 812, 610, 813 

 37,  39,611,814, 40, 42,612,815, 43, 45, 613, 816,  46,  48 

614, 817,615, 49, 51,818, 52, 54,616, 55,  57, 819, 617, 820 

618,  58, 60,821,619,822, 61, 63, 64, 66, 620, 823,  67,  69 

 70,  72,621,824,622, 73, 75, 76, 78,825,  79,  81, 826, 623 

827, 624,828, 82, 84, 85, 87,625, 88, 90,  91,  93, 829, 626 

830, 627,452,451,453, 94, 96, 97, 99,831, 100, 102, 628, 103 

105, 832,629,833,630,834,631,106,108,835, 109, 111, 112, 114 

836, 115,117,632,118,120,837,121,123,124, 126, 127, 129, 838 

130, 132,133,135,839,633,840,136,138,634, 139, 141, 142, 144 

462 ,461,463,841,341,904,342,842,351,905, 352, 635, 474, 471 

472, 145,147,148,150,636,843,151,153,844, 154, 156, 637, 211 

414, 845,361,906,362,424,846,371,907,372, 434, 847, 381, 908 

382 

212 

213, 157 

157, 158 
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フランジ部の質量

鳥 瞰 図 ESD-1 

質量 対応する評価点 

501 

362,372,382 
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弁部の質量 

鳥 瞰 図 ESD-1 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点 

901,906,907,908 902 

903 953,954 

904 905 



 

 

1
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NT2 補③ Ⅴ-3-6-3-3-3 R0 

3.2 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa) 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

SUS304TP 66 － 188 479 126 

SUS304TP 171 － 150 413 113 

SFVC2B 171 － 217 438 120 
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4. 評価結果  

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。 

 

重大事故等クラス２管 

設計・建設規格 PPC-3520 による評価結果 

鳥瞰図 
最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価(MPa) 

計算応力 

Ｓｐｒｍ(1) 

Ｓｐｒｍ(2) 

許容応力 

1.5Ｓｈ 

1.8Ｓｈ 

ESD-1 903 Ｓｐｒｍ(1) 100 189 

－ － Ｓｐｒｍ(2) － － 
 



 
本資料のうち，枠囲みの内容は， 

営業秘密または防護上の観点から 

公開できません。 

Ⅴ-3-6-3-2-3 管の応力計算書 
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まえがき 

 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラ

ス２支持構造物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の

強度計算方法」に基づいて計算を行う。  

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号

及び略語については，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したもの

を使用する。 
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NT2 補③ Ⅴ-3-6-3-2-3 R0 

・評価条件整理表 

  

管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 

同等性

評価 
区分 

評価
クラス

クラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス 

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

IA-R-1 

新設 － － － － SA-2 － － － 14.7 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

既設 無 － － － SA-2 － － － 14.7 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

既設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

IA-R-2 

新設 － － － － SA-2 － － － 14.7 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

既設 無 － － － SA-2 － － － 14.7 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

既設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

IA-19 

既設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

既設 無 － － － SA-2 － － － 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

IA-28 

既設 無 － － － SA-2 － － － 1.38 66 － － 設計・建設規格 － SA-2

既設 無 － － － SA-2 － － － 2.28 171 － － 設計・建設規格 － SA-2

  

























下表に示すとおり最大応力はそれぞれの許容値以下である。
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Ⅴ-3-9-1-4-2 原子炉格納容器貫通部ベローズの強度計算書 

本資料のうち，枠組みの内容は，
営業秘密または防護上の観点から
公開できません。

東海第二発電所　工事計画審査資料

資料番号 工認-875　改0

提出年月日　　平成30年6月29日
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1. 概要 

本資料は，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，原子炉格納容器貫通部ベローズ（以下「ベローズ」という。）が低サイク

ル疲労に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。その低サイクル疲労評

価は，ベローズの設計繰返し回数と許容繰返し回数の比を算出して行う。 

 



 

 

2
 

NT2 補③ Ⅴ-3-9-1-4-2 R0 

2. 基本方針 

2.1 構造の説明 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ベローズは原子炉格納容器配

管貫通部の一部に設けられる。 からなる断面蛇腹形状のステ

ンレス製構造物である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ベローズ 
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2.2 評価方針 

ベローズの低サイクル疲労評価は，東海第二発電所 昭和 62 年 2月 26日付け 62 資庁第 666

号（既工認）にて認可された実績のある手法を適用する。 
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3. 形状及び主要寸法

貫通部の形状を図 3－1に示し，ベローズの主要寸法を表 3－1 に示す。

図 3－1 貫通部の形状 
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表 3－1 ベローズの主要寸法 

貫通部番号 
形   状 

ｂ(mm)＊ ｈ(mm)＊ ｔ(mm)＊ ｎ＊ ｃ＊ 

注記＊：記号の説明は，図 3－1 参照 
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4. 設計条件

4.1 評価条件 

(1) 設計基準対象施設としての最高使用圧力及び最高使用温度

内圧ＰD 310kPa 

温度ＴD 171℃ 

(2) 地震伸縮量

ベローズの地震伸縮量δを表 4－1に示す。原子炉格納容器と原子炉建屋の相対変位から，

貫通部を包絡する値を用いる。 

表 4－1 地震伸縮量 

δｘ δｙ δｚ

4.2 材料及び縦弾性係数 

(1) 材料

ベローズ 

(2) 縦弾性係数

縦弾性係数Ｅ 

4.3 設計繰返し回数 

設計繰返し回数Ｎ 

4.4 ベローズの伸縮量 

ベローズの全伸縮量δを表 4－2 に示す。 
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表4－2 ベローズの全伸縮量 

貫通部番号 全伸縮量δ 
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5. 許容繰返し回数の計算

ここでは，貫通部番号 についての計算例を示し，他は計算結果を表 5－1 に示す。 

許容繰返し回数Ｎs

＝Ｎs

ここに，σは次の計算式より計算した値 

c・t

ｈ・Ｐ
＋

ｈ・ｂ・ｎ

δ・ｔ・Ｅ・1.5
σ＝

3
（調整リングが付いている場合） 

11.5

700.31
＋

703012

901.5101.841.5
　＝

3

5

983MPa　＝

繰返し回数と許容繰返し回数の比 

2-10＝6.34 ＝
Ｎ

Ｎ

s

表 5－1 ベローズの許容繰返し回数 

貫通部番号 Ｎs 
sＮ

Ｎ

6.34×10-2 

4.69×10-2 

4.69×10-2 

4.69×10-2 

4.69×10-2 

2.14×10-1 

4.17×10-2 

4.17×10-2 

4.20×10-2 

5.26×10-2 

5.26×10-2 

4.20×10-2 

1.13×10-1 

1.13×10-1 

6.34×10-2 

6.34×10-2 

2.52×10-2 
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6. 評価結果

ベローズの疲労評価結果を表 6－1に示す。設計繰返し回数に対する許容繰返し回数の比は評

価基準値を満足しており，低サイクル疲労の要求を満足することを確認した。 

表 6－1 評価結果 

評価部位 
sＮ

Ｎ
評価基準値 判定 

6.34×10-2 1 ○ 

4.69×10-2 1 ○ 

4.69×10-2 1 ○

4.69×10-2 1 ○

4.69×10-2 1 ○

2.14×10-1 1 ○

4.17×10-2 1 ○

4.17×10-2 1 ○

4.20×10-2 1 ○

5.26×10-2 1 ○

5.26×10-2 1 ○

4.20×10-2 1 ○

1.13×10-1 1 ○

1.13×10-1 1 ○

6.34×10-2 1 ○

6.34×10-2 1 ○

2.52×10-2 1 ○



 
本資料のうち，枠囲みの内容は， 

営業秘密または防護上の観点から 

公開できません。 

Ⅴ-3-9-2-3-1-1 管の基本板厚計算書 
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工認-882　改0



 

まえがき 

 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-5 クラス４機器の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ

-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」並びに「Ⅴ-3-2-8 クラス４管の強度計算方法」及び「Ⅴ-3-2-11 重大

事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。  

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号

及び略語については，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したもの

を使用する。 
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NT2 補③ Ⅴ-3-9-2-3-1-1 R0 

・評価条件整理表 

  

管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 

同等性

評価 
区分 

評価
クラス

クラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス 

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

１ 既設 有 有 DB-4 DB-4 SA-2 無 0.014 72 0.014 72 有 S45告示 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

２ 新設 － － － DB-4 SA-2 － 0.014 72 0.014 72 － － 設計・建設規格 － 
DB-4

SA-2

３ 新設 － － － DB-4 SA-2 － 0.014 72 0.014 72 － － 設計・建設規格 － 
DB-4

SA-2

４ 既設 有 有 DB-4 DB-4 SA-2 無 0.014 72 0.014 72 有 S45告示 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

５ 既設 有 有 DB-4 DB-4 SA-2 無 0.014 86 0.014 86 有 S45告示 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

６ 新設 － － DB-4 DB-4 SA-2 － 0.014 86 0.014 86 － － 設計・建設規格 － 
DB-4

SA-2

T1 既設 有 有 DB-4 DB-4 SA-2 無 0.014 72 0.014 72 有 S45告示 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

T2 既設 有 有 DB-4 DB-4 SA-2 無 0.014 72 0.014 72 有 S45告示 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

T3 既設 有 有 DB-4 DB-4 SA-2 無 0.014 72 0.014 72 有 S45告示 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

T4 既設 有 有 DB-4 DB-4 SA-2 無 0.014 72 0.014 72 有 S45告示 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

T5 既設 有 有 DB-4 DB-4 SA-2 無 0.014 72 0.014 72 有 S45告示 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

T6 既設 有 有 DB-4 DB-4 SA-2 無 0.014 86 0.014 86 有 S45告示 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2

T7 既設 有 有 DB-4 DB-4 SA-2 無 0.014 86 0.014 86 有 S45告示 
設計・建設規格

又は告示 
－ SA-2
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管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 

同等性

評価 
区分 

評価
クラス

クラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス 

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

R1 新設 － － － DB-4 SA-2 － 0.014 86 0.014 86 － － 設計・建設規格 － SA-2

E1 新設 － － － DB-4 SA-2 － 0.014 86 0.014 86 － － 設計・建設規格 － SA-2
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・適用規格の選定 

管

No. 
評価項目 評価区分 判定基準 適用規格 

1 管の強度計算 
設計・建設規格

又は告示 
同等 設計・建設規格 

2 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

3 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

4 管の強度計算 
設計・建設規格

又は告示 
同等 設計・建設規格 

5 管の強度計算 
設計・建設規格

又は告示 
同等 設計・建設規格 

6 管の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

7 管の強度計算 
設計・建設規格

又は告示 
同等 設計・建設規格 

R1 レジューサの強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 

T1 管の穴と補強計算 
設計・建設規格

又は告示 
判断不可 

S45告示 

設計・建設規格 

T2 管の穴と補強計算 
設計・建設規格

又は告示 
同等 設計・建設規格 

T3 管の穴と補強計算 
設計・建設規格

又は告示 
判断不可 

S45告示 

設計・建設規格 

T4 管の穴と補強計算 
設計・建設規格

又は告示 
判断不可 

S45告示 

設計・建設規格 

T5 管の穴と補強計算 
設計・建設規格

又は告示 
判断不可 

S45告示 

設計・建設規格 

T6 管の穴と補強計算 
設計・建設規格

又は告示 
判断不可 

S45告示 

設計・建設規格 

T7 管の穴と補強計算 
設計・建設規格

又は告示 
判断不可 

S45告示 

設計・建設規格 

E1 伸縮継手の強度計算 設計・建設規格 － 設計・建設規格 
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・評価条件整理表 

 

応力計算 
モデルNo. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 

同等性

評価 
区分 

評価
クラス

クラス 

アップ 

の有無 

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス 

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

AC-11 

既設 無 － DB-2 DB-2 － － 0.31 104.5 － － － － 設計・建設規格 － DB-2

既設 無 － DB-2 DB-2 SA-2 － 0.31 104.5 0.62 200   設計・建設規格 － SA-2

AC-1,2,3,8 既設 無 － DB-2 DB-2 SA-2 － 0.31 104.5 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2

AC-6,7 

既設 無 － DB-2 DB-2 SA-2 － 0.31 104.5 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2

既設 無 － DB-2 DB-2 SA-2 － 0.31 171 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2

AC-12,13 既設 無 － DB-2 DB-2 SA-2  0.31 171 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2

AC-SGTS 既設 無 － DB-2 DB-2 SA-2 － 0.31 171 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2

  






















































